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はじめに

小柏葉子

今日、グローバル化の進展は、さまざまな事象となって現れている。これに対し、世界各地では、

地域協力の制度的枠組みをより強化し、あるいはまた、統合をさらに深化させることで、対応を図

ろうという動きがみられている。本研究は、こうした地域協力の強化や深化の動きによって、それま

で当該地域において存在してきた脱領域的な越境的ネットワークがし、かなる変容を遂げているの

か考察しようとするものである。

その際、本研究では、地域協力と越境的ネットワークが交錯する場として、領域をともなった地

域協力の一部として含まれると同時に、海を媒介として越境的ネットワークを築いてきた島l興の存

在に焦点を当てることにする。そして具体的事例として、パレンツ海、バルト海、地中海、東シナ海、

南太平洋の各海域島l興を取り上げ、比較地域的な観点から検討を試みる。

Introduction 

Yoko Ogashiwa 

The development of globalization emerges with various phenomena in the intemational society. 

One of the responses to those phenomena is the attempt to strengthen and deepen the regional 

cooperation. This research project aims to investigate the transformation of transnational networks， 

which have existed in the region， in such attempt. 

The focus of this research project lies in the islands. The islands can be regarded as an arena 

where regional cooperation， in which they are inc1uded as a part of the member states， and their 

own transnational networks are intersecting. The cases wi11 be examined企omthe comparative 

vlewpomt. 
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北極地域におけるスヴアールパル諸島の地位

黒神直純

The Status of Svalbard in the Arctic Region 

Naozumi Kurokami 

The archipelago of Svalbard is located halfway between Norway and North Pole. With the exception of 

some coastal lowlands， the landscape is mountainous with many glaciers. Svalbard appears in 12th 

century Icelandic and Norwegian written records， and early Norse knowledge about the archipelago is 

traditionally identified. The name “Svalbard" refers to“cold or barren coasts." Dutch navigator， Willem 

Barents discovered it in 1596. Since the end of nineteenth century， commercial mining operation has 

begun. During twentieth century， coal mining has been the major indus仕yon Svalbard. Until recently， the 

Norwegian mining activity has mainly been concentrated around the town Longyearbyen in central 

Spitsbergen although mining is never a major indus仕yin twenty-first cen旬ry.

The archipelago is govemed by the Treaty conceming the archipelago of Spitsbergen of 9 February 

1920. The Treaty recognizes the full and absolute Norwegian sovereignty over the archipelago and 

requires Norway to ensure non-discriminatory rights for other Parties' nationals. It also provides the 

restriction on military use of Svalbard. Unique point ofthe Svalbard Treaty is that while Norway has the 

full and absolute sovereignty， all other States can become parties of the Treaty. Thus， any nationals from 

the parties of the Treaty can spend their life even without their visas. In addition， Svalbard is vital for 

Norway to negotiate maritime delimitation with other countries such as Russia， Denmark and Iceland. 

After the cold war ended， some types of cooperation among northem States such as the Barents-Euro 

Arctic Council and the Arctic Council have been started. The development of natural resources around 

Svalbard will be one of the most important key issues. Domestically， it would be necessary to coordinate 

various types of status which immigrants enjoy on the basis ofthe Treaty and other regulations. 
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I はじめに

冷戦後ヨーロッパ各地で、発生した地域協力は、西側諸国にとってソ連・東欧諸国をいか

に巧く自らと同じテーブルにつかせ、それらの国を安定させるかということを目指すもの

で、あったといえる。加速するヨーロッパ統合というマクロ的動態と相侯って発生した、地

域におけるミクロ的動態ーいわゆる「下位地域協力」ーは、安全保障上、地域の安定化を

求める必然な動きであった1。それらの地域間協力に特徴的で、あったのは、地中海、黒海、

パノレト海、およびパレンツ海と、主として「海をめぐる協力Jとして生起し発展してきた

ことである。海をキーワードにしているこれらの協力の抱える共通の問題は、交易ルート

としての交通(運輸)上の問題(インフラストラクチャー)や、そこから生じる経済問題、

海の汚染に代表される環境問題などであった。安全保障を直接扱うことが地域の安定には

手っ取り早いにもかかわらず、その着手は極めて困難がつきまとうことは容易に推測され

るため、比較的着手しやすいこれらの諸問題が、沿岸各国の共通の関心事で、あったことは

いうまでもない20

これらのうち、最北の協力であったパレンツ海をめぐる協力、いわゆるパレンツ協力の

萌芽は、 1990年代初頭に遡る3。ソ連邦の解体後、ノルウェ一、スウェーデ、ンおよびフィン

ランドは、それぞれ対外政策の転換を模索した。 1991年 11月に、スウェーデ、ンは EC加盟

の意思を表明し、フィンランドも、翌年1月にEC加盟の意思を表明した。 EC加盟に熱心

で、あったノルウェーは、 ECに対する積極的な姿勢を対ロ外交と結びつけて、パレンツ協力

構想を打ち出し、当時ノルウェー外相で、あったストルテンベルク (T.Stoltenberg)は、 1992

年 3月にこの構想、について、当時のロシア外相コズイレフ(A.Kozyrev)に打診した。ム

ルマンスク出身のコズイレフも協力には積極的であり、翌月にはノルウェーのトロムソに

おいて、パレンツ地域北部諸州の知事らが初めて集うこととなった4。その際に、ストルテ

ンベルク外相は、ノルウェー、スウェーデ、ン、フィンランドおよびロシアの北部諸地域協

1 A. Bjuener，“European Security at the End of the Twentieth Century: the Subregional 
Contribution，" in A. Cottey ed.， Subregional Cooperation in the New Europe (Macmillan 
Press， 1999)， pp. 8.20.また、下位地域協力に関しては以下も参照。百瀬宏編『下位地域協
力と転換期国際関係Jl(有信堂、 1996年)。
2黒神直純「パレンツ協力の今日的意義一海をめぐる協力の1考察JW平成17年度~平成
18年度科学研究費補助金基盤研究 (C)研究成果報告書(代表;小相葉子)Jl (2007年)2・15
頁。

3 もっとも、北部諸地域間の非軍事地域における協力の必要性に関していうと、 1987年10
月のゴルバチョフ (M.Gorbachev)大統領のムルマンスクでの演説にすでにその萌芽が見
られる。 W.Ostreng，“TheBarents Region: A Contribution to European Security and 
Cooperation?，" International Challenges (The FridtjofNansen Institute Journal)， Vol. 
12， No.4 (1992)， p. 14. 
4 O. Stokke and O. Tunander，‘τntroduction，" in O. Stokke and O. Tunander， eds.， The 
Barents Region: Cooperation in Arctic Europe (Sage， 1994)， p. 1. 
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力の必要性を打ち出したのである5。同年秋には数回の準備会合が行われ、翌年の 1993年 1

月 11日に、ノルウェーのヒルケネスにおいて、パレンツ地域協力に関する第 1回外相会合

(ヒルケネス外相会議)が開催される運びとなった60

地理的に見ると、パレンツ協力の対象地域は、フィンランドのラップランド (Lapland)、

カイヌー (Kainuu)およびオウル(北部カレリアはオブザーバー)、ノルウェーのフインマ

ルク (Finnmark)、ノードランド (Nordland)およびトロムソ(Troms)、スウェーデ、ンの

ノルボッテン (Norrbotten)およびヴェステルボッテン (Vasterbotten)、ロシアのアルハ

ンゲルスクスク(Archangelsk)、カレリア CKarelia)共和国、コミ (Komi)共和国、ム

ルマンスク (Murmansk)およびネネツ (Nenetz)の全13地域から成る70

ヒルケネス外相会議で、の宣言(以下、「ヒノレケネス宣言8J)によれば、パレンツ協力は、

中央レベル(閣僚レベル)のパレンツ評議会 (BarentsCouncil)と地方レベルの地域評議

会 (RegionalCouncil)の2重構造をとることが特徴的である。

パレンツ評議会は、デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェー、ロシア、

スウェーデ、ンおよびEU委員会の 6カ国および 1機関で構成される。また、オブザーバー

は、カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、日本、オランダ、ポーランド、イギリス、ア

メリカの 9カ国である9。これまで開催されてきたパレンツ評議会を見ると、発足の 1993

年にノルウェー、 1994年にスウェーデン、 1995年にフィンランド、 1996年にロシア、 1998

年にスウェーデ、ン、 1999年にノルウェー、 2000年にフィンランド、 2001年にロシアがそ

れぞれ担当し、毎年外相会議であるパレンツ評議会を開催している。それ以降は、議長国

の任期が 2年となり、任期最後の年に(つまり隔年で)パレンツ評議会を開催している。

2001・2003年にスウェーデンが、またその後ノルウェー (2003-2005年)、フィンランド

5 もっとも、この地域間協力の構想は、1986-87年にノルウェー北部諸県から出されていた。
T. Stoltenberg，“The Barents Region: ReorganizinfNothern Europe，" International 
白 allenges(1992)， Vol. 12， No. 4， p. 6. 1986年以来、いくつもの姉妹都市関係も結ぼれて
住民間の交流が再開し、北西ロシア援助のための地方自治体間協力も開始された。吉武真

理 f5周年を迎えたパレンツ地域協力」北方圏調査会編『北方圏J]104号 (1998)34頁。
6 Stokke and Tunander， supra note 4， p. 1. 
7カレリア共和国は、 1994年より対象地域として加えられた。 JointStatement， Barents 
Euro-Arctic Council Second Session (14・15th September， 1994).北オストロボスニア(オ
ウル)とヴェステルボッテンは、 1998年より地域に加わった。 Declaration，Fifth Session 
ofthe Barents Euro-Arctic Council (20th January， 1998).コミは、 2002年から地域に加
わった。BarentsEuro-Arctic Council (BEAC) Official Website， Barents Regional Council， 
http://www.beac.st/in_EnglishlBarents_Euro-Arctic_CouncillBarents_RegionaCCouncil. 
iw3， as of March 5， 2013. 
8 Declaration， Cooperation in the Barents Euro-Arctic Region Conference of Foreign 
Ministers in Kirkenes (1lth January， 1993). 
9オランダは 1994年より、また、イタリアは 1995年よりそれぞれオブ、ザーパーとして参

加している。 JointStatement， Barents Euro-Arctic Council Second Session (14・15th
September， 1994)およびJointStatement， Barents Euro-Arctic Council Third Session 
(9・10th October， 1995). 
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(2005-2007年)、ロシア (2007-2009年)、スウェーデ、ン (2009-2011年)、ノルウェー

(2011-2013年)と続いてきた10。地域評議会は、先述した 13地域の代表から成る。国家

レベルのパレンツ評議会と、地域代表から成る地域評議会との有機的な連携関係による協

力が重要な骨組みとなっているのである。

このヨーロッパ最北において生起したパレンツ協力に加え、協力の動きはさらに北方、

すなわち北極へと進展していった。 1996年のオタワ宣言は、北極の先住民コミュニティそ

の他の住民を含み、共通の北極圏に関する問題、特に、北極における持続可能な発展や環

境保護といった問題について、北極諸国の協力、調整および交流を促進するための手段を

提供するハイレベルの政府間フォーラムとして、北極評議会 (ArcticCounciDを設立した。

北極評議会の加盟国は、カナダ、デンマーク(グリーンランドおよびフエロー諸島を含む)、

フィンランド、アイスランド、ノルウェー、ロシア、スウェーデンおよび米国の 8カ国の

北極圏諸国 (ArcticStates)である。また、常時参加者 (PermanentParticipants) とし

て、次の北極圏諸国に居住する先住民団体が含まれる。すなわち、アリュート国際協会

(AIA : Aleut International Association)、北極圏アサパスカ評議会 (AAC: Arctic 

Athabaskan Council)、グイッチン国際評議会 (GCI:Gwich'in Council International)、

イヌイット極域評議会 (ICC: The Inuit Circumpolar Council)、ロシア北方民族協会

(RAIPON: The RussianAssociation ofIndigenous Peoples ofthe North)およびサーミ評

議会 (TheSaami Council)である11。

1998年にカナダのイカルイトで初の大臣級会合が開催された。その後、議長国は、以下

のように引き継がれた。すなわち、アメリカ (1998・2000年)、フィンランド (2000・2002)、

アイスランド (2002-2004)、ロシア (2004・2006)、ノルウェー (2006・2009)、デンマーク

(2009・2011)、スウェーデ、ン (2011・2013)である12。

この協力の動きは、 1980年代終わりに遡る。 1989年 9月に、フィンランド政府のイニ

シアティブにより、 8カ国から成る北極圏諸国がフィンランドのロヴァニエミで会合し、北

極の環境保護のための協力手段について討議した。それら諸国は、北極の環境問題につい

て、周極地域大臣会合を持つことに合意した。その後、この会合は、 1990年4月のカナダ

のイエローナイフ、 1991年 1月のスウェーデ、ンのキルナ、 1991年 6月のフィンランドの

ロヴァニエミでの準備会合へと受け継がれた130

このフィンランドのイニシアティプの下で準備された無数の技術的科学的報告書に加え、

北極環境保護戦略が発展した。この戦略の発展は、次の 8カ国、すなわち、カナダ、デン

マーク、フィンランド、アイスランド、ノノレウェー、スウェーデン、ソ連、アメリカの協

10 Barents Euro-Arctic Council (BEAC) Official Website， Barents Euro-Arctic Council 
(BEAC)， http://www.beac.st/in_EnglishIBarents_Euro-Arctic_Council.iw3.as ofMarch 5， 
2013. 
11 The Arctic Council HP， History， 
http://www.arctic-council.org/index.php/en/about-us/history.as of March 5， 2013. 
12Ibi百.
13 Ibid. 
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力による努力の賜物であった。同戦略の準備作業においては、オブザーパーとして、イヌ

イット周極会議、北欧サーミ評議会、ソ連北方少数民族協会、ドイツ、ポーランド、イギ

リス、国連ヨーロッパ経済委員会、国連環境計画および国際北極科学委員会も協力した140

以上のように、冷戦後の地域協力の流れの中で、今日、世界最北の国家間協力である北極

評議会も始動しているのである。

ところで、こうした最近の北欧や北極圏をめぐる国家間および地域間協力の活発化に比

して、未だに第 1次大戦前に国際的に確定された地位が維持されている地域がある。それ

は、スヴアールパル諸島である。スヴアールパル諸島は、ノルウェーと北極点との聞の北

極海に浮かぶノルウェー領の群島である。スヴアールパル諸島の地位は、第 1次大戦後の

パリ講和会議で姐上に上げられ、1920年2月9日署名の「スピッツベルゲンに関する条約」

により、ノルウェーの主権 (1条)と軍事利用の制限 (9条)が規定された。同条約は、ア

メリカ、イギリス、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、南アフリカ、インド、

デンマーク、フランス、イタリア、日本、ノルウェー、オランダおよびスウェーデンの間

で締結された。

スヴアールパル諸島は、こうした特殊な歴史的背景を有するがゆえ、北極地域において

特異な位置づけにある。多数国間条約であるスピッツベルゲ、ンに関する条約15は、当該区域

に対してノルウェーの主権を認める一方で、条約当事国の国民が陸地および領海で狩猟や

漁業を行う権利を認め (2条)、当該区域内の海域や港への自由かっ平等なアクセス、なら

びに海事上、工業上、鉱業上および商業上のすべての経済活動に従事する権利を認めてい

る (3条)。また、所有権等に関する当事国国民の完全な平等待遇が認められている (7条)。

ノルウェー領内にあるにもかかわらず、このような特殊な地位ーいわゆる国際化地域と

しての地位ーを有するこのスヴアールパル諸島の統治はいかにしてなされているのか。こ

の群島区域には、 1名の知事 (DistrictGovernor of Svalbard (Sysselmannen))と32名の

職員から成る知事事務所 (officeof the Governor of Svalbard)が設置されている。同知事

は、群島におけるノルウェー政府の最高代表で、ある。知事は、環境保全局と警察部をはじ

めとするいくつかの部署を統括している160

14 Ibid. 
15 2012年8月 16日現在、スピッツベルゲンに関する条約の当事国は、以下の 39カ国で

ある。アフガニスタン、アノレパニア、アルゼンチン、オーストラリア、ベルギー、ブルガ

リア、カナダ、チリ、デンマーク、ドミニカ共和国、エジプト、エストニア、フィンラン

ド、フランス、ギリシャ、インド、アイスランド、イタリア、日本、中園、モナコ、オラ

ンダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、ロシア、

サウジアラビア、スペイン、イギリス、スイス、スウェーデ、ン、南アフリカ、ドイツ、ハ

ンガリー、アメリカ、ヴェネズエラ、オーストリア。

The-Governor-of-Svalbard HP， Svalbardτ'reaty， 
http://www.sysselmannen.no/enlToppmeny/ About-SvalbardILa ws-and-regulations/Svalb 
ard-Treaty/， as ofMarch 5，2013. 
16 The-Governor-of-Svalbard HP， 
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今日、スヴアールパル諸島には 2642名の住民がいる。それらは 42カ国からの移民で構

成されている (2012年 7月 1日現在) 17。これらを見ても、当該区域が国際化地域として

他国民から成る一種のメルティングポットとなっていることを推し量ることができる。こ

の諸島は国際化地域であるため、制度上移民はピザなしで入植することができる。こうし

た制度に基づく以上、移民の扱いも重要になって来ると思われる。

そこで、本稿では、スヴァーノレパル諸島がこれまで歩んできた道をひもとき、その法的

地位を明らかにした後、同諸島が今日北極地域においていかなる位置付けを与えられてい

るのかを探ることにしたい。

E スヴアールパル諸島の地理と歴史

1.スヴアールパル諸島の地理

スヴアールパル諸島は、ノルウェーと北極点の中間に位置する北極海に浮かぶノルウェ

ー領の群島である。同諸島は、北緯74度と 81度の間および東経 10度と 35度の間に位置

するすべての島から成る。主として、スピッツベルゲン(Spitsbergen)、北東島

(N ordaustlandet)、パレンツ島 (Barentsoya)、エッジ島 (Edgeoya)、コング・カール

島 (KongKarls Land)、プリンス・カール・フォーランド島 (PrinsKarls Forland)、ピ

ュルネイ島 (Bjornoya(Bear Island))などの島々から成る。全面積は、 62160平方キロメ

ートルアメリカのウエスト・ヴァージニア州よりやや小さい程度、デンマークのおよそ1.5

倍の大きさである。島の約 60%が氷河である。山々は氷山を擁し、最高峰(ニュートント

ッベン (Newtontoppen))は海抜 1717メートルである18。

スヴアールパル諸島の気候は、ツンドラ気候であり、年平均気温は氷点下4度(I月の平

均気温は氷点下 16度、 7月は6度)であり、他の同緯度地域と比べると比較的温暖である。

群島を通じて、地域により気候は様々である。最大の島であるスピッツベルゲ、ン島西岸は、

南からの温暖な空気と暖流の影響により、最も温暖で湿気が高い。もっとも、群島全体を

通じた気候は、寒冷な場所に、温暖な空気と暖流が流れ込むため、非常に不安定である。

とはいえ、年間降水量は、 190ミリメートルを超えることはない。従って、スヴアールパノレ

諸島は、北極の砂漠と称されている。年間を通じ、白夜と極夜が特徴的である。ロングイ

エールビーンで、は、白夜は4月20日から 8月23日まで続く (夏至には、太陽高度は日中

35度、夜中は 11度となる)。極夜は、 11月 11日から 1月30日まで続く(太陽高度は、少

http://www.sysselmannen.no/enlToppmeny/The-Governor-of-SvalbardIThe-Governors-T 
asks/Oranisationl， as of March 5， 2013. 
17 Statistics in Norway， http://www.ssb.no/enlbefsvalbard.as ofMarch 5， 2013. 
18 University Centre in Svalbard HP， A Geographical-Historical Outline of Svalbard， 
http://www.unis.no/35_stafflstafCwebpages/geology/ole_humlumlSvalbardOutline.htm 
as ofMarch 5， 2013. 
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なくとも 6度以下) 19。

スピッツベルゲ、ン島の西から中央にかけて広がるイース・フィヨルドの南側に位置する

ロングイエールビーン (Longyearbyen)が、この群島区域の中での中心市であり、中心港

でかつ行政の中心でもある。スヴアールパル諸島の人口は、主としてこのロングイエール

ビーンに分布する。 2012年 7月 1日現在で、スヴアールパル全域には2642名が登録され

ており、そのうち、 2195名がノルウェー人であり、ロシア人が 439名、ポーランド人が8

名である20。ノルウェ一人移民のうち、ノルウェー人が 1799名を占め、外国からノルウェ

ーに帰化した移民が 407名である。この帰化外国人のうち 106名がタイから帰化した者で

ある210

2.スヴアールパル諸島の歴史

(1)狩猟と炭鉱

スヴアールパルは、 12世紀のアイスランドとノルウェーの記録に現れ、初期のノース人

が群島として認知していたことが知られている。スヴアーノレパルの名称は、ノース人の原

語で、「寒冷で不毛な海岸Jを意味する。 16世紀初頭には、ロシア人(ポモール)がこの群

島を訪れたとされるが、その証拠はない。また、ノース人がこの群島を発見したという証

拠もない。争いのない事実としては、オランダ人探検家ウィレム・パレンツが 1596年にス

ヴアールパル諸島を発見したことである。パレンツは、この群島を発見し、「スピッツベル

ゲン(尖った山)J と名付けた。パレンツとその一行は、ノヴァヤゼムリャの北端において

厳しい冬を過ごし、 1597年 6月 13日にその地を立ち去った。その直後にパレンツは亡く

なり、残りの生存者がコラ半島の海岸に到達し、そこで救助された。パレンツが 1594年、

1596年および 1597年の 3度にわたって航海したパレンツ海と、スヴアールパル諸島のパ

レンツ島には、彼の名前が付けられている220

スヴアールパル諸島の発見時には、同諸島は、しばしばグリーンランドの一部と見なさ

れた。こうしたことから、パレンツによる発見以来、デンマーク王クリスチャン 4世は、

この諸島をデンマーク・ノルウェー王国の一部であると主張した。 17世紀初頭から、当該

地域周辺では、いくつかの国、特にイギリス、オランダ、デンマーク、ノルウェーおよび

ドイツの捕鯨団が活発に活動した。クジラのみならず、セイウチやアザラシが猟の対象と

19 Governor of Svalvard HP， Climate and Light， 
http://www.sysselmannen.no/enIToppmeny/About-SvalbardlClimate-and-light/.as of 
March 5， 2013. 
20 Statistics in Norway， supra note 17. 
21 Population in the Norwegian settlements at Svalbard， by sex and place ofresidence 
outside Svalbard， statistics in Norway， 
http://www.ssb.no/a/englishlkortnavn!befsvalbard_en/tab-2012・09-20・03-en.html，
March 5， 2013. 
22 University Centre in Svalbard HP， supra note 18. 
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された230

その後、捕鯨区域がスピッツベルゲンの西、グリーンランド北西へと移るにつれ、 17世

紀には、ヨーロツノミからの入猟者が減り、 18世紀初頭からは、ロシアのポモールが多く渡

って来るようになった。彼らは、 16世紀にはロシア北西の白海海岸に住み、 17世紀半ばに

は、徐々にパレンツ海やスヴアールパル諸島にまで、狩猟活動を拡大していった。ポモール

は、伝統的にスヴアールパルを「グルマント (Grumant)J ( rグリーンランドJを意味した

と考えられる)と呼んでいた。ポモーノレは、主としてセイウチ猟を行ったが、それ以外に、

種々の鳥類、北極ギツネ、スヴアーノレバルトナカイおよびホッキョクグマも捕獲した。し

かし、捕獲量の減少、船や乗組員の遭難が影響し、 1750年にはこのロシア人入猟時代はに

わかに終駕する。その後、ノルウェー人がクジラやセイウチを求めて入猟するようになっ

た。彼らは、蒸気エンジンや捕鯨銃のような新しい技術を携えていた240

1899年に、ノルウェー人船長ソレン・ザッカリアッセンが最初の炭鉱業を開始したとい

われる。その後 1990年に入り、いくつかの炭鉱会社がノルウェーで設立され、スヴアール

パルでのより大規模な炭鉱業を実施しようとした。 1905年に設立されたイギリスーノルウ

ェー会社、スピッツベルゲ、ン石炭貿易会社は、スピッツベルゲン中央のアドベントベイ北

西部で、最初の炭鉱町アドベントシティを設置した。その後、北極石炭会社が採鉱業を引

き継ぎ、アメリカ人起業家のロングイヤー氏 (JohnM. Longyear)が今日のロングイエー

ルビーンの礎を築いたとされる。同社は、 1916年にノルウェー企業 (StoreNorske 

Spitsbergen KulkompaniAJS (SNSK))に売却された。とりわけ 1917年のイギリスが行っ

た封鎖の問、スヴアールパル諸島からの石炭の供給はノルウェーの国益となった。今日で

も、 SNSKは、スヴアールパル諸島で採掘を行う 2大炭鉱業者の 1つである(もう 1つは

Trust Arktikugol社)020世紀初頭になってから定住者が来て始まった炭鉱業は、今日まで

続くものであり、スヴアールパル諸島の主要産業で、ある。今日に至るまで、ノルウェーの

炭鉱業は、主としてスピッツベルゲン島の中心にあるロングイエールビーンの周囲に集ま

っている250

(2)スピッツベルゲンに関する条約26

19世紀後半において、スヴアールパル諸島はたとえいずれの国の領土でもない無主地と

見なされたとしても、ノルウェーが大いに関わっていたのは明らかである。潜在的な経済

的利益を理由として、特にスウェーデ、ン(当時はスウェーデ、ン・ノルウェ一連合)が当該

諸島へのノルウェーの主権につき国際的に承認を得る可能性を探ろうとした。ノルウェー

自体は、当時間諸島を領有することの負担を考え、さほどの熱意はなかったとされる。 1905

23 Ibid. 
24 Ibid. 
25 Ibid. 
26条約の起草から条約内容の解説については以下参照。石渡利康『スヴアールパルの法的

地位~ (高文堂出版社、 1991年)28・62頁。
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年での分離に至るまで、スウェーデ、ン・ノルウェ一連合内で、スヴアールパル諸島への主権

はノルウェーの国家的問題となった。 1907年から、ノルウェ一政府は、スヴアールパル諸

島の将来的地位の問題を解決するために、同諸島に関する伝統的な利益を有する国家間で

の対話を開始した。 1909年には国際会議が開催され、ノルウェーによるスヴアールパル諸

島の統治が提案された。しかし、これにはスウェーデンが反対し、代案として、ノルウェ

ー、スウェーデンおよびロシア間での共同統治案を提案した。しかし、これに対しては、

アメリカとドイツが当該諸島の潜在的な経済的利益に鑑みて反対した。 1914年にスヴアー

ルパル諸島の将来的地位に関する国際会議であるオスロ会議が開催された。同会議におい

ては、特にドイツとロシアとの間で緊張が高まった。その後、第 1次大戦の勃発により、

この問題は棚上げとなった。しかし、戦争により、特にロシアは、パレンツ海への自由な

アクセスを重視してムルマンスクへの鉄道を敷設し、戦争が終わる頃にはスヴアールパル

地域における戦略上の必要性を感じるようになった。同時に、イギリスも、当該地域への

イギリス海軍の有する重要性が議論するようになった270

第 1次大戦後 1919'"'-'20年のパリ平和会議で、ノノレウェーは、戦争で被った損害の代償と

して、また、それまでの活動に鑑みて、スヴァーノレパルへの主権を主張した。フランスは

同提案を支持し、アメリカもイギリスも原則としてそれを肯定的に捉えた。スヴアールパ

ルへの主権はノルウェーにあるが、他国民の権利も同時に保全するという趣旨の「スピッ

ツベルゲ、ンに関する条約Jが 1920年 2月 9日に署名された。同条約は、 1925年 8月 14

日に効力を発し、スヴアールパル諸島は、公式にノルウェーの一部となったのである。 ド

イツとソ連はパリ会議に招請されず、ドイツは 1925年に、ソ連は 1935年に署名固となっ

た28。後にも見るように、同条約は、当該区域に対してノルウェーの主権を認、める一方で、

条約当事国の国民が陸地および領海で狩猟や漁業を行う権利を認め (2条)、当該区域内の

海域や港への自由かっ平等なアクセス、ならびに海事上、工業上、鉱業上および商業上の

すべての経済活動に従事する権利を認めている (3条)。また、当事国国民の完全な平等待

遇が認められている (7条)。同条約が発効後、ノルウェー産業省はスヴァーノレパル諸島を

統治するために、ロングイエールビーンに知事を常駐させてきた290

(3)近現代史

第2次大戦へと時代が進んでいく 1940年4月、ノルウェーは、ドイツ軍に占領された。

1941年6月のドイツによるソ連への攻撃があり、パレンツ海とスヴアールパル諸島は、西

側からのソ連に対する物資供給地として戦略上重要な地域となった。イギリスからムルマ

ンスクに至る部隊への攻撃や防衛のために、スヴアールパル諸島からの気象観測が特に重

視された。イギリスとノルウェーは、スヴアールパル諸島を占拠し保持する手段を持ち合

27 University Centre in Svalbard HP， supra note 18. 
28 Ibid. 
29 Ibid. 
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わせていなかったため、 1941年 8"-'9月に、同諸島からすべての人民を避難させることと

した。ほとんどの炭鉱施設は操業を停止し、石油・石炭庫は燃え尽くされた。その直後に

ドイツ軍が島に上陸しロングイエールビーン南西に気象観測所を敷設した。この観測所は、

その後のイギリス国防空軍の駐屯により明け渡すこととなったが、ドイツ軍は、スヴアー

ルパル諸島各地に観測所を設けていった。1943年9月には、ドイツ海軍がパレンツブ、ルグ、

グ、ルマンおよびロングイエールビーンを攻撃し、ほとんどの建物と炭鉱施設を破壊し焼き

払った。さらにドイツ軍は、スヴェアとニーオルスンを 1944年に襲撃した。 1945年9月

に、ドイツ軍最後の部隊が北東島の最北リップフィヨルデン (Rijpfjorden)において降伏

した300

1944年、ソビエト赤軍は、フィンランド経由でノルウェーの北端に入った。ソ連外相モ

ロトフは、スピッツベルゲ、ンに関する条約は改正されるべきとした。ソ連の主張によれば、

スヴアールパル諸島は、ノルウェーとソ連との共同統治によるべきであり、かつ、ピュル

ネイ島は、ロシア領とすべきとのことであった。ノルウェ一政府はこれを拒絶したものの、

諸島の将来の軍事的地位について議論の余地があるとした310 1946年にもソ連は同様の主

張を繰り返したが、ノルウェーはそれを否定した。概して、その後冷戦時代を通じ、ソ連

にとって、スヴアールパル諸島は比較的優先的な事項で、もなかったため、ソ連が主張した

ような条約改正は考慮されることがなかった。

1949年にノルウェーが北大西洋条約機構 (NATO)に加盟したのに対し、ソ連は、 1951

年にスヴアールパル諸島を含むNATOの合同軍設置には抵抗した。ソ連は、ヨーロッパ宇

宙研究機構 (ESRO)による衛星との通信のためにノルウェーが計画した 1958"-'59年のニ

ーオルスンにおける飛行場建設および1964年の同地への遠隔測定地建設に反対した。こう

したことから、ロングイエールビーン付近に近代的飛行場を建設するという問題も、ノル

ウェーとロシアとの間の交渉に基づいてなされた。 1975年に建設されたその飛行場は、ロ

シアも施設にアクセス可能な方法で開設されることとなった(今日、この飛行場は、ヨー

ロッパやスヴェア、ニーオルスンへとつながっており、スヴアールパル諸島に関する大部

分の活動にとって最も重要なものとなっている)。このように、冷戦時代も、ノルウェーと

ロシアとの国民間の地域的な交流関係は友好的に続いてきた320

20世紀になり、とりわけ 1990年以降、ノルウェーは、ロングイエールビーンの発展に

大いに投資を行ってきた。同時に、ロシアの炭鉱業は、 1961年にグルマンピーン

( Grumantbyen)、1998年にピラミデン (pyramiden)を閉鎖したため、パレンツブルグ、

に限定された。特に、ソ連解体後、ロシア人やロシア炭鉱業にとっては困難が続いた。 2000

年に、ノルウェーがスヴェアでの炭鉱業を再開する以前から、ノルウェーは、ロングイェ

30 Ibid. 
31第2次大戦終結を挟むスヴアールパル問題を扱ったものとして、池上佳助「北極海をめ

ぐる冷戦の展開(1) (2)J W文明~ 5号 (2004年)43・51頁、 6号 (2004年)81・92頁。
32 University Centre in Svalbard HP， supra note 18. 
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ールビーンでの石炭備蓄が減少したことで、観光業の強化に移行した330

E スヴアールパル諸島の法的地位

すでに述べたように、スヴアールパノレ諸島の法的地位は、「スピッツベルゲンに関する条

約」によって確定され今日に至る。ここでは、同条約の特徴(ノルウェーの主権、無差別

平等原則および軍事利用の制限)について若干の検討を付した後、特に近年妥協を見たノ

ルウェーとロシア間の海洋および大陸棚境界画定問題について付言したい。

1.スピッツベルゲンに関する条約

(1)ノルウェーの主権

スヒ。ツツベルゲンに関する条約 1条は、スヴアールパル諸島に対するノルウェーの「完

全無欠なる主権」を認めている。この意味は、いかなる国家もその領域に行使するのと同

等の主権を指す。唯一の条件として、「本条約の規定に従いJという文言が挿入されている

が、本条約にノルウェーの主権に影響を与えるような規定は存在しない。ノルウェーの「完

全無欠なる主権Jは、スヴアールパル諸島が国際連盟の下で、のノルウェーの委任統治地域

として指定されたことによるのではなく、むしろノルウェーがこの諸島に対して主権を付

与されたという事実によっても支えられている340

スヴアールパル諸島が国際化されているという所以は、他国が、特に無差別平等原則と

同群島の軍事利用への制限の下に、広範な権利を有しているということである。このスピ

ッツベルゲ、ンに関する条約の特殊'性は、ノルウェーが「完全無欠なる主権Jを有している

のに対し、世界中のすべての国家が同条約の当事国となれ、かっ無差別平等な権利を享有

するということである。ここでいうノルウェーの主権とは、スヴ、アールパル諸島に関する

法規を採択し、それを実施することを意味する。この領域の管理について、ノルワェーは

他国と協議する義務はない。これ以外に、ノルウェーは、同諸島の対外政策についても処

理を行う。特段の合意のない限り、ノルウェーが締結した条約の適用範囲には同諸島も含

まれる(たとえば、 1992年の欧州経済領域 (EEA)はその適用からスヴァ}ノレパル諸島を

除外している)350 

(2)無差別平等原則

この条約で特徴的な第 2の点は、無差別平等原則である。スピッツベルゲンに関する条

約2条は、「一切の締約国の船舶及び国民は、……領水内における漁猟権の行使を均等に許

容せらるベし」と規定し、締約国間の漁業に関する平等取り扱いを定めている。また、第3

33 Ibid. 
34 G. Ulfstein，“SpitsbergenJ Svalbard，" in Max Planck Encyclopedia of Public 
International Law， last updated January 2008 (Oxford)， para. 20. 
35 Ibid.， paras. 21・22.
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条は、「一切の締約国の国民は、事由及び目的のいかんを問わず、……水域、峡江及び港湾

に到り及びこれに寄港するの自由を均等に有すべしJと規定し、地域へのアクセスおよび

寄港の自由を定める。さらに同条は、「右国民は、陸上においても領水内においても、海事

上、工業上、鉱業上および商業上の一切の企業を実行経営することを同じく均等条件のも

とに許さるべく企業のいかんを問わず、独占権は決してこれを設定すべからざるものとす

る」と規定する。また、条約7条は、「ノルウェー国は、……所有権(鉱業権を含む)の取

得、享有及び行使の方法に関しては、締約国の一切の国民に対し完全なる均等を基礎とし、

かっ本条約の規定に準拠する待遇を許与する」とし、いずれも、締約国国民の自由な経済

活動を保障している。

(3)軍事利用の制限

スピッツベノレゲ、ンに関する条約9条は、「ノルウェー国は、その国際連盟加入に基づきて

生ずる同国の権利及び義務に従うのほか、海軍根拠地を設置せず、及びその設置を容認せ

ず、かつ築城を構設せざることを約す。前記の地域は戦争の目的のためにこれを利用する

ことを得ざるものとす」と規定する。この規定の目的は2つあり、 1つは、ノルウェーのみ

がその主権によって戦略的に利益を得ることを防ぐことと、今 1つは、スヴアールパル諸

島の平和的利用を維持することにある。注意すべきは、本条は、スヴアールパル諸島の完

全な非武装化を定めたものではなく、海軍基地や要塞の敷設に対する特別の禁止と、同諸

島を戦争目的で利用することの禁止を定めていることである。従って、同規定は、軍隊駐

留または兵器設置、軍事演習、兵器実験を禁止するものではない。もっとも、海軍基地の

禁止とは、今日では、軍事空軍基地をも含むものと解されうるお。

スヴアーノレパルの軍事利用に対する制限は、ノルウェーの国際連盟加盟国としての権利

義務に従う。すなわち、後者が前者に優先される。国連設立後の今日は、ノルウェーの国

連における権利義務と考えられる。武力による威嚇または武力の行使を禁じる国連憲章 2

条4項と、この 9条における軍事利用制限規定の聞に抵触はないが、国連憲章42条に基づ

く安保理の発する軍事措置の場合には、スヴアールパルへの軍事措置が講じられることが

考えられる。もっとも、国連憲章 103条により、憲章上の義務が他の条約義務に優先され

るため、両者は調整されうる370

2.ノルウェーとロシアの大陸棚および排他的経済水域 (EEZ)の境界固定

2010年 9月 15日、ノルウェーとロシアは、「パレンツ海と北極海における海洋境界画

定と協力に関する条約」に署名し、 40年にわたるパレンツ海の境界画定に関する対立が終

駕した。ノルウェーは、等距離中間線、すなわち陸上国境の延長線を境界線とする方式に

従い、スヴァーパル諸島とノヴァヤゼムリャ列島およびフランツ・ヨーゼフ諸島との中間

36 Ibid.， paras. 34・35.
37 Ibid.， para. 36. 
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線を境界線とすることを主張してきたお。他方、ソ連・ロシアは、極地の帰属決定の方式と

して主張される「セクター主義」に従い、経線を基本とする境界線を主張してきた。今回

の合意は、両者の主張する境界線の聞に境界を定めることで妥協を成立させたものである。

係争海域の面積は 17万 5千平方キロに及び、大規模な石油・天然ガス資源がこの海域に

眠っているという。スヴァーパル諸島に関しては、 1920年のスヴァーパル条約によって漁

業・鉱工業・商業その他の活動に関する各締約国の自由かつ平等な権利が保障されたが、

ノルウェーはこの権利が同諸島から 200カイリ排他的経済水域 (EEZ)には適用されない

と主張し、両国で漁業管理権に関する対立が続いていた390

同条約では、パレンツ海と北極海における両国の海洋および大陸棚の境界線が明確に規

定され、同海域の漁業資源および石油・天然ガス等の炭化水素資源の開発について規定さ

れている。両国の大陸棚の境界線に関しては、 1条において、国連海洋法条約 76条および

同付属書Eに従って合意された8つの座標が明示されている。境界線の東(ロシア側)の、

ノルウェー基線から 200カイリ以内の区域でかつロシア側基線からは 200カイリを超え

る区域(本来ノルウェーの EEZ内)は、ロシアが主権および管轄権を行使することができ

る「特別区域 (SpecialArea) Jとされる。漁業に関しては、両国の漁業の機会が両国にと

って不利な影響を与えてはならず、両国の既存の総漁獲許容量を維持し、かっ、関係する

資源に関する漁業活動の相対的な安定を確保するために、両国は、漁業区域において密接

な協力を続けていくことが規定されている。炭化水素資源、の開発については、境界線を越

える鉱床の開発に関して詳細な規定があり、両国の共同開発の可能性が規定されている40。

この条約により、 40年来のノルウェー・ロシア間の紛争が解決されたことは大きな意味

を持つ。北極地域の大陸棚に関して、各国は最近になっても様々な主張を行ってきた。た

とえば、 2006年 11月27日に、ノルウェーは、国連事務総長を通じ大陸棚限界委員会に対

して申請を提出した41。ノルウェーが申請を提出したことが国連事務総長によって、全国連

加盟国に通知され、これに対して、デンマーク、アイスランド、ロシアがそれぞれ自国の

38 C.A. Fleischer，‘'The Nothern Waters and the New Maritime Zones，" G. Y.I.L.， VoL 22 
(1979)， pp. 106・118.
39堀内賢志「ロシア・ノルウェーが大陸棚海域の画定・協力条約に調印JW外国の立法』

(2010.11) http://www.ndLgo.jp/jp/datalpublicationllegis/pdfl02450207.pdf.as of March 
5，2013. なお、これまでの合意としていわゆる「グレ}ゾーン協定」があった。佐藤好明
「スピッツベルゲ、ン島とパレンツ海の法的地位JW東京水産大学論集~22 号 (1985 年) 60・62

頁。

40英語正文は以下参照。

http://www.regjeringen.noluploadlSMKNedlegg/2010/avtale_engelsk.pdf.as of March 5， 
2013. 
41 Continental Shelf Submission of Norway in respect of areas in the Arctic Ocean， the 
Barents Sea and the Norwegian Sea， Executive Summary， 
http://www.un.orgIDeptsllos/clcs_new/submissions_files/nor06/nor_exec_sum.pdf.as of 
March 5， 2013. 
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見解を表明する文書を国連事務総長に提出していた42。こうした主張が強く打ち出される中

で、同年2月20日にノルウェーとデンマーク間でスヴアールパルとグリーンランドの間の

海洋および大陸棚の境界画定に関して条約を締結した43のに続き、先に見たノルウェー・ロ

シア間の合意が生まれたので、あった。

しかし、ノルウェ一本土からスヴ、アールパル諸島まで、の大陸棚の延長がある44か否かとい

う点や、さらには、スヴアールパル諸島から北極点までの海域や大陸棚の帰属など未だ確

定していない区域が多いのも事実である。

IV むすびにかえて

以上、本稿においては、まず、スヴアールパル諸島の地理と歴史について概観し、次に

その法的地位について考察した。スヴアールパル諸島は、かつてとりわけ戦時には戦略上

の要地とされ、また、経済的にも炭鉱業が盛んであった。しかし、今日においては、それ

らの重要性は低下したように思われる。その意味では、ノルウェーとロシアとの間の海洋

境界画定合意に見られたように、各国にとっての地域の関心は、主として海洋の漁業資源

と海底の天然資源である。ゆえに、共同開発をしてでも利益を呼び込みたいという観点か

ら、ノルウェーとロシアは近年になって境界線に妥協したといえる。

法的には、多数国間条約であるスピッツベルゲンに関する条約により、スヴアーノレパル

諸島は、ノルウェー領で、ありながら、いわゆる国際化地域とされ、各当事国国民に対して

平等な取り扱いが定められている。もっとも同諸島は、もともと人が住むには適さない場

所であり、主として人が住み町を形成しているのは、スピッツベルゲ、ン島のロングイエー

ルビーンに過ぎない。すでに見たように、 2600を超す住民のうち、大半はノルウェーから

の移民であるが 40以上の国々から来た人々が定住している。近年顕著な傾向として、タイ

からの移民が増えているということである。スヴアールパルのノルウェー移民のうち、タ

イから来た者が 106名おり、ノルウェ一人移民の中ではタイからの移民が最大規模とされ

る。すでに見たスピッツベルゲンに関する条約により、スヴアールパル諸島で、はピザなし

で生活できるため、こうした遠い固から移民が入植してくるのであるが、ピザなしの移民

と、ノルウェ一人と結婚した移民との間で一つまり、不正規の (undocumented)移民と合

法な(legal)移民一身分に違いがあることが問題として指摘されうる45。今後は、定住外国

42長岡さくら「大陸棚限界委員会における『係争海域』に関する一考察JW駿河台法学~ 25 
巻 1号 (2011年)103・105頁。
43 Ulfstein， supra note 34， para. 58. 
44ノルウェ一政府は一貫して大陸棚は本土から継続するものとの見解を取っている。

http://www.regjeringen.no/en/ dep/ud/ selected -topics/ci vil--rights/ spesiell-folkerett/folker 
ettslige-sporsmal十tilknytning-ti.html?id=537481，as of March 5， 2013. 
45 From Thailand to Svalbard: migration on the margins by An-Magritt Jensen， Asia 
Portal， 
http://infocus.asiaportal.info/2009/05/25/mayfrom -thailand -svalbard -migration -margins 
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人間でのこうした問題を行政的に処理していく必要が出てくるであろう。

スヴアールパル諸島は、北極地域において特殊な地位にある。同諸島において主権を行

使するノルウェーには、本稿の冒頭で見たパレンツ協力や北極評議会の流れの中で、いか

に周辺諸国と協調しつつ、自国の利益を確保していくかが求められているといえよう。

-an-magritt-jensen!， as of as ofMarch 5，2013. 
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【資料1】
【スヴアールパル諸島とその自然保護区】
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Norwegian Polar Institute， Svalbard's protected areas 
http://cruise-handbook.npolar.no/en/svalbard/protected-areas.html 
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【資料2】

「スピッツベルゲン」に関する条約

大正9年2月9目署名(パリ)

大正 13年 12月16日批准

大正 14年4月2日 批准書寄託

大正 14年 1月20日 公布(条約第3号)

大正 14年8月14日 効力発生

亜米利加合衆国大統領、大不列顛愛蘭連合王国及大不列顛海外領土皇帝印度皇帝陛下、丁

抹国皇帝陛下、仏蘭西共和国大統領、伊太利国皇帝陛下、日本国皇帝陛下、諾威国皇帝陛

下、和蘭国皇帝陛下、瑞典国皇帝陛下ハ

諾威国カ熊島ヲ含ム「スピッツベルゲン」群島上ニ主権ヲ有スルコトヲ承認、スルト共ニ此

等ノ地域ニ於て其ノ開設ト平和的利用トヲ確保スヘキ衡平ナル制度ノ設ケラノレルニ至ルヘ

キコトヲ希望シ

之カ為条約を締結スルノ目的ヲ以テ左ノ知ク各其ノ全権の委員を任命セリ

亜米利加合衆国大統領

仏蘭西国駐街亜米利加合衆国特命全権大使「ヒュー、キャムブル、ウォレス」

大不列願愛蘭連合王国及大不列願海外領土皇帝印度皇帝陛下

仏蘭西国駐街英帝国特命全権大使「ダービー伯J

加奈陀

連合王国駐在加奈陀弁務長官「サー、ジョージ、ハルシ一、パーレーJ

濠太利連邦

連合王国駐在濠太利弁務長官「アンドリュー、フィッシァー」

新西蘭

連合王国駐在新西関弁務長官「サー、 トーマス、マッケンジー」

南阿弗利加連邦

連合王国駐在南阿弗利加連邦弁務長官代理「レジナルド、アンドリュー、プランケン

ノ〈ーグ」

印度

「ダービー」伯

丁抹国皇帝陛下

仏蘭西国駐街丁抹国特命全権公使「へルマン、アンケル、ベルンホフトJ

仏蘭西共和国大統領

内閣議長外務大臣「アレキサンドノレ、ミルラン」

伊太利国皇帝陛下

参議院議員「マッジョリーノ、フエラーリス」
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日本国皇帝陛下

仏関西国駐街日本国特命全権大使松井慶四郎

諾威国皇帝陛下

仏蘭西国駐街諾威国特命全権公使男爵「ウ、エデノレ、ヤーノレスベノレグJ

和蘭国皇帝陛下

仏蘭西国駐街和蘭国特命全権公使「ヨーン、ラウドン」

瑞典国皇帝陛下

仏蘭西国駐街瑞典国特命全権公使伯爵「ェーレンスヴェルトJ

右各員ハ其ノ全権委任状ヲ示シ之カ良好妥当ナルヲ認メタノレ後左ノ如ク協定セリ

第 1条締約国ハ熊島即チ「ベーレン、アイランド」ト共ニ緑威東経十度乃至三十五度、

北緯七十四度乃至八一度ノ間ニ存在スル一切ノ島l興殊ニ西「スピッツベルゲン」島、北東

島、「パーレンツJ島、「エッジ」島、「ウイツヘ」諸島、希望島即チ「ホーベン、アイラン

ドJ、「プランス、シアール」島並附属ノ島l興及岩礁ヲ包含スル「スピッツベルゲン」群島

ニ対スル諾威国ノ完全無欠ナノレ主権ヲ本条約ノ規定ニ従ヒ承認、スルコトニ一致ス(附属地

図参照)

第 2条一切ノ締約国ノ船舶及国民ハ第 1条所掲ノ地域及其ノ領水内ニ於ケル漁猟権ノ行

使ヲ均等ニ許容セラルヘシ

諾威国ハ右地域及領水内ニ於ケル地方動植物ノ保存ヲ及必要アルトキハ其ノ繁殖ヲ確保ス

ルニ適当ナル措置ヲ維持シ、採用シ又ハ命令スルノ権能ヲ有ス尤モ此等ノ措置ノ、一切ノ締

約国ノ国民ニ常ニ均等ニ適用セラルヘク其ノ中ノ或一国ノ利益ノ為直接又ハ間接ニ何等ノ

免除、特権又ハ恩典ヲ設クヘカラサルモノトス

土地占有者ニシテ第6条及第 7条ノ規定ニ依り其ノ権利ヲ承認セラレタルモノハ(1)地方

警察規則ノ条件ニ従ヒ住宅、家屋、倉庫、工場及土地開発ノ目的ヲ以テ為サレタル設備ノ

付近ニ於イテ (2)企業又ハ開発事業ノ本拠ヨリ十吉米ノ圏内ニ於テ其ノ有スル土地ニ排他

的狩猟権ヲ享有スヘシ但シ右執レノ場合ニ於テモ諾威国政府ノ本条ニ準拠シテ制定スル規

則ヲ道守スヘキモノトス

第 3条一切ノ締約国ノ国民ハ事由及目的ノ知何ヲ問ハス第 1条所掲ノ地域内ノ水域、峡

江及港湾ニ到リ及之ニ寄港スルノ自由ヲ均等ニ有スヘシ右国民ハ当該地方ノ法令規則ヲ道

守スル限リ完全ナル均等ノ基礎ニ於テ海事上、工業上、鉱業上及商業上ノ一切ノ作業ニ何

等ノ障擬ヲ受クルコトナク従事スルコトヲ得へシ
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右国民ハ陸上ニ於テモ領水内ニ於テモ海事上、工業上、鉱業上及商業上ノ一切ノ企業ヲ実

行経営スルコトヲ同シク均等条件ノ下ニ許サルヘク企業ノ如何ヲ問ハス独占権ハ決シテ之

ヲ設定スヘカラサルモノトス

沿岸貿易ニ関スル諾威国現行ノ法規ノ如何ニ拘ラス第 1条所掲ノ地域ヲ発シ又ハ之ニ向フ

旅客若ハ貨物ヲ搭載シ若ハ陸揚スル為ニ又ハ其ノ目的ノ為ニ往航復航共諾威国港湾ニ寄港

スルノ権利ヲ有スヘシ

一切ノ締約国ノ国民並其ノ船舶及貨物ノ、一切ノ点ニ関シ殊ニ輸出、輸入及通過ニ関シ諾威

国ニ於テ最恵国待遇ヲ享受スル国民、船舶及貨物ニ適用セラレサル何等ノ負担又ハ制限ヲ

課セラルルコトナカルヘク諾威国ノ国民並其ノ船舶及貨物ハ之カ為他ノ締約国ノモノト同

一視セラレ何レノ点ニ付イテモ一層ノ優遇ヲ享ケサノレヘキモノトス

締約国中ノ或一国ノ領域ニ仕向ケラルノレ貨物ノ輸出ニ課スル負担及制限ハ他ノ締約国(諾

威国ヲ含ム)又ハ別国ノ領域ニ仕向ケラルノレ同種ノ貨物ノ輸出ニ課スルモノト異リ又ハ之

ヨリ重キモノニ非サルコトヲ要ス

第 4条諾威国政府ノ認許ニ依リ又ハ其ノ経営ノ下ニ第 1条所掲ノ地域内ニ既ニ設置セラ

レ又ハ将来設置セラルヘキ公衆用無線電信局ハ1912年7月5日ノ無線電信条約又ハ同条約

ニ代フル為締結セラルヘキ国際条約ノ定ムル条件ニ従ヒ各国ノ船舶及締約国ノ国民ノ通信

ノ為完全ナル均等ノ基礎ニ於テ常ニ之ヲ公開スルコトヲ要ス

不動産ノ所有者ハ自己ノ用務ノ為ニ常ニ無線電信装置ヲ架設利用スルコトヲ得へク該無線

電信装置ハ私用ノ為ニ他ノ固定又ハ移動無線電信局(船舶上及航空機上ニ設ケラレタルモ

ノヲ含ム) ト通信スルノ自由ヲ有スヘシ但シ戦争状態ヨリ生スル国際義務ニ従フモノトス

第 5条締約国ハ第 1条所掲ノ地域内ニ国際測候所ヲ設置スルノ有益ナルコトヲ承認ス其

ノ構成ハ後日ノ条約ニ依リ之ヲ規定スへシ

右ノ地域内ニ於テ科学的研究ヲ行フノ条件モ亦条約ヲ以テ之ヲ定ムヘシ

第6条締約国ノ国民ニ属スル既得権ハ有効ト認メラルへシ但シ本条ノ規定ヲ留保ス

本条約署名前ニ於ケル土地ノ占有又ハ先占ニ基ク権利ニ関スル請求ノ、本条約附属書ノ規定

ニ従ヒテ処理セラルヘク該附属書ノ、本条約ト同一ノ効力ヲ有スヘシ
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第 7条諾威国ハ第 1条所掲ノ地域内ニ於ケル所有権(鉱業権ヲ含ム)ノ取得、享有及行

使ノ方法ニ関シテハ締約国ノ一切ノ国民ニ対シ完全ナル均等ヲ基礎トシ且本条約ノ規定ニ

準拠スル待遇ヲ許与スルコトヲ約ス

公用徴収ハ公共ノ利益ヲ目的トシ且正当ナル補償金ノ支払ヲ以テスルニ非サレハ之ヲ行フ

コトヲ得サルヘシ

第 8条諾威国ハ主トシテ各種ノ税金、課金又ハ料金並労働ノ一般的及特別的条件ノ見地

ヨリ締約国(諾威国ヲ含ム)中ノ一国又ハ其ノ国民ノ為ノ一切ノ特権、独占権又ハ思典ヲ

排斥シ且各種ノ有給従業員ニ対シ其ノ身体上、道徳上及智能上ノ福祉ニ必要ナル給料及保

護ノ保障ヲ確保スヘキ鉱業法規ヲ第 1条所掲ノ地域ニ付制定スノレコトヲ約ス

第 9条諾威国ハ其ノ国際連盟加入ニ基キテ生スル同国ノ権利及義務ニ従フノ外第 1条所

掲ノ地域内に海外根拠地ヲ設置セス及其ノ設置ヲ容認セス且築城ヲ構設セサルコトヲ約ス

前記地域ハ戦争ノ目的ノ為ニ之ヲ利用スルコトヲ得サルモノトス

第10条締約国カ露西E国政府ヲ承認、スルノ結果露西亜国ヲシテ本条約ニ加入スルコトヲ

得シムノレニ至ル迄ノ間露西E国ノ国民及会社ノ、締約国国民ト同一ノ権利ヲ享有スへシ

右ノ国民及会社カ第 1条所掲ノ地域内ニ於テ主張スノレコトアルヘキ請求ノ、第 6条及本条約

附属書ノ定ムル条件ニ従ヒ丁抹国政府ノ仲介ニ由り提出セラルヘク同政府ハ之カ為周旋ヲ

為スコトニ同意ス

本条約ハ仏蘭西語及英吉利語ノ本文ヲ以テ正文トシ批准ヲ要ス

批准書ノ寄託ノ、成ルヘク速ニ巴里ニ於テ之ヲ為スヘシ

政府カ欧羅巴以外ノ地ニ在ル国ノ¥巴里ニ於ケル自国ノ外交代表者ニ由リ仏蘭西共和国政府

ニ対シ単ニ其ノ批准済ノ旨ヲ通報スルコトヲ得此ノ場合ニ於テハ成ルヘク速ニ批准書ヲ送

付スノレコトヲ要ス

本条約ハ第 8条ノ規定ニ関スル限リ各署名国ノ批准後直ニ実施セラルヘク其ノ他ノ点ニ関

シテハ同条ニ規定スル鉱業法規ト同時ニ実施セラルヘシ

第 3国ハ正当ニ批准セラレタル本条約ニ対スル加入ヲ仏蘭西共和国政府ニ依リテ招請セラ

ルヘシ右ノ加入ハ仏蘭西国政府宛ノ通告ニ依リ行ハルヘク同政府ハ之ヲ他ノ締約国ニ通知
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スヘキモノトス

右証拠トシテ前記各全権委員ハ本条約ニ署名ス

1920年2月9日巴里ニ於テ本書2通ヲ作成シ1通ハ之ヲ諾威国政府ニ送付シ他ノ 1通ハ之

ヲ仏蘭西共和国政府ノ記録ニ寄託保存スヘク本書ノ認証謄本ハ之ヲ各署名国ニ交付スヘシ

ヒュ一、シー、ウォレス

ダービー

ジョージ、エッチ、パーレー

アンドリュー、フィッシアー

トーマス、マッケンジー

アール、エー、プランケンパーグ

ダービー

ノ、}、アー、ペルンホフト

アー、ミルラン

マッジョリーノ、フエラーリス

松井慶四郎

ヴェデ、ル、ヤールスペルグ、

イェ一、ラウドン
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冷戦後のバルト海における島唄間地域協力の展開

- Baltic 7の事例を通して-

河原祐馬

The Evolution ofRegional Cooperation among the Baltic Sea Islands 

after the End ofthe Cold War: Focusing on B7 

Yuma Kawahara 

In the Ba1tic Sea region， new activities for regional cooperation have been activated since出eend ofthe cold war 

叩 dthe collapse ofthe USSR. The Ba1tic Sea region presently takes part in EU policies toward the stabi1ity ofWider 

Europe and carries out sub-regional cooperation which assists in deepening the European integration. The 

geopolitical environment of the Baltic Sea， which is situated on the northeast Europe， is unique， and the process of 

eastward expansion ofth巴EUhas given a great effect on regional cooperation in the Baltic Sea region. 

百lIsartic1e wi11 first examine the inter・stateregional cooperation in the Baltic Sea region after the end ofthe cold 

W叫叩dthen， discuss仕leprocess of regional cooperation among the Ba1tic Sea islands， namely B7， which was 

formed by seven Baltic Sea islands.τ'he regional cooperation泊 theBa1tic Sea since the end of the cold war has 

been highly institutionalized by the mu1ti-layers governance. A1though national governance plays a central role， the 

process ofregional cooperation in th巴BalticSea region， in which transnational governance on the multi-layers level 

has been ca町iedout， presents a unique pattern as compared with the other regional cooperation. 

In the process of regional cooperation since the end of the cold war， the Baltic Sea region has bui1t up civi1 

network for transnational cooperation with the NGOs in various fields. It can be said that such process wi11 be an 

important touchstone for seeking a new regional identity leading to the formation of regional civi1 society beyond 

the丘am巴workof nation-state， along with the process of EU integration. In terms of creating a new common identity 

in the Baltic Sea region， a series of activities through a transnational network among local governments of出E

islands， such as B7， wi11 give a significant implication， when w巴thinkabout a new approach which is di宜erentform 

traditional governance based on a national identity. We can regard B7's unique activities as an interesting 

“experiment" in forming a new regional cooperation in the Baltic Sea region after the end ofthe cold war. 
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はじめに

環バルト海地域は、政治的、経済的かっ社会的次元の目的形成が冷戦の終結とソ連邦の

崩壊に伴う同地域をとり巻く環境の大きな変化の中で始まった地域的領域であると捉える

ことができ、今日、それは、「潜在的な不安定と紛争の領域と見なされていた90年代初頭

以来、その枠組みにおける諸国間の協力が平和的転換の一例と見なし得る急速に発展する

地域J[Ozolina2006:9Jへと成長を遂げている。冷戦時代、同地域は欧州における米ソ対

立の「前哨」として、地政学的にも重要な地理的位置を占め、そこには、かつては「多極

共存型安全保障」と呼ばれた安全保障上の特殊な環境が存在していた。即ち、ここでは、

ドイツは東西に分かれ、デンマークとノルウェーが NATOに加盟する一方、ソ連とポーラ

ンドはWTOに加盟し、また、その中間に中立政策を採るスウェーデ、ンとフィンランドが

位置するという、いわゆる「メルディック・バランス」の名で知られる微妙な力の均衡状

態の中での共存が維持されていたのである[河原2007:2J。

冷戦の終結とその後の旧ソ連東欧地域への EUの東方拡大プロセスを経て、環バルト海

地域は現在、 EUによる広域欧州 (WiderEurope) 1の安定化に向けた政策の一翼を担っ

ており、そこでは、欧州統合の深化の動きを下支えする下位地域的な協力が展開されてい

る。 2004年におけるポーランド及びバルト三国の EU加盟により、バルト海は文字通り

EUの「内海Jとなったが、このことは、環バルト海諸国間の協力の在り方についての新

たな問題を提起している。 EU全体の人口の約6分の 1が生活する環バルト海地域は、豊

かな北・西と貧しい東・南の部分に分かれたままであり、社会・経済的観点において未だ

大きな差異性を内包する空間である [Ganzle2011:5J。こうした差異性を内包する同地域

の協力の形は今後どうのように推移していくのであろうか。環バルト海地域の発展に向け

た可能なシナリオの分析を主たる目的としてなされたR・グラウディンシュらの考察は、

現在、政界及び学会における環バルト海地域の展望についての議論が大きく分かれている

と指摘した上で、同地域におけるこつの異なる地域協力の基本的な方向性について言及し

ている。一つは環バルト海地域のほとんどの国がEU及びその経済空間に属していること

1 2003年3月、欧州委員会は、 「広域欧州わという新たな地域的空間を想定して、拡大EUと
南東欧近隣諸国との新たな関係の道筋を示すものとして、 「近隣諸国政策 (ENP)Jの基本的

枠組みを提示した。拡大EUの北東周辺部を占めるパノレト海の地政学的な位地は特殊であり、
特に、冷戦後の環バルト海地域協力の経験はEUによる同政策の行方を検討する上でも有益な
事例であると考えられる。
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を踏まえて、同地域の発展を独立した地域形成に向けたプロセスとしては捉えない見方で

あり、いま一つはEUの拡大が環バルト海地域の協力の在り方に一定の変化を与えつつも、

同地域内に現存する独自の相関的な協力のネットワークは存続しつづけるという見方であ

る[Ozolina2006:9・10J。こうした見方の是非についてはここでは置くとして、ともあれ、

環バルト海地域をとり巻く環境は冷戦の終結によって一変し、今日、同地域における地域

協力をめぐる問題が大きな関心を集めており、その新たな可能性についての議論が、 EU

の拡大と深化をめぐるそれらと並行しつつ、盛んに論じられている。

ここでは、主として、「国家の主権の中に完全に固い込むことの不可能なトランスナショ

ナルな空間である海域に位置する島l興間の海を媒介とした非国家的主体による独自のトラ

ンスナショナルなネットワークの構築Jという本研究プロジェクトにおいて提起された基

本的な観点を踏まえて、以下、バルト海に位置する七つの島の自治体によって結成された

Baltic 7 (以下、 B7と略す)による島l興間地域協力に関わる活動を中心に、冷戦後の環パ

ノレト海地域における地域協力の新たな展開プロセスについて見ていくことにしたい。バル

ト海の島々は、これまで、何世紀にもわたる自らの歴史によって統一され、その相互の交

流を通じた独自の関係性を維持してきた [NordicCouncil ofMinisters1996:1]。冷戦期の

東西対立によってバルト海に引かれた、いわゆる「鉄のカーテン」は同地域のこうした歴

史的に培われた相互の関係性を一時的に断ち切るものであったと言えるが、冷戦の終結は

再びこうしたバルト海の島々の歴史的かっ文化的な関係性を復活させ、その後の環バルト

海地域におけるトランスナショナルなネットワークの形成プロセスにポジティプな影響を

与えるもので、あったと考えられるからである。本報告では、以下、まず冷戦後の環バルト

海地域における国家間協力をめぐる問題に目を向け、それらの問題を踏まえた上で、 B7

の活動を中心としたバルト海の島l興問地域協力の展開プロセスについて論じていくことに

したい。

I.冷戦後のバルト海地域協力について

バルト海はユーラシア大陸とスカンジナヴィア半島に固まれ、日本の領土よりやや広い

約40万kIrlからなる北ヨーロッパに位置する内海である。同海域の北部にはボスニア湾、

東部にはフィンランド湾やリガ湾、また南部にはグダニスク湾があり、それは、カテガッ

ト及びスカゲラックの両海峡を経て北海へとつながっている。海域内には、オーランド諸
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島やボーンホルム、ゴットランド、ウェイランド、オーランド、ヒューマア及びサーレマ

アといった島々が点在しており、これらの島々と沿岸諸都市との聞には古来より海上交通

網が発達していた。環バルト海地域は、先にも述べたように、冷戦時代においては米ソ対

立を基調とする東西二極化という基本的な対立構造の中で安全保障上緊迫した地政学的環

境下にあったが、 1989年の冷戦終結後は、 EUの東方拡大をはじめとする欧州全体の安定

化に向けた一連の動きの中で、様々な実験的試みを内包した特殊なパターンの地域協力を

発展させている。バルト海をとり巻く環境は、ポーランドやバルト三国における民主化に

向けた政治運動、ベルリンの壁の崩壊とそれに続くドイツ統一、さらには、ソ連邦の崩壊

といった前世紀80年代から 90年代初頭にかけての歴史的な諸事件によって、大きく変化

した。同地域をめぐるこうした政治環境の変化は、国家はもとより、地方自治体や NGO

といった環バルト海諸国の様々なレベルのアクターたちが、環境問題や経済協力、また、

文化交流といった多元的な領域で、の地域協力のネットワークの構築に向けた活動に取り組

むことを可能にしたと考えられる[河原2007:3J。

冷戦後の環バルト海地域協力の制度化のためのプロセスは、それが旧ソ連・東欧地域の

不安定な諸情勢からスカンジナヴィア諸国及び統一ドイツを保護するための「安全弁Jと

しての役割を担うべく進められていく。冷戦後の同地域協力の取り組みに対するその基本

姿勢において、バルト海沿岸諸国は大きく分けて三つの異なるグループに分けることがで

きる。一つ目は、ドイツと北欧諸国であり、これら諸国はバルト海における安全保障問題

に対する持続的な関与を共有しており、同地域協力を最も積極的に牽引するグループで、あ

る。特に、ドイツとデンマークはCBSS(環バルト海諸国評議会)の創設に大きく貢献し、

また、フィンランドは EUのノーザン・ダイメンション(以下、 ND)の主たる参加国で

あり、スウェーデ、ンも同地域協力の多元的なレベルでのネットワークの構築に積極的に関

与している。二つ目は、ポーランドとバルト三国であり、これら諸国は冷戦終結に伴う体

制移行の中で、当初は先の第一グ、ノレープが中心となって発進させた環バルト海地域協力に

基づく「地域ピノレディング」の活動よりも自国の「ネイション・ビルディングJのそれを

優先させる諸政策を推進していたが、同地域協力への前向きな取り組みがNATO及びEU

への加盟に有益なものであるとの政治的判断から、次第にその活動に対する国家としての

プライオリティを高めていった。最後の三つ目はロシアであり、同国は 1990年代を通し

て、カリーニング、ラード州の地位問題やバルト三国のロシア語系住民をめぐる他の二つの

グループに属する国々との対立姿勢を鮮明にしていたが、 NATO及びEUの旧ソ連・東欧
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地域への実際の拡大の流れの中で同地域における地域協力の取り組みに対して次第により

協調的な姿勢を示していく[河原 2007:3-4J0 2000年代に入って以降、ロシアの環バルト

海地域協力に対する関心は高まりを見せており、そのことは同国の CBSS内での活発な活

動によっても読み取ることができると考えられる [Ozolina2006:15・16J。

以上のようなバルト海沿岸諸国の異なる環境を前提とする環ノ〈ルト海地域協力の制度化

のためのプロセスにおいて最も大きな役割を果たしているのが、 ND及びCBSSに関わる

一連の取り組みであると言える。 NDは、 1997年、当時EUの議長国で、あったフィンラン

ドにより提案され、翌年、 EUの北部ヨーロッパ地域のための地域政策プログラムとして

採択されたものである。それには、ドイツ、デンマーク、スウェーデ、ン、フィンランド、

ポーランド、バルト三国といった EU加盟国及びEU域外のノルウェーとアイスランドが

含まれており、「北欧における対話と持続可能な発展のための共通の枠組みを与えることJ

[Wallis2011:102・103Jがその主たる目的とされている。 NDはアイスランド及びグリー

ンランドから北西ロシアへ、また、北極地域からバルト海南岸へと至る広範な領域をカバ

ーするものであり、環バルト海協力やパレンツ海を EUに結ひ、つけ、「ヨーロッパ北部と

EUの協力関係を進展させると同時に、 EU内の地域協力の補強を通じて地域のポテンシ

ヤルを強めようとするプロジェクトであるJ[大島2005:303Jと考えられる。 EUは、 2000

年に「アクションプラン 2001・2003Jのためのガイドラインを承認し、さらに、 2003年

には第二次アクションプランが採択されたことによって、同イニシャティヴはより具体的

な形で推進されていった。 NDは以下に示す CBSSをはじめとする前世紀 90年代初頭に

開始された同地域における既存の地域協力の枠組みが EUの地域政策に組み込まれる形で

実現したものであり、それは今日、「欧州北部の様々なアクターが参加する緩やかな水平的

協力枠組みJとなっており、 NDに体現されるこうした「北欧の地域協力の EUとの連動

は、北欧の従来の地域安定化の試みをさらに広げるための努力であるJ[大Jdi:305Jと言え

るだろうえ

次に、 CBSSについてであるが、それは、「環バルト海地域におけるトランスナショナル

なネットワーキングを促進するための中心的なアクターJ[Schymik2003:233Jの役割を

2 NDには、 「環パノレト海諸国会議、パレンツ会議、北欧会議、北極会議の4つの協力組織の
他、中心的な EU加盟国ドイツ、 EU内において独自の立場をとるデンマーク、独自の福祉国
家戦略をとってきたスウェーデン、ロシアと国境を接するフィンランド、新しいEU加盟国
(ポーランド、バルト 3国)、 EU域外の欧州経済領域 (EEA)に留まるノルウェーとアイス
ランド、 EUの枠外に留まるロシア北西地域が含まれているJ(蓮見2009:107)。
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果たしていると考えられる。同評議会はソ連邦が崩壊したわずか二ヵ月後の 1992年3月、

環バルト海協力のための政治フォーラムとして、その「コペンハーゲン宣言Jによって創

設された。現在の正式メンバーは、デンマーク、スウェーデ、ン、フィンランド、ノノレウェ

}、アイスランド、ドイツ、ポーランド、バルト三国、ロシア及び欧州、|委員会である。 CBSS

は、その創立当初、軍事的安全保障問題ではなく、旧共産主義諸国の不安定な諸状況及び

同地域内の不均衡な富の配分といった異なる領域の問題を取り上げ、環バルト海地域を「一

種の緩街地帯へと変えるためにそのレベルが高まりつつある非軍事分野での地域協力を利

用しようJ[TassInar2005:390Jと努めた。 CBSSはこれまで、バルト海の海洋汚染対策

を中心とした環境保護、地域の経済障壁の除去、核の管理問題、民主主義と人権の促進、

持続可能な開発協力、警察・沿岸警備・出入国管理・関税等の業務協力を通じた同地域内

での市民の安全確保、パノレト海の海洋遺産をはじめとする歴史的文化財の保護、市民社会

と NGOの発展のための国際協力といった多岐にわたる活動に従事しており、こうした

CBSSの取り組みを中心とした環バルト海地域協力の活動は、冷戦直後の時期における当

時の不安定な状況と比較して、同地域の安定に大きく寄与する多くの成果を上げていると

見なすことができる[河原2007:3J。

CBSSはまた、その創立時に、主にポーランド、やバルト三固など旧共産圏の加盟諸国に

おいて民主的な制度を発展させるための最初のステップとして、 WGDI(民主的制度に関

するワーキング・グループ)を立ち上げ、また、人権及び少数民族担当の CBSS委員のポ

ストを創設した。 WGDIと同委員はその当初から、多岐にわたる領域でNGOとの緊密な

協力関係を発展させていった。それによって、特に NGOの地位と機能づけについてのセ

ミナーが開始され、 NGOの存在を保障するために必要とされる司法、財政及び行政上の

諸条件についての議論がこれと並行して進められた。前世紀 90年代を通じて、 CBSSの

イニシャティヴによる同地域における NGOネットワーク構築に関するポジティブな展開

が見られ、例えば、人権に関係した NGOネットワーク構築のそれがバルト三国やロシア

においても見出されるようになった[河原2007:7・8J。

CBSSとNGOとの連携を通じた環バルト海地域におけるリージョナルな空間における

市民社会構築に向けてのこうした動きは、 2001年3月の「コベンハーゲンNGOイニシャ

ティヴ」や同 5月にドイツのリューベックで開催された「パノレト海NGOフォーラムJに

結実する。これら両イベントの目的は、「パノレト海地域全般の発展、特に、 CBSSとの関係

で、市民社会及びバルト海に基盤をもっNGOのより強力な役割を確保するJことであり、
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前者には九つの CBSS諸国から 61のNGO組織が、また、後者にはその 10ヵ国から 151

のNGOの代表が参加した[河原2007:8J。これらコベンハーゲ、ン及び、リューベックでの試

みに続いて、環バルト海全体のレベルでのNGO協力はさらなる発展を遂げていく。即ち、

ロシア政府も CBSSの支援下にある NGOのフォーラム招集を支持し、 2002年4月、サ

ンクトベテルブルクにポーランドを除く CBSS諸国のNGO代表が集まった。こうした流

れを受けて、 CBSS支援下の「パノレト海NGOフォーラム」は2001年以降、 2012年4月

のベルリンでの最近のそれ(次回は、 2013年 4月、ロシアのサンクトベテルブノレクでの

開催が予定されている)に至るまで、これまで恒常的に開催されている [BalticNGO 

Forum 2013J。以上のような CBSSとNGOとの密接な連携による市民的ネットワーク構

築の動きは同地域におけるリージョナルな市民社会形成に向けての指導的な役割を果たす

ものであると考えられる。 CBSSは現在改革下にあり、それは、改革に関わるリガ宣言に

基づいて、 2008年 6月以降、ワークグループのエクスパート・グループへの改編など組

織改革を推進している。次節以下では、本節で言及した環バルト海地域における EU及び

国家間レベルの地域協力の枠組みの中で、 B7の活動を中心としたバルト海の島瞬間地域

協力の現状について、見ていくことにしたい。

n.パJレト海島唄の地域協力ネットワーク

バルト海の島々は、これまで幾世紀にもわたる太古からの自らの歴史的営みによって一

つの海域空間として統一され、その相互の交流を通した独自の関係性を培ってきた。例え

ば、その多くが中世において「ハンザ同盟による都市間商業が最も発達した頃から、交易

の重要な中継地点J[大西 2009:117Jとなっていた。これらの島々は、冷戦終結後の環バ

ルト海地域において顕著な現象となった協力のためのトランスナショナルなネットワーク

の形成プロセスの中で、それらが島としてもつ環境の共通性故に自らの未来の発展に向け

た独自のネットワークの構築に向けた活動に取り組んで、いった。その代表的な事例が、冒

頭でも言及した rB7 Baltic Islands NetworkJである。 B7は冷戦が終結した 1989年に

設立された環バルト海沿岸地域の五つの国に属する七つの島々で構成される島瞬間地域協

力のための枠組みである [BornholmChairmanship 2007Jo B7の島々はバルト海で規模

的に最も大きく、また、自治体として一定の裁量権限を保持していることをその特徴とし

ており、これらは B7のネットワークを通して、自らがそれぞれに所属する国の政府を飛
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び越えて、直接、共同でEUへの陳情を行うなどのロビー活動に従事している。本節では、

以下、この B7を構成する七つの島々の概要について紹介した上で、 2004年9月に採択さ

れたその憲章に基づいて、同ネットワークの活動目的及び組織運営等の説明を行うことに

したい。

1.87の島々について

B7は、フィンランド領のオーランド、エストニア領のヒューマアとサアレマア、スウ

ェーデ、ン領のゴットランドとウェイランド、デ、ンマーク領のボーンホルム及ひ、ドイツ領の

リューゲ、ンのバルト海の七つの島々で構成されている。

オーランドは、フィンランドとスウェーデンとの聞に位置する約6，500以上の島々と岩

礁から成るスウェーデン系住民を主体とする民族的な自治権をもっ群島である。内、 65の

島々が居住地となっており、人口は約27，000人である。面積は 1，527k rrfで、海域を含め

ると全体の領域は 6，784k rrfとなる。経済の中心はマリエハムンであり、そこに全人口の

ほぼ半数が居住している。基本的産業は、造船業、農業及び漁業であり、 1960年代以降は

観光業が成長している。中でも、造船業はオーランド経済の中心であり、同群島に最大の

利益と雇用を提供している[Oland2013J。

バルト海の東部に位置するヒューマアはエストニア第二の島であり、人口は約 10，000

人である。面積は 1，019k rrfであり、多くの小さな岩礁から成る海域部分を含めて約 1，000

krrfの領域を占めている。向島の伝統的な基幹産業は農業と漁業及び林業であるが、最近

では、エコロジカルな観光業及びプラスチック製品などの加工業などが主要な産業として

成長している [Hiiumaa2013J。このヒューマア島の西に位置する同じくエストニアのサ

アレマア島は同国で最も大きな島であり、面積は2，922k rrfである。人口は約 37，000人で

あり、中心のクレッサーレに全住民の四割が居住している。七百年間にわたって、ドイツ、

デンマーク、スウェーデ、ン及びロシアによって交互に支配されてきた経緯があり、向島に

は、古い要塞や城、教会及び荘園といった歴史的な建造物が数多く残されている。主要産

業は農業であり、また、古くから小型船舶の製造でも知られている。最近では、観光業が

同島の将来における潜在的に重要な産業として成長している [Saaremaa2013J。

ゴットランドは人口約 58，000人で、それはスウェーデンの全人口の 0.7%に相当する。

面積は3，140k rrfである。中心のヴィスピーはバルト海における主たるハンザ都市の一つ

であり、向島には中世時代の石造りの教会をはじめとする歴史的建造物が数多く残されて
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いる。 14世紀以降、同島は、デンマーク、スウェーデ、ン及びドイツによる支配を経て、 1679

年に、最終的にスウェーデ、ンの統治下に入った。基本的な経済構造は、スウェーデ、ンの他

地域と比べて、農業、林業及び公共部門における高い比率を特徴としている。石灰石や用

材が同島の伝統的な生産品として知られており、最近では、観光業や建設業が重要な産業

部門として成長している [Gotland2013J。また、同じくスウェーデンに所属するワェイ

ランドは、面積 1，342k rri、人口約25，000人であり、対岸のカルマルとの聞に架けられた

橋 (6，072m)によって本土側と繋がっている。向島には、北のボルグ、ホルムと南のモルピ

イランガの二つの自治体があり、それらは、観光業の振興や住宅供給をはじめとする公共

サービス事業の推進に積極的に取り組んでいる。向島は経済的に、農業、漁業及び石灰石

の採掘業に大きく依存しているが、昨今は観光産業の成長によって、年間三百万人を数え

る訪問客を迎え入れている [HiiumaaChairmanship 2010， 11J。

ボーンホルムは、デンマークの東、スウェーデンの南及びポーランドの北に位置するデ

ンマークに所属する島である。面積は 587k rri、人口は約 43，000人である。 2007年 1月

まで、コベンハーゲ、ン及びフレデリクスペルグと共に、同国で特権的な自治権限をもっ地

方自治体であったが、現在は、コベンハーゲ、ン首都地域 (RegionHovedstaden)の一部と

なっている。主な産業は、漁業、農業、軽金属製造業及びガラス製品や陶器等の芸術・手

工業であり、また、観光業も同島の将来にとっての重要産業として成長している

[Bornholm 2013J。

最後にリューゲンであるが、同島は二つの橋によってドイツ本土と繋がっており、面積

は976k rri、人口は約 74，000人である。中心は人口 15，000人のベルゲンである。 12世

紀以降、デーン人の支配を、さらに、 17世紀の 30年戦争後はスウェーデ、ンの支配を受け、

1815年にプロシア領に編入された。同島の中心的な産業は観光業であり、 130万人前後の

訪問客が毎年同島を訪れている。この他、農業、林業、漁業及びチョーク産業が伝統的な

産業となっており、こうした産業に関連した中小規模の企業及びサービス部門が同島の主

たる経済基盤となっている [Rugen2013J。

2.87の組織運営について

2004年9月8日、 B7の運営委員会によって、同ネットワークの組織運営を決定する基

本文書として、 rB7憲章」が採択された。以下、ここでは、同憲章の内容に従って、 B7

の組織運営の概要についての説明を行うことにしたい。まず同憲章の第一条において、同
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組織の正式名称が fB7Baltic Islands NetworkJとされ、つづく第二条では、同組織の将

来像、目的及び戦略が定められている。「島民をより豊かに、より活発に、かつ、より幸福

にすること」がB7の島々の長期的な将来像として提示され、「経験とアイディアの交換を

通した知見」、「プロジェクト、活動及びイベントを通した島々の発展」、同組織に所属する

「島々の将来像の達成のためのロビー活動」がその主たる目的とされている。また、 fB7

の将来のための協力の方向を与え、かっ、その枠組みを創ること」が、こうした目的を実

現させる上での戦略目標とされている [SteeringCommittee 2004:1J。

第三条においては、 B7が「ナショナルかっインターナショナノレなレベルで島の問題を

促進するためのロビー活動を行うことができる組織」及び「政治家、公務員、一般住民レ

ベルで活動する組織」と定められ、会員間の「経験と意見の交換のための協力J、「地域間

プログラムとプロジェクト開発のための協力」及び「多方面にわたるネットワークとの協

力」が植われており、 B7の将来像を実現させ、かつ、その目的を達成するために、「各々

の島が B7の種々の組織の代表を任命し、かっ、合意されたプロジェクト、イベント及び

B7によって開始されたその他の活動を共同で実施することが期待Jされている。また、

B7の法的地位に言及した第四条では、同ネットワークが「法的統一体として登録される

ものではない」とされ、 B7憲章が同ネットワークの管理運営を決定するものと定められ

ている [SteeringCommittee 2004:2J。

B7の組織について規定する第五条においては、運営委員会及びB7会議が同ネットワー

クの政策決定機関とされており、この二つの組織を支援するものとして、年次大会、議長

職、事務局、ワークグループとフォーカスグループ、 B7の促進者及びプリュッセル代表

が定められている。運営委員会は、 fB7の政治体であり、かつ、 B7協力の枠組みと方向

性を与えるJ役割を担っている。同委員会は、 B7に加盟する島々から選出された政治家

(各一人)たちによって構成されるとされ、少なくとも年に二回の開催が義務づけられて

いる。定足数は四島以上の代表の出席によって満たされる。議長職は一年ごとの輪番で各

加盟の島々によって担われ、同委員会の委員は、 B7の戦略、政策、年次プログラム及び

年次予算を審査かつ承認するものとされる。また、彼らは共通の利益をもっ領域における

島々のためのロビー活動の人選を行い、かつ、 fB7会議のメンバーとして参加するために

各々の島から任命される行政レベルでの公務員を確保するJものとされている。さらに、

B7の旗、ロゴマーク、歌及びその他のシンボルについても、同委員会によって決定され

るものとされている [SteeringCommittee 2004:3・4J。
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もう一つの政策決定機関である B7会議は同ネットワークの管理組織であり、 B7に加盟

する各々の島から選出された上級公務員によって構成されるとされている。四つの島々か

らの代表の出席をもって定足数とされる。一年ごとの輪番で決められた島の代表が議長と

なり、年次プログラムの合意のためにこれを召集する。同会議は、 fB7の活動を計画、指

導、組織、監督、管理、評価」する責任を負い、年に四回の割合で、行政上の要約及び会

計報告をはじめとする B7の活動について、運営委員会に報告することが義務とされてい

る。また同会議は、「島々の代表がその他のB7の組織で働き、かつ、合意された予算内で、

B7の年次プログラム及びB7の戦略を実施すべく働くために任命されることを保証する」

ものとされ、さらに、 fB7会議、議長職及び事務局、ワークグ、ループ、促進者、ブリユツ

セル代表、ウェブマスター及びその他の B7の組織または代表のためのガイドラインを練

り上げ、かつ、承認する」ものとされている [SteeringCommittee 2004:4J。

財政について定めた第六条では、 fB7の運営は島の人口に基づいて、毎年、全会員によ

って財政措置が取られる」とされ、運営委員会が、 B7の年次大会において、各々の島々

の毎年の加盟料及び予算を承認しなければならないとされている。また、 fB7の予算のた

めのガイドラインはB7会議によって示され、かっ、 B7の運営委員会によって承認されな

ければならないJとされている [SteeringCommittee 2004:5J。最後の第七条では、 B7

以外の組織との組織協力について植われており、 fB7は、その財政的かつ人的資源の範囲

内で、 B7の島々の共通の利益を促進するために、その他の国際組織と協働するj とされ

ている [SteeringCommittee 2004:5J。現在、 B7の協働組織としては、 CBSS、EU議会

バルト・ヨーロッパインターグループ、BSSSC(バルト海沿岸諸国サブリージョナル協力)、

CPMR (周辺海運地域委員会)、 UBC(バルト海都市連合)、北欧閣僚会議、 HELCOM及

びBDF(パノレト海開発フォーラム)などがある [SteeringCommittee 2007:15J。

m.87の島嶋間地域協力

2007年7月、 B7の運営委員会によって承認された「変化する世界に向けてのB7の戦

略 2007・13Jにおいて、 1989年におけるその結成以来の自らの活動を踏まえて、変わり

ゆく世界におけるB7の今後の戦略についての具体的アジェンダが提示された。この戦略

では、まず、 B7の使命が「国際的な協力を通して、そのメンバーの発展とその目標達成

に貢献することであるJとされ、「共通の価値及び個人的価値に対する配慮、に基づいて、平
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等の連携をもって活動し、かっ、聞かれた交流を促進すること」、「島の次元とバルト海地

域の展望を共有しつつ、バルト海の問題に焦点を当てること」及び「その他の島と自らの

組織との協力に向け、成果をよりよく達成するために活動すること」といった主たる活動

目標が示されている。その際、 B7が、外部を見据えつつ、プロジェクトの開発やイベン

トの組織、ロビー活動やネットワークの構築及び経験とアイディアの交換を通して、学び

かっ発展していくことによって、島の利益に奉仕することが掲げられている。また、この

戦略では、 B7の島民の福祉、環境や生活状態及び島と島民の繁栄に関して、それが最も

島の発展に貢献し得るテーマの設定が行われ、テーマごとの目的及び期待される成果、さ

らに、その目的達成のための簡潔なアクションプランの提案が行われている [Steering

Committee 2007:6J。以下、同戦略において提示されたB7による島唄間地域協力のため

の個々のテーマについて、簡単に目を通していくことにしたい。

まず、提示された最初のテーマは「文化」である。 rB7が自らの共通の文化、コミュニ

ティ、遺産及び歴史を強化し、かっ、発展させることに貢献することを必要としている」

とした上で、文化的発展を強化するためのイニシャティヴを支援するという目的が設定さ

れ、この目的を達成するための文化的ネットワークの促進及び発展に向けた行動の提案が

行われている [SteeringCommittee 2007:9J。つづくテーマは、「経済とビジネス」であ

る。島がその中心的な産業部円である観光業、農業及び食料生産に対する投資家にとって

魅力あるもの見なされることが必要であるとの認識の下、経済活動の多様性の促進及び新

しい分野と伝統的なそれの両方における新規雇用の創出という目的達成のために、世界の

島々との聞の経験の交換のための行動が提案されている。また、雇用者にとっての被雇用

者の有用性という観点、から質の高い教育の重要性が指摘され、「教育」というテーマの下、

国内平均と比肩し得る教育レベルという達成目標が示され、そのための行動として、島と

教育先進地域との間の経験の交換及び教師や学生向けのEU交換プログラムの利用などが

提案されている [SteeringCommittee 2007:lOJ。

さらなるテーマとして「エネルギーJが挙げられ、 B7の島々が化石燃料及び外部から

の燃料供給に依存する現状を踏まえた上で、同ネットワークの島々におけるエネルギー供

給及びエネノレギー効率にとって重要なエネルギー問題に関する EU及びその他の国際的な

イニシャティヴに対応し、島々の化石燃料への依存度の減少促進のための経験とアイディ

アの交換を行いつつ、島々に有益なエネルギー協力プロジェクトの発展と支援を促進する

ことが、同テーマの主要な目的として掲げられている。また、この目的実現に向けた行動
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として、共通のエネルギー・プロジェクト創出のためのイニシャティヴ及び協働組織であ

る CPMRをはじめとする組織を通した他の島々もしくは地域との協力におけるエネルギ

ー・プロジェクトへの参加とわった提案がなされている [SteeringCommittee 2007:11J。

「環境と海」というテーマでは、 B7の島々に対する環境の直接的な影響の重大性と島々

にとって最善となる可能な環境確保の必要性という認識の下、バルト海の環境問題につい

ての EU及び国際的なイニシャティヴに対応しつつ、環境の価値の促進に向けたロビー活

動や島々の利益ための環境協力プロジェクトを発展かっ支援することを目的とし、そのた

めの行動として、 B7共通の環境プロジェクト立ち上げのためのイニシャティヴを採り、

CPMRをはじめとするその他の組織を通して、他の島々もしくは地域と共に環境プロジェ

クトに参加することなどが掲げられている [SteeringCommittee 2007:11J。また、テー

マ「ガバナンスと民主主義」では、冷戦終結とその後のロシアを除く沿バルト海諸国の EU

加盟に伴う環バルト海地域の環境の変化を踏まえた上で、あらゆるレベルにおけるガパナ

ンスの質的改善、住民間のよりよい交流及び知識と経験の交換が目的として提案され、そ

のための主たる行動として、地方政府の行政上の改善へと導く経験の交換のための提案と

支援、バルト海の住民間の粋を深めるための若者の交流、 EU発展の支持及び B7の情報

を普及させるための努力とその活動等が掲げられている [SteeringCommittee 2007:12J。

さらにまた、ディジタルな次元での競争に対応するためにfICT(情報・通信・技術)J

というテーマが設定され、 ICTの利用を通した島々にある固有の資源の成長と増大を目的

として、ディジタル情報やICT能力及び住民の交流や公共サービス利用のためのネットワ

ークの改善等の行動が示されている [SteeringCommittee 2007: 12J。つづくテーマ fQOL

(生活の質)Jでは、人口減少(ゴットランドとオーランドを除く)に起因する自治体の弱

体化に伴う医療をはじめとする公共サービスの質的低下という危機意識の下、本土のそれ

に等しい社会インフラの整備という目的を実現させるための行動として、島のコミュニテ

イの維持に利する教育システム構築のための島l興間での経験及び島民のニーズに対応した

社会サービス・システム構築のための経験に関わる情報交換、島内で、の生活コスト削減の

ためのエネルギー領域における持続可能な協力、伝統的なコミュニティと島での生活文化

に活力を与えるための協力と経験に関する交換等が提示されている [SteeringCommittee 

2007:13J。

昨今その成長に陰りが見られる観光をめぐる問題をテーマとした「ツーリズムJでは、

バルト海の島々が外部の顧客にとって魅力ある観光地となることを目的として、BDFと協
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働しつつ、島の生産物の販売促進のための市場調査の促進及び島外の人々との相互理解の

改善と島々をプロモートするための経験に関わる交換といった対策が、そのアクションプ

ランとして提案されている [SteeringCommittee 2007:13J。また、テーマ「輸送と海運J

では、交通の利便性が常に島々における自治体にとっての中心的な優先課題となっている

との認識の下、 EUの「海運緑書 (MaritimeGreen Paper) J及びEUと政府によるバル

ト海における島々の発展のための行動の機会を利用しつつ、島々への交通の利便性や安全

及び救助サービスの改善を目的として、消防、警察、沿岸警備、救助及び公的サービスに

よる意見交換のための会議の支援、フェリー航路や空路のための財政支援強化活動の促進

及び技術的問題 (PSO)に関する CPMR島l興委員会や航空・フェリー交通に関する EU

法に基づいて組織されたワークショップへの参加といった行動が具体的な形で提案されて

いる [SteeringCommittee 2007:14J。

最後のテーマである「ユース(若者たち)Jにおいては、若者をはじめとする島民の社会

的かっ文化的傾向についての理解の保証、 EUやノミノレト海の島々の理解促進及び島々の若

者の組織間の協力とネットワークの改善を目的として、ユース・キャンプを交互に行う年

二回のB7Gamesやユース・キャンプが提案されている[SteeringCommittee 2007:14J。

ワークグ、ループ“Peopleto People"が、同テーマの目的を実現するための活動を推進する

上での中心的な役割を担っている。同ワークグループは、「未来に向けての B7の戦略

2002・2006J及びここで言及している「変化する世界に向けての B7戦略 2007・2013Jに

従って、若者を中心とした島々の住民たちを相互に結びつけるために組織されたグラスノ

ーツなプロジェクトを実行に移している [WGPTP 2009:2J。“Peopleto People"は、若

者が島に止まり、また、離島した若者が再び島に戻ってくるための環境づくりに努めてお

り、例えば、雇用や教育、寛容及び文化問の理解といった問題に焦点を合わせた活動など

を行っている [WGPTP 2009:3J。先に言及したこつのプロジェクト (B7Games及ひ、ユ

ース・キャンプ)は、“Peopleto People"の基礎的な戦略を支える主要な活動であると言

える。同ワークグループは、こうした匡常的なプロジェクトの他に、例えば、別のワーク

グループ“Business& Tourism"との協力の下、 B7の島々の企業、教育、芸術及び文化協

会関係者や若者、その他の利害関係者たちが協働に向けての相互理解を深めることを目的

とする B7Contact Meetingsのようなプロジェクトを企画するなど、B7の島民間の相互

交流を仲介し、様々な活動分野における島唄間協力の支援に努めている [WGPTP 

2009:16J。
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N.環バルト海地域協力と環境問題

バルト海は、浅くて、半ば閉ざされた海である。それは、平均水深52m、最大水深459

mの浅瀬の海で、表面積は 415，000krri、カテガット及びスカゲラック両海峡を通じて北

海につながった内海で、ある[大島 1995:42J。沿岸地域には大小の人口規模をもっ多数の都

市が点在し、また、古くから海上交通の発達した、「とてもデリケートなエコシステムをも

っJ[Baltic Sea Action Plan 2007: 10J世界有数の汚染海域の一つである。バルト海をめ

ぐるこうした状況は、今日、「環境圧力を創出し、そして、それは代わりにその長期の悪化

と闘うためのマクロリージョン的なアプローチの必要性の契機となっているJ[Ganzle 

2011: 2J。バルト海の海洋汚染をはじめとする同地域の環境保護問題に関わる取り組みは

その起源を冷戦期の 1970年代まで遡ることができ、それは他の分野の活動と比べて相対

的にタイムスパンの長い地域協力の体験を有している。冷戦の終結とそれにつづくソ連邦

の崩壊は、環バルト海地域をとり巻く政治環境を同地域における地域協力の推進にとって、

より聞かれたものにした。 1990年代はこの「協力の強度が劇的に増大した時代」であり、

そして、こうした協力の増大する強さが同地域において「最も可視的な形のーっとして現

れたJのが、政治協力の制度的枠組みの中での環境問題をめぐる活動で、あったと考えられ

る[Ozolina2006:90J。以下、環バルト海地域の地域協力にとって最もその活動に関する

議論が進んでいるバルト海の環境問題について、論じていきたい。

1. HELCOMの政策と活動

バルト海全体をとり巻くすべての汚染源と闘うことを主たる目的として、1974年 3月、

環バルト海地域の七ヵ国によって調印されたバルト海海洋環境保護協定に基づく形でヘル

シンキ委員会 (HELCOM)が設置され、 1980年における同協定の発効を経て、以来、

HELCOMの閣僚級会合が毎年随時に開催されている。 HELCOMは、環バルト海地域の

環境レジームにおいて中心的な役割を果たしている。それが育成した広範な協力には、国、

国際組織、下位地域的、科学的、技術的かっ私的セクター及びNGOといった様々なレベ

ルのアクター間の協力が含まれており、これらの地域的環境政策ネットワークの活動は、

バルト海全体の浄化についての広汎な戦略から、港湾や沿岸の開発、船舶等に起因する汚

染や水質改善のための技術及び鴻過や軟水化などの水処理についての特殊な議論に至るま

で、基本的に、 HELCOMの問題提起に基づいて展開されていると考えられる [VanDeveer
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2011:37J。

HELCOMは、これまでの歴史を通じて、環境に関わる国の法規制に対する詳細な勧告

を数多く行ってきた。同閣僚級会合は、例えば、 1980年代末から 90年代初頭までの聞に

同海域の海洋汚染源の 50%削減を要求するなど、ネットワーク化されたアクターたちが同

地域の環境保護問題に注意を向けるべく様々な問題提起を行っている。環バルト海地域に

おいて、ヘルシンキ合意は「海洋環境とその保護に関わるすべての側面を包含する最初の

枠組み協定J[Kern2011:30Jであり、それ故、それはそれ以外の地域における海洋環境の

保護問題に関する同様の協定にとってのモデ、ル的な役割を果たした。また、へルシンキ合

意及びその統治機関としてのHELCOMは、「それが 1990年代初頭に至るまで地域的なレ

ベルにおける唯一の総合的な環境制度であったので、同地域の持続可能な発展のための地

域的統治システムの基礎と見なされ得るものであったJ[Kern2011:30Jと言えよう。

2007年 11月、 HELCOMの閣僚級会合によって採択された「パノレト海アクションプラ

ンJ(Baltic Sea Action Plan.以下、 BSAPと略す)は、新世紀に入って、 HELCOMに

よる環境保護政策の行方を占う上で特記すべき活動戦略であると考えられる。同アクショ

ンプランは、 f2021年まで、のバルト海海洋環境の良好な生態学的状況を回復させるための

野心的な計画Jであり、「人間の活動に起因する海洋の環境の持続的な低下と闘うためのよ

り広範かっ効果的な行動のための重要な節目Jとなるものである [MinisterialMeeting 

2007:1Jo HELCOMはこれまでバルト海の汚染の減少や海洋環境に対するダメージ修復に

努め、多くの領域において注目に値する成果を上げてきた。例えば、富栄養化に責任のあ

る窒素化合物の投棄に関して、 HELCOMはすでに窒素及び燐排出量の40%削減を達成し

ており、また、大気への窒素の放出についても 40%の減少に成功し、さらに、約 50品目

の有害物質全体の排出量についても、その半減を実現している。しかし、 HELCOMの

BSAPの主たる目的の一つである水質浄化を達成するためには、バルト海における窒素と

燐の排出量をそれぞれさらに約 42%及び 18%ずつ削減する必要があると推定されている

[Ministerial Meeting 2007:1J。

BSAPは、非EU加盟国であるロシアをはじめとする全ての環バルト海地域協力を含ん

である。同プランは「パノレト海の自然なエコシステムを保護することを目指す一方、未来

における価値ある海洋資源が持続的に利用されること」を認めるものであり、そこでは、

「健全なバルト海についてのわれわれの共通のヴィジョンを反映させるべく定義されたエ

コロジーの目的に基づかれるべきであり、それには広範な持続可能な活動を支援すること
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ができるバランスの取れたエコシステムが伴われなければならなしリとされている [Baltic

Sea Action Plan 2007: 2・3JoBSAPは、同プランが取り組むべき中心的なテーマとして、

富栄養化、危険物質、海洋活動及び生物多様性といった問題について言及している。まず、

バルト海の富栄養化をめぐる問題に対する行動として、農場をはじめとする様々な汚染源

から河川に流入する栄養源を削減し、排水処理工場などからの栄養物や風媒によるそれに

起因する汚染を減少させるといった提案がなされている [BalticSea Action Plan 2007: 4J。

また、危険物質をめぐる問題に関しては、環境を害する危険物質の使用の抑制、川や空か

ら海に流入する危険物質のさらなる削減及び危険物質を含む化学製品等の安全処理といっ

た対応が、さらに、海洋活動に関する問題に関しては、海洋の安全確保の改善や船舶の事

故等による海洋汚染に備えた事前の準備といったそれが、必要とすべき基本的な行動とし

て提案されている [Ba1ticSea Action Plan 2007: 5-6J。最後に、生物多様性に関わる問題

については、海洋及び沿岸保護区に関わる代表的なネットワークの立ち上げ、外来種の持

ち込みに対する予防や栄養・有害物質の流入抑制といった目的達成のための行動提案がな

されている [BalticSea Action Plan 2007: 7J。

2.環境協力の重層的ネットワーク

前節で言及したようなバルト海の環境保全を害する既存のリスクを如何に効果的にとり

除くことができるかどうかは、 EUや CBSS及びネットワーク化がさらに進むNGOとの

連携の下、 HELCOMを中心とする環バルト海地域の環境レジームの機能強化の是非に大

きく依拠していると言えるだろう。すでに触れたが、冷戦後の環バルト海地域における環

境問題に関わる協力のネットワークはEUをはじめとする国際組織の関与によって形成さ

れていった。旧ソ連東欧諸国におけるガパナンスの変化やバルト三国やポーランドの EU

加盟に向けた一連の動きの中で、同地域における EUの役割が実質的に増大していく。そ

して、環ノ〈ルト海地域への EUの関与は同地域に下位地域協力の流れを生み出し、そうし

た下位地域協力の形成プロセスの中で、同地域の環境問題をめぐる議論と活動においても、

その協力のための地域的サブネットワークが次第に形づくられていった。近年、 EUは「拡

大、対外関係及び地域的発展のバランスを取るためのマクロ地域戦略により傾斜する新し

いアプローチを追求しようJ[Kern 2011: 22Jとしている。先述したように、 1997年にフ

ィンランドの提案によって採択された NDのような地域政策プログラムは、 EUのこうし

た方向性の最初のステップとなるイニシャティヴであった。 2003年に開始された NDの
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「環境ノ号一トナーシップ (NDEP)Jは、同地域の環境問題を中心とした「ソフト」な安全

保障問題における地域協力のための新たな協力として注目に値する。この活動は、環バル

ト海地域の国々がEUと連携しつつ、共通の関心事項として同地域の環境問題に関する協

力の枠組みを構築し、その取り組みの中で、ロシアを例えば地域経済や市民的安全保障問

題といったその他の分野での協力をも含めた北欧問題全般に関する協議に効果的に参加さ

せることに成功している[河原2007:5J。さらに、 2009年6月に欧州委員会によって提案

された「パノレト海地域のための EU戦略Jは、 EUのイニシャティヴによる環境及び開発

目標の達成を主眼とする同地域の持続的発展を目指すものであり、これにより、「同地域が

直面している中心的な難問に即して、調整された包括的な枠組みとこうした難問に対する

具体的な解決との両方を与えることを模索Jしようとするものである [Ganzle2011:3]。

同戦略は、先に言及したHELCOMのアクションプランと環バルト海地域における EUの

目標とを同時に実現しようと企図しており、この戦略の今後の行方は同地域における環境

協力の在り方に大きな影響を与えるものであると考えられる。

また、高レベルの汚染からバルト海のエコシステムを護るためには、 CBSS諸国の当該

政府や環境NGOをはじめとする様々なアクターたちによる同問題に対する持続的な関与

が必要であると言えよう。 1996年5月の CBSS首脳会議の議長宣言において、グローパ

ルな「アジェンダ21Jに沿う形でのバルト海における持続可能な開発のための地域的共通

行動プログラムを発展させることが合意され、さらに、 1998年に開催された年次のCBSS

外相会議において、同プログラムを実行に移すための「バルト海地域のためのアジェンダ

21Jが公式に採択された。これは今日「パルチック 21Jプロセスとして知られているもの

であり、農業、エネルギー、漁業、林業、工業、ツーリズム、交通及び教育といった分野

の個別的な目標を掲げた、同地域における経済・社会・環境に関わる諸条件のさらなる改

善を通した持続可能な開発に向けての長期的なヴィジョンを示したものである。環ノ〈ルト

海地域における環境NGOのネットワークは、こうした持続可能な開発を目指した「パノレ

チック 21Jプロセスにおいて公的な意味で、の重要な役割を担っている。同プロセスには、

CBSS諸国やEU、政府間組織、国際的な金融機関及びNGOがネットワークとして組織

されており、「クリーン・パノレチック連合(CCB)J 、「キープ・パルチック・タイディ (KBT)J 

及びWWFインターナショナルの「パノレチック・プログラム」がその代表的な環境NGO

のネットワークとして挙げられる。 CCBとKTBの両方が数多くの国内のNGOを結合す

るネットワークとして展開されているのに対して、 WWFのパルチック・プログラムはそ
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のグローパノレな組織の下部組織として創設され、特に、後者は海洋汚染が深刻なバルト海

東部の環境問題に焦点を合わせた活動を展開している3[河原2007:6J。

環パノレト海地域における環境協力は、基本的に、 EUやCBSS及びHELCOMのような

超国家もしくは国家間レベルの政策を基軸として、そうした政策に基づいた活動を様々な

専門領域を背景としてもつ環境NGOのネットワークが支えるといった重層的な協力の枠

組みの下に展開されている。本報告で取り上げたパノレト海島l興部の自治体によって組織さ

れる B7のネットワークに関しても、こうした環バルト海地域における重層的な協力の枠

組みの中で、バルト海の環境にその生活が直接的影響を受けるという島l興部故の特殊な利

害関係を有する自治体としての立場から、それは、 HELCOMやCPMRといった協働組織

と連携しつつ、環境問題に関わるそのワークグループの活動をはじめとして、バルト海の

エコシステムの維持に向けた自らの活動を地道に行っていると考えられる。2006年に示さ

れた環境問題に関する B7の短観においても述べられているように、基本的に超国家もし

くは国レベルでの政策を中心とするバルト海の環境問題において、島l興部の自治体の集ま

りである B7のようなネットワークにとっての最大の関心事は、「環境問題がヨーロッパの

海洋政策において正確かっ十分な形で考慮され、かっ、包括的なガパナンスの枠組みが満

足のいく方法で規制される」ことであり、また、そのために、「異なるセクター聞の交流と

調整が十分かつ効果的なやり方で運営されるJことであると考えられる [Aland

Chairmanship 2006 a: 2J。以上のように、環バルト海地域の環境協力の枠組みは種々様々

なアクターたちのネートワーク化のプロセスを通じて重層的な形で構築されており、同地

域の「環境政策ネットワークは、制度やレジームについての今日の学問領域における共通

の政策ネットワークについての概念化に対して一定の教訓を与え得るものである」

[VanDeveer 2011:52Jと言えるだろう。

おわりに

2004年のポーランドとバルト三国のEU加盟は、バルト海をEUの「内海」へと変え、

3こうした「パノレチック 21Jプロセスに参加する NGOの他に、環バルト海地域には、 「国境
を越えた情報エージェンシー (TEIA)Jや「国境を越えた協力のためのセンター (CTC)Jと
いった環境NGOのネットワークが存在している。前者はフィンランド、バルト三国及びロシ
アの情報を普及させるための非政府レベルでの国際協力を主な目的としており、また、後者は
エストニアとロシア両国のNGO聞の協力から成長した組織であり、持続可能な開発促進のた
めの越国境的な協力をその主な活動目的としている[河原 2007:6-7J。
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これにより、 EUはロシアをはじめとする旧ソ連諸国とさらに大きく国境を接することに

なった。欧州の北東周辺部に位置するバルト海の地政学的な環境は特殊なものであり、 EU

のこの東方への拡大プロセスは環バルト海地域における地域協力の在り方に大きな影響を

与えることになった。冷戦後の新たな状況の中で形成された環バルト海地域における協力

の在り方は包括的なものであり、また、その参加のための条件もユニラテラルなやり方で

提示されてはいない。それは多岐にわたる分野についての多元的な協力の形をとっており、

かつ、国家と NGOとの連携関係に見られるように、その活動はけっして「反国家」的な

性格を帯びたものではない。また、それは広域欧州、|の発展の中での地域協力として自らを

位置づけてはいるが、その協力の在り方は基本的に依存的な性格のものではない。環バル

ト海地域協力の多様性は同地域内の結束と差異の両面を受け入れる形でその調整が図られ

ており、そうした協力の形は、ロシアをけっして排除することなく、冷戦直後の域内にお

いて顕著な現象であった経済的もしくは社会的格差の程度を緩和しつつ、その環境の改善

に向けた域内東部の変化を比較的安定裡に導くことに成功していると言えるだろう[河原

2007:lOJ。

本論でも見てきたように、冷戦後の環バルト海地域協力は多層的かっ重層的なガパナン

スによって高度に制度化されている。即ち、それは、今日、 CBSSレベルでのトランスナ

ショナルな政府間関係、 EUレベルで、のスプラナショナルな関係、自治体レベルでのサブ、

ナショナルな関係及び私的セクターやNGOのネットワークの中での種々様々なステーク

ホルダーたちのグラスノーツな関係に基づく種々様々な活動によって推進されている。環

バルト海地域の地域協力においても、ナショナル・ガパナンスがその統治システムにおい

て未だ中心的な役割を果たしていることは事実であるが、同地域における「持続可能な発

展のためのガパナンスが、疑いなく、ネイション・ステートを越えたガパナンスの形態と

のナショナノレ・ガパナンスの結合を必要としているJ[Kern2011:32Jこともまた確かな事

実であると言えよう。多層的かっ重層的レベルでのトランスナショナルなガパナンスを特

徴として進められる環バルト海地域における地域協力の展開プロセスは、他の同様の地域

協力のそれと比べてとてもユニークなパターンを提示しているように思われる。というの

も、冷戦後の環バルト海地域の協力プロセスには、ネイション・ステートのそれを前提と

する「伝統的な形態のガパナンスの補強を手助けできる活発な市民社会と国境横断的に方

向づけられる都市や地域の両方を見出すこと」ができ、その両方が「様々な形態をとる多

数のステークホルダーの参加に依拠しているJ[Kern2011:32Jと考えられるからである。
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環バルト海地域は、冷戦終結から今日へと至る地域協力の歩みの中で、 NGOを中心と

した様々な分野におけるトランスナショナルな協力に向けてより緊密な市民的ネットワー

クを構築しており、そうしたプロセスは、 EU統合の深化と並行しつつ、同地域における

市民社会形成に向けての国民国家の枠組みを越えた新たな地域的アイデンティティの可能

性を模索する上での重要な試金石となり得るものであると言える。現在、 EUの地域政策

の「実験場」としての役割を担わされている域内ユーロリージョンの一つで、ある「パノレト

海マクロリージョンでは、「新しいハンザ」プロジェクトによる「古くて新しいマクロリ}

ジョンアンデンティティ」の創出が進められているJ[柑本2011:12J4。こうした環バルト

海地域に共通した新たなアイデンティティの創出をめぐる問題との関連において、 NGO

のそれらと共に、 B7に代表される島l興部の自治体間のトランスナショナルな協力のネッ

トワークを通じた一連の活動は、ナショナル・アイデンティティを前提とする従来の伝統

的なガパナンスの在り方とは異なる新たなアプローチの可能性を模索する上で考慮、すべき

有益な示唆を与え得るものであるように思われる。

これまで、「海洋に対しては長い間人聞がいろいろな形で作用してきたが、海洋の側から

見れば、移動、交易、環境、資源、生物、治安、安全保障、気象、地球物理など多くの事

象が相互に関係し合っており、また、海洋はもともとが境界なき超国家的性格をもつもの

である」と言える[秋山 2006:289J。故にこそ、島l興は、「インターリージョナルな協力に

慣れておりJ、いわゆる「鉄のカーテンJが取り去られた冷戦後の環バルト海地域の持続的

な発展において、「知識と経験の交換、ネットワークの構築及び増大する地域的影響にとっ

ての格好の促進条件を創出しているJ[Nordic Council of Ministers 1996:5Jと言うこと

ができる。その意味で、海を媒介とした有機的なつながりによって歴史的かつ文化的に結

びつけられた非国家主体によるトランスナショナルなネットワークを通じた B7による独

自の活動は、冷戦後の環バルト海地域における新たな秩序形成及び地域協力の在り方をめ

ぐる問題を考える上での興味深い「実験」となる事例をわれわれに対して提示する試みの

一つであると考えることができるであろう。

4本論では言及していないが、 EUによる環バルト海地域に対する地域政策を理解する上で、
特に EUにおける越境広域経営の実態分析を踏まえる形で同地域に対する地域政策のグランド
デザインとして 1994年に策定されたVASAB2010及びINTERREG11 Cを例証として論じた
柑本論文(r柑本2005J)は示唆的であり、本報告の執筆に当たって参考とした(文末の参考文
献を参照のこと) 0 
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地中海島興協力

一西地中海島唄連合(IMEDOC)を通じた政治経済的協力の現状一

玉田大

Inter-Regional Cooperation in the Mediterranean Sea: 

IMEDOC and its Political and Economic Cooperation 

Dai Tamada 

IMEDOC (Iles de la Mediterranee occidentale， the Inter-Regional Organisation of the Western 

Mediterranean Islands) is one of the forms of inter-regional cooperation and it's worth examining its objects 

and what it achieved. Firstly， the IMEDOC is constituted of relatively large islands in Mediterranean sea. 

Secondly， these islands have a common feature in the sense that they are in a low-developed economic 

situation. Thirdly， in EU institutions the islands， large or small， have been regarded as peripheries， which are 

objects of financial aid， but not the economy booster in EU economic situation. In these circumstances， there 

had existed an strong incentive for islands to make a cooperation relation among them， economically， 

culturally and on other aspects as well. However， there are some different aspects and features in western 

Mediterranean islands in the sense of their strong economic sectors. Especially， some islands have a good 

tourism sector and history of being regarded as a worldwide touristy area. But， on the other hand， other 

islands are not so highly evaluated by its tourism. What is more， there would be a problem of concurrence， if 

all the related islands will get together in the tourism. As far as the cultural background of islands is 

concerned， there can be a common history and linguistic character among them. Thanks to the hot weather 

and Roma history， as well as the mentality of islands， they have a common art history and same kind of 

literature. 

Even if the IMEDOC had the 0吋ectof boosting the economy of islands from the beginning， its 

cooperation field shifted from the economy to the politics. In other words， IMEDOC found its merits in the 

political struggle in the EU institutions. Consequently， IMEDOC became a political lobbying body in EU， 

and on this aspect， it gained a sufficient result: at the moment of the reform of EU treaty， IMEDOC 

succeeded to insert in it a new article which takes into consideration of the interests of islands. As the 

islands' problems were obviously those shared by the economically low-developed regions， it is realistic to 

shift their making efforts from the purely economic area to the highly political area. 

On the other hand， there remains some problems. Firstly and obviously， the islands have to improve their 

economic situation in its own countries and EU institutions， not by its lobbying activities， but by its real 

economic cooperation， such as developi 
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はじめに

本報告では地中海島l興群に焦点を当て、島l興問の地域協力関係の背景と発展可能性、さらに

協力関係の特徴と問題点について検討する。「地中海」の「島l興」協力に注目するのは、以下の

理由からである。

第 1に、 EU内での「地域Jの地位向上の動きの中で、地域協力が知何なる役割を果たし得

るのかを明らかにすることができる。 EUは国境の意味を希薄化させ、脱国家化を目指してい

る。すなわち、一方で国家の上に超国家的組織を形成し(国際組織)、国境の壁を低くしつつあ

る。こうして伝統的な国家主権の敷居を取り払おうとすると、必然的に国家領域内部の「地域」

が欧州政治経済の主体として登場するようになる(よりインパクトを有するようになる)。特に、

国家ではないものの、基礎自治体に止まらない「地域」は、歴史的に固有の政治経済秩序を有

しており、多くの場合、自治州や特別自治州として国家内に存在している。 EUはこうした「地

域」を活性化させることによって、調和のとれた単一市場の形成を目指していると言えよう。

第2に、「島|興Jは、周辺を海に固まれており、物理的に隔離された空間を形成する。そのた

め、本土とは異なる固有の歴史・文化と経済活動に支えられたアイデンティティを形成してい

ることが多い o また、地理的に近接していることから、歴史的にも交流が多く、周辺環境も同

ーであることから、島唄聞に共通する歴史・文化、交易圏も存在しており、島l興「地域」が形

成される可能性が高い。

第3に、物理的に隔離されており(特に島l興の場合は海洋によって隔てられている)、大都市・

首都圏から地理的に離れていることから、島l興地域は本国の経済活動の中心部との関連性や恩

恵を得ることができず、経済成長という点で遅れている(いわゆる経済中心地と周辺・地方の

問題)。この意味でも、大都市集中型の経済発展の中では経済格差が広がり、バランスのとれた

経済成長が困難となる。そのため、島l興地域の協力を通じた経済成長が望まれることになる。

第4に、地中海には数多くの島l興が存在しており、多様な歴史と経済状態を有している。さ

らに、国家間協力や EU内の制度の枠組みを超えた、島l興を中心とした独特の地域間協力体制

が構築されている。本報告で扱う「西地中海島l興連合JOMEDOC2) は、コルシカ、サルディ

ニア、パレアレス、シチリアの 4島l興で構成されるものであり、国家間組織ではない。すなわ

ち、国家の一部を構成する島l興が国家の枠組みを超えて協力関係を構築したものである。

IMEDOCが形成された当初は、対EUの事務連絡のツールに過ぎ、なかったが、現在では産業・

経済から文化・芸術交流までを広く扱う協力制度になりつつある。

なお、 EU内部では、後述のように「島l興委員会」や「地域委員会」といったテーマ毎の委

員会も存在しており、「島l興Jr地域Jr地中海」といったカテゴリー毎に組織が形成される。す
なわち、機能が重複する部分も見られる。この点も口述する。

l言語学上、 「島l興性J(insularite) という用語自体が「特殊性」という意味を含んでいるとい

う点を指摘するものとして以下を参照。 VanninaBernard-Leoni， (( Les iles de Mediterranee， des 
espaces autres ? Representations de la specificite insulaire corse >>， RUSCA， Avai1able at 
[http://www.msh-m.fr/editions/edition-en・ligne/rusca/rusca-langues-litteratures/Colloque・2009・Monde-
mediterraneenl Artic1es，357 /Vannina-BERNARD-LEONI・Les-i1es・de/Les-i1es-de-Mediterranee-des]. 
2 IMEDOC (Iles de la Mediterranee occidentale / the Inter-Regional Organisation of the Western 

Mediterranean Islands)は「地中海西部島l興連合」とも呼ばれる。 IMEDOCは仏語の略称である。
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1.目的と組織

1995年 5月9日に、3島l興地域の聞に基本合意が締結され、IMEDOCが形成された。 IMEDOC

は、地方自治体当局の聞で 1995年に形成されたものであり、当初はパレアレス、コルシカ、サ

ルデ、イニアの3島l興で構成されていた。

1.目的

IMEDOCの組織目的は、「島l興間の恒久的な組織的協力を促進する」こととされている。さ

らに、 IMEDOCの主要な目的は、「地中海島l興の共同戦線 (unfront commun) Jを形成すること

とされている。また、経済・社会レベルに加えて、文化レベルにおいても統合発展の視野のも

とに共同戦略を策定することを目指す。協力の範囲は以下のものである。①共通利益の促進、

とりわけヨーロッパ諸機関に向けて IMEDOCや島l興の現状を知らしめるための単一の発信体

となること、②地域行政体の間での経験の相互交換、政治経済主体の調整活動の成果の相互交

換、③経済、社会、文化の協力の促進、である。なお、 1999年には新たに以下の目標が付け加

えられている。④EUの他の島l興との間の接触と協力を強化すること、⑤欧州プログラム(特

に INTERREGIII B) との連携を維持すること、⑥欧州周辺海域地域会議(1aConference des 

r匂ionsperipheriques maritimes d'Europe)の作業に積極的に関与すること、である。こうして、

1999年時点から、 IMEDOCは他の協力体や組織との連携等を強く意識していくことになる。

IMEDOCの設立文書(1995年)の序文では、当該組織が優先的に協力関係を持つのは、次の

分野とされている。①参加島l興地域の行政機関の間での経験・手法の交換、②島瞬間の経済的・

社会的・文化的協力関係の促進、③島l興地域と地中海地域における共同の利益の促進、である。

さらに、以下の分野に特に重点が置かれている。①移動・運輸インフラ、②経済活動、ビジネ

ス、労働の促進、③文化と観光の 3つである3。①の運輸インフラに関しては、通常は高速道路

等の整備を指すが、地中海島l興部においては、港湾・海上輸送網の整備における協力関係を意

味する。また、場合によっては空港整備も含まれる。類似の協力組織である TheMediterranean 

Archの場合は、地中海の主要な海港(バルセロナ、マルセイユなど)へのアクセスを確保する

ことに重点が置かれることになるが、これに対して、 IMEDOC(Balearic Islands， Corsica， Sardinia， 

Sici1y)の場合は、島瞬間を結ぶ交通網の整備に重点が置かれている40

なお、最後の点に関連して、 IMEDOCは島l興同士の間の協力関係の構築を目的としている。

例えば、地中海にはIMEDOCに類似したものとして theMediterranean Archという地域間協力制

度が存在している。これは、同じく海洋協力を基盤としたものであるが、地中海沿岸に存在す

る主要海港(バルセロナ、マルセイユなど)の連携を主体としたものである。これに対して、

3 Antoni Dura，“A Typology of Agents and Subjects of Regional Cooperation: the Experience of the 
Mediterranean Arch" ， Institut Universitari d'Estudis Europeus， Working Papers On Line (WPOL)， 
avai1able at [http://www.iuee.eu/pdf-publicacio/153NwmgtOQKX7HR5Bb5yOFz.PDF]， p.8. 
4国境を越えた島l興間交通の促進は、 IMEDOC構成島瞬間の協力を促すための大きな原動力に

なると考えられている。海上交通インフラを整備することにより、島瞬間移動者を増加させる

ことが想定されているのであろう。 IMEDOC間の海上交通網の整備における協力関係につい

ては、以下の文献を参照。 XavierPeraldi，“Service public de transport transnational et cooperation 
interregionale: elements de reflection a propos de certaines i1es de la Mediterranee occidentale"， UMR 
CNRS LISA nO 6240・Universitede Corse， avai1able at 
[http://www.scd.univ-metz.fr/9497・xavier-peraldi-service-public-de-transport-transnational-et-cooperati
on-interr-gionale-l-ments・de-r-flexi on -propos-de-certaines・de-m-diterran-e-occidentale].

-49-



本稿で見る IMEDOCは、島唄間及び島唄と沿岸国との間の協力体制を主眼としている5。この

点で IMEDOCは「島l興」そのものに焦点があたっていると言えよう。

2.組織

IMEDOCは独自の運営組織を有しており、単なる会議体や協議機関ではない。ただし、この

機関は強い権限を集権的に有するものではなく、ある程度分権的な組織が目指されている。す

なわち、各島l興の独自性や自立性を尊重しながら、島l興間で共有し得ることを IMEDOCを通じ

て集約していくことが目的とされている。組織形態は以下の 3つである60

①運営委員会(IeComite de Direction) :関連島l興地域の代表で構成される政治的機関である。

1年交代で委員長を互選する。 IMEDOCの全般的な方針を定め、決定された活動計画を執行す

る責任を有する(年に l回以上の委員会を開催し、活動計画を採択する)。専門事務局の運営の

指揮監督を行う。委員会は各島l興の執行権の長によって構成される。

②作業部会 (desgroups de travail) : IMEDOC運営委員長を出している島l興が同時に作業部会

の責任を持つ。島l興間関係の深化、対EU交渉技術の交換、 IMEDOC活動計画案の策定を行う。

③専門事務局(IeSecretariat technique) 運営委員会と作業部会の会合について、準備と調整

を行うための組織であり、委員や部会構成者に対して必要な専門知識を与える。事務局は、各

各構成地域の関連機関から構成される(例えば、コルシカ地域庁地中海対外関係課専門職員な

ど7)。

3.プロジェクト

IMEDOCが実施している(および今後実施する予定の)プロジェクトは以下のものである80

①環境および天然資源の保護

そもそも島l興のエコシステムは脆弱であり、環境問題としては特に火災や廃棄物放棄が該当

する。環境保護のために、「島l興間」ネットワークを形成し、危険な箇所の統合的管理を行うこ

とにする。 RevparMedocプロジェクトを立ち上げ、辺境遺産の活性化ネットワークの形成を行

う。 MedWetプロジェクトは生物多様性および湿地帯資源の保全を目的としており、当該空間

の統合管理を目指している。

②経済技術の統合発展

第 1に、 LINAIRプロジェクト:欧州大陸と地中海島l興の聞のアクセスを強化し、空路交通

手段を改善する。第2に、 SystemOn Lineプロジェクト:島l興における公共情報へのアクセス

を確保する。第 3に、 ISOLATIOプロジェクト:島l興に適した発展モデ、ルを定めるためのマー

ケティング戦略の策定。

③言語・文化・美術協力

地中海島l興の共通遺産の特定および開発のために、以下のプロジェクトが策定されている。

5 Antoni Dura and Xavier Oliveras， supra note (typology)， p.8. 
。ClaudeOlivesi， << La cooperation inter・insulaireen Mediterranee >>， Etudes internationals， vo1.30， 
no.4 (1999)， available at [http://id.erudit.org/ideruditl704087ar]， p.760.長谷川秀樹「国境を超える島
瞬間連携一地中海西部島唄連合(IMEDOC)の形成-J しま 45巻 1号 (1999年)33・34頁。
7その他、以下の機関がかかわっている。 CentreBaleares Europe， Services des Affaires 
europeennes des regions Sardaigne et Sicile， la Mission de la cooperation decentralisee de la 
Collectivite Territoriale de Corse. 
8 Les Programmes de cooperation decentralisee. Jeudi 22 Octobre 2009， avai1able at 
[htto:/ /www.corse.fr/Les-Programmes-de-coooeration -decentralisee a55 5. html1. 
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第 lに、博物館ネットワーク・プロジェクト:コレクションの活用、共通の展示等を通じた

協力体制を構築する。第2に、島l興に起源を有する美術的影響や学派の特定。第3に、島l興体

育祭 (Jeuxdes Iles) 毎年、各島l興において若年スポーツマンを招集する。その他にも、学生

交流や研究者交流(コルシカ大学内)なども実施されている。

4.参加拡張

IMEDOCは 1995年の発足当時はバレアレス諸島、コルシカ島、サルデ、イニア島の 3島唄地

域で構成されたが、 2000年にはシチリア島が参加し、 4島l興地域となった。さらに、 2004年に

クレタ島が参加することになった (2004年 10月に新しい合意が締結されている)。その後、2006

年にクレタ島を統合し、名称も変更され、 IMEDOCから EURIMED(Euroregion of the Islands of 

the Mediterranean) となった。 IMEDOC時代には地中海の「西部J(occidental)という制限があ

ったが、 EURIMEDではこの制限が外れた。すなわち、地中海の「東部」に位置する島l興をも

対象とし得るものとなり、全地中海を対象とする組織へと拡大した。現在では、パレアレス諸

島CIlesBaleares)、コルシカ(1aCorse)、クレタ島(1aCrとte)、サノレデ、イニア島(1aSardaigne)、

シシリア島(1aSici1e)が構成主体となっているが、 IMEDOC以来の組織目的は維持されている

9。さらに、今後も他の地中海島l嘆地域(マル夕、キプロス等の島l興)へのメンバー拡張が予定

されている。

11.地中海島唄という存在

IMEDOC (後に EURIMED)は、「地中海Jにおける「島l興J聞の「協力Jという点にその特

徴、さらには長所・短所が見られる。以下、こうした地政学的な位置づけを確認しておこう。

この点では、特に国家間協力と異なる地中海の島l興(i1ands)の性質や特性について言及してお

く必要がある。

1.国家の一部

第 1に、「島l興Jの社会的位置付けを考える際には、当該島l興(群)と所属「国家」との関係

を見ておく必要がある。地中海には数多くの島l興が存在しているが、その大きさや経済規模は

大きく異なる。さらに、伝統的に 1つの国家として存在してきたものもあるが(現在のマルタ

やキプロス)、今日では多くの島が特定の国の領域内に組み込まれ、自治領や特別自治領として

自治体を形成している 10。すなわち、太平洋やカリプ海では島l興国家が存在し、「島l興=国家」

という単位が成立しているのに対して、地中海では「島l興手国家」となっており、多くの島l興

は国家の一部を構成した上で、さらに大陸と隔離された辺境に位置する。

IMEDOCを構成する島は、コルシカ島(フランス領)、シチリア島とサルディーニャ島(サ

ルディーニャ自治領) (イタリア領)、パレアレス諸島(スペイン領内の自治州)と所属する国

9 Marina Casula， (( La Corse : Une ile-pr吋etau coeur de la Mediterran白川 Espritcritique. Revue 
intemationale de sociologie et de sciences sociales， avai1able at 
[http://www.espritcritique.frlDossiers/article.asp?t03code= 156&varticle=esp 130 1 article09&vrep= 130 1 
#]. 

10近代国家形成以前から、欧州諸国と地中海地域の間に広域ネットワークが存在していた点

に注目するものとして、山内進「ヨーロッパ・地中海国際共同体」一橋論叢 110巻 4号 (1993

年)670頁を参照。こうした主張は、現代国際法学における「ヨーロッパ主義」に対して、中

世からその他の国際共同体が存在していたことを根拠として反論を試みるものである。
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が別々である。従って、島l興間協力は「国家J間協力ではなく、国家内の地域・自治領の聞の

「地域J間協力体制を意味する。なお、各島l興の本国との関係、は島l興毎に異なり、一様ではな

い。例えば、コルシカ島は 1982年から特別な地位を認められている。ただし、フランス政府に

従属性を有しており、規律立法権限を有さず、財政自主権も有さない。これに対して、サルデ、

イニア島はイタリア政府に対して自治権を有している (1948年以降)11。パレアレス島l興は 1983

年以降自治権を認められている(ただし、 1979年から半自治権を認められていた)。シチリア

島は 1946年から自治権を有している。なお、各島l興毎に独立運動が存在しており、大陸諸国(所

属国家)からの分離独立を目指す一部住民の意思が存在していることを示している。

2.独自性・独立性

第2に、以上のように地中海島l興は国家帰属性という大前提を有することになるが、同時に、

固有性や独自性、独立性を有する。歴史的に IMEDOC島l興は大陸から隔離されており、独自の

文化・言語を発展させてきた。多くの地中海島興が沿岸諸国の領有権紛争の対象となり、上記

のように各国に分割領有されているが、現在でも独自性を残しているのはそのためである(特

別自治外ほして一定程度の独立性が認められる)0IMEDOCの構成島l興は地中海でも特殊な歴

史的背景を有している。すなわち、現在は個別の国家体制に統合されているものの、その規模

からして伝統的に国家を形成し、独自の文化形態を発展させてきた地域である。この点につい

て、 IMEDOCと他の地中海島唄の比較を見る上で、次の言及が参考になる。「日本語のクニに

相当するものが[…]存在すると、クニを成立せしめるような大きさの島、そして場合によっ

ては、一つの国家で、あった歴史をもつような島、地中海で言えば、サルデーニアやシチリアな

どは、規模がずっと小さく、外部のクニや国家の影響をたえず蒙ってきた島と同列に扱うこと

はできない。ここで、島l興社会というのは、そのような小さな島について言うのであって、そ

の開放性とは、本来のクニや国家をかたちづくりえないが故の外部依存性または外部従属性の

ことであり、その閉鎖性とは、あまりに狭小な空間において、住民の査められ変形されたクニ

意識、あるいは、一般に小さな島で政治・経済および情報の流れの空間システムが示す諸特徴

なのである12J。このように、地中海の小島l興群が島唄に固有のメンタリティを保持しているの

に対して、 IMEDOC島l興群は(規模が大きいことから)国家形成の歴史を有しており、「外部

依存性」や「外部従属性」を有さない点に特徴があると指摘されている。従って、これらの島

l興はいわゆる「島l興J固有の性質を有している訳ではない。他方で、現行の国際秩序の中では

国家足り得ない存在であり、中間的な存在であると言えよう。 IMEDOCは「国家」間協力では

なく、「地域間J(inter-regionaI)の協力システムであると言われる 13。さらに、 EU内の問題と

して、島l興地域は周辺問題を抱える。すなわち、島l興地域は一般に「低開発地域」に該当して

おり、 EU内では補助対象地域に入る(か入らないかが問題になる)地域である 14。この意味で

11 Emmannuel Bemabeu-Casanova， supra note (destin)， p.161. 
12竹内啓一「島l興社会の変貌ーマルタ諸島のゴゾ島における事例一」一橋論叢 80巻 6号(1978

年)769頁。本論文では、マルタ島の外部依存性が詳細に検討されている。
13 Antoni Dura and Xavier Oliveras，“A Typology of Agents and Subjects of Regional Cooperation: the 
Experience of the Mediterranean Arch"， Institut Universitari d官'studisEuropeus， Working Papers On 
Line (WPOL)， available at [http://www.iuee.eu/pdf-publicacio/l53IYwmgtOQKX7HR5Bb5yOFz.PDF]， 
0.17. 
M FraIIpoh Taglioni，“Recherches sur les petits espaces insulaires et sur leurs organisations regionals"， 
vol.II， Memoire d'habilitation a diriger des recherches， Universite Paris IV Sorbonne UFR de 
Geographie， 2003， available at [http://tel.archives-ouvertes.fr/docs/00/04/71133IPDF/these.pdf]， p.32. 
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は、歴史的・文化的な独自性・固有性とは逆に、経済的には「外部依存性」や補助を知何に得

るか、という点が問題となる。

3. EUとの関係

第 3に、太平洋島l興群と異なり、地中海島l興は地中海(半閉鎖海15) に位置しており、周囲

を大きな経済圏に固まれている。すなわち、地中海北岸の EU加盟国(フランス、イタリア、

ギリシャ、スペイン)と地中海南岸のマグレブ諸国(チュニジア、アルジエリア、リビア、モ

ロツコ、エジプト)に固まれている。さらに、近年は地中海の北岸と南岸の聞の直接的な経済

協力関係が推進されており、「地中海のための連合J(Union pour la Mediterran白 :UPM)が始動

している 16。すなわち、地中海内にある島l興群は、地中海の北岸と南岸の狭間にあって、取り

残される危険がある。そこで、地中海島l興は、地中海を跨ぐ大きな経済連携の動きに対して、

独自に協力して自らの地位の保全を図っていく必要がある。実際に、 IMEDOCは島l興の地位の

向上を目指して、 EU機構内部で政治的活動を活発に展開することになる。上記のように、国

家領域の一部に組み込まれた「島l興」は、伝統的に所属国家との関係での地位向上を目指して

いたが、 EU統合の動きが加速する中で(さらに EUと外部の関係にまで規律範囲が広がりつつ

ある中では)、対「国家Jの政策ではなく、むしろ対 fEUJの政策が求められるようになって

いると言えよう。

4.IMEDOCの共通点

以上のような構造的な側面に加えて、 IMEDOCを構成する地中海西部の島l興地域には、共通

点が多く、この点が連携を促進させる背景にあると考えられる170 第 1に、それぞれの島l興の

間の距離が近く、島l興という地理的条件から、気候や生活習慣が類似している。第 2に、ロー

マ帝国の支配を受け、その後は地中海沿岸に生じた都市に支配されるという共通の歴史を有し

ている。第3に、国家言語(共通言語)とは別に地域に固有の現地語を有しており、この言語

が島瞬間で極めて類似している。第4に、農業形態が類似している(オリーブ栽培などの一次

産業)。このように、政治形態や経済状況においての相違は見られるものの、伝統的に近い存在

にあることが連携・協力を促す背景にあるものと考えられる。

以上のように、地中海地域島l興の協力体制には独自性が見られる。①固有の歴史的背景を持

った国家類似の自治体が存在しており、②海洋利益を中心として島瞬間の協力の基盤が存在す

る、③経済的には後開発状況にあり、必然的に島l興聞の経済協力が求められる、という点であ

る。地域間協力の研究対象としては極めて興味深いと言えよう。

15地中海は外洋に繋がっているため、完全な閉鎖海ではなく「半閉鎖海J(semi-enclosed sea) 

(国連海洋法条約 122条)と考えられる。国際司法裁判所(ICJ)は、リビアとマノレタの間の大

陸棚境界画定事件の判決(1985年)において、地中海を「半閉鎖海」と表現している。 Case
concerning the Continental Shelf (Libyan Arab Jamahiriya / Malta)， Judgment of 3 June 1985， I.c.J. 
R々ports1985， p.31， para.48. 
16 Commission of the European Communities， Brussels， 20/05/08 COM (2008) 319 (Final)， 
Communication from the Commission to the European Parliament and the Council， Barcelona Process: 
Union for the Mediterranean.吉田敦 fEU・地中海自由貿易圏設立構想ーマグレブ諸国との経済

関係を中心として一」商学研究論集 10号(1999年)381・398頁。
17長谷川秀樹「国境を超える島l興関連携一地中海西部島l興連合(IMEDOC)の形成一」しま 45

巻 1号 (1999年)25・26頁。

q
d
 

F
同

υ



111.経済的協力

上述の「地中海連合Jのように、国家の枠組みを超えた連携・協力制度を構築する際には、

必然的に経済連携が中心的な目的とされていることが多い。実際に、投資環境や大型公共投資

を考える際に、先進経済固と後発経済圏の協力関係は大きなインパクトをもたらすことが期待

される(先進経済圏から後発経済圏への海外直接投資を促すことが可能となる)。地中海島l興間

の連携・協力においても、経済発展や経済協力を想定しがちである。実際にこうした側面が宣

伝されている部分もあるし、最終的な目的はこの点にあると考えられる。しかしながら、島l興

間協力を推進する上でまず重要な点は、各島l興の経済状況と協力可能性を個別に把握すること

である。特に、経済成長を目指す場合、如何なる形の連携が望ましいのかが問われる。

1.経済状況の相違

一口に「島l興地域の経済」といっても、島l興ごとに置かれている経済状況も異なれば、産業

形態も微妙に異なるのが通常である。 IMEDOC構成島l興においても個別の島l興で経済状況は大

きく異なる 18。第 1に、パレアレス諸島は欧州地域内でも屈指のリゾート地であり、観光開発

が進んでいる。ただし、パレアレスでは逆に、その他の産業が発展していない点が問題視され

ている(この点については後述)。第2に、サルデ、イニアは、戦後、イタリア政府の産業計画(南

部開発計画)に従い大規模な石油精製工業が発展した。特に、アフリカおよび中東地域から原

油を輸入し、これを加工して北部都市部へ出荷する中継工業地になることが期待されていた。

しかし、サルディニアでは石油化学工業がその後不況となり、失業問題が発生している。第 3

に、コノレシカはフランス政府による開発政策が不十分で、あった。 60年代に、フランス政府が農

業開発と観光開発の 2つの公団を設置したが、十分な成果を上げることができなかった。

以上のように、 IMEDOCの当初の参加地域である 3つの島l興では、いずれも先進産業が育っ

ておらず、各所属国家の中では経済後進地域であると位置づけることができる。さらに、 3つ

の地域に共通するのは、いずれも第3次産業の比率が極めて高いという点である。パレアレス

の場合は、主要産業である観光業の割合が圧倒的に高く、コルシカとサルテ。イニアでは公務員

の割合が大きい。すなわち、いずれの地域でも工業化産業の育成が遅れていると言えよう。

2.経済後進地域性

次に、地中海島唄に共通する特徴として経済後進性について具体的に検討しておこう。例え

ば、コルシカ島(面積ではフランス領土の1.6%を占める)はフランス GDPの0.3%しか占めて

いない。同様に、サルディニア島(面積ではイタリア領土の 6%を占める)はイタリア経済の
2.2%を占めるに過ぎない190 すなわち、島l興部分の経済は大陸本土の経済に比べ、総じて貧弱

である20。そのため、一見すると IMEDOC(後に EURIMEDOになる)は、経済開発協力を目

的としたものであるように考えらえるが、この点には注意が必要である。というのも、島l興間

18長谷川秀樹・前掲注(国境を超える 1999年)26頁。
19 Emmannuel Bemabeu・Casanova，“Un(( destin corso-sarde >> dans le cadre de l'Union europeenne ? 
l'esquisse d'un reseau geopolitique des iles des la Mediterranee occidentale"， La Decouverte， Herodote， 
200114， No.103， available at [http://www.caim.info/re刊かherodote-2001-4十 152.htm]，p.153. 
20 なお、一般的に、島l興地域が本国内で周辺・辺境の地位に置かれ、劣悪な政治・経済環境

を強いられてきたという歴史を指摘するものとして、以下の文献を参照。佐藤幸男「島l興・平

和学の試み:新たな世界認識の一道標としてJIPSHU研究報告シリーズ no.42page.51-75 
(200903) [http://home.hiroshima-u.ac.jp/heiwa/Pub/42/4SATO.pdt]， 1・25頁参照。
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の経済的交流が歴史的に活発だったわけではなし、からである。例えば、コルシカ島とサルディ

ニア島の聞には経済的に相互交換(交易)可能なものが存在していない。むしろ、コルシカ島

とサルディニア島の場合、同じ農業分野で競合関係にある21。従って、島l興間協力とは言うも

のの、両島問の交通が何によって拡大するのかという点は明らかではない220

3.観光プロジェクト

そうした中でも、 IMEDOCにおいて経済的成長を期待できる分野として観光業がある。そこ

でまず IMEDOCによって採用された観光分野のプロジェクトについて検討しよう。地中海地域

は伝統的に世界的な観光名所が多く、産業促進の余地・可能性が高い。とりわけ、 20世紀最後

の 10年は、 IMEDOC地域においても大型集客観光方式が発達し、多くの観光旅行者が訪問し

ている。また、健康目的やビジネス目的の旅行も増えており、単なる観光旅行者の獲得以外に

も観光業が拡張する可能性が認められる230

IMEDOCでは、具体的に以下の観光プロジェクトが採用されている24。①LINAIR計画:本プ

ロジェクトは、島l興地域と大陸本土との間の空路(航空便)が欠知していることを改善するこ

とを目的としている。とりわけ、アクセス強化の可能性の条件を特定することを目的としてい

る。なお、現状では、 IMEDOC島l興へのアクセスは海上交通が主体となっている。②認証され

た欧州路 (LaRoute europeenne des Sens Authentiques)計画:農業と観光業のコースを共同で運

行するものである。

なお、 IMEDOCを構成する島l興群は、島l興観光という観点から次の特徴を有している。

第 1に、いずれの島l興も温暖な気候に恵まれており(地中海気候)、ヨーロッパ観光(大陸側

の観光)との間に交通上の結び付きがあり、政治・社会・経済的に安定しており(犯罪発生が

少ない)、観光用のベッド数が一定程度確保されているという点である25。ただし、 IMEDOC島

l興のこうした類似性は、経済的な観点から見れば、島l興間で観光業上の競争関係にあることを

意味する。

第2に、観光者数の点では、パレアレス諸島の観光者数は IMEDOC全体の観光者数の半分を

超えている。島l興を通過した人数(通過するだけで宿泊しない観光者数)では、全体で 1870

万人のところ、パレアレス島l興だけで 960万人である。また、宿泊者数では、全体で 880万人

のところ、パレアレス島l興だけで470万人である。さらに、観光者用ベッド数でも、全体の861000

のうちの 415000をパレアレス島が占めている。

第3に、 IMEDOC島l興観光者の特徴は、そのほとんどが欧州地域からの観光者であるという

点であり、しかも、各島l興の本国からの観光者が極めて多いという点である26 (結局は、自国

国内の地方に旅行に行く人が多いことを意味している)。

?一 Emmanm凹melBerna油be釦u-Ca削
;f &EmmmIm捌na叩nnuelBerna功be釦uルω1ト-Casanova
3 Ca紅rlesManera and Ja加umeGa訂ra加uTa油berner，巳，“TheRecent Evolution and Impact of Tou町I汀rismin the 
Mediterranean: The Case of Island Regions， 1990・2002ヘNotadi Lavoro 108.2006 (2006)， available at 
p句://www.feem.i山serfile仇 ttach/PublicationINDL2006別DL2006・108.pdf]，p.7 
4 (( La sardaigne， un exemple pour le developpement touristique de la cor-se? >>， Rapport d'etude 
annuel. Institut Regional d' Administration de Bastia， XXVとmepromotion (( S如何ue>>(2005・2006)，
0.14. 
25 Carles Manera and Jaume Garau Taberner， supra note (The Recent Evolution)， p.l0. 
26 Carles Manera and Jaume Garau Taberner， supra note (The Recent Evolution)， p.11.全体の観光者
数の中の 80%がイタリア、 ドイツ、英国、フランス、スペインからの観光客で占められてい

る。
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第4に、地中海気候が IMEDOC観光業の魅力であるが、逆に観光に適した季節が特定の季節

(夏とそれ以前)に集中する。特に 5月から 6月の数週間に観光客が集中する傾向があり、観

光客の過度な密集により、ベッド数を知何に確保するかが問題となる。

第5に、 IMEDOCの全体を通じてみた場合には、観光者数は増加傾向にあるが (1990年から

2002年にかけての統計)、地中海観光という点から見た場合、地中海観光に占める IMEDOC観

光者の割合は減少傾向にある。すなわち、観光市場における IMEDOCの集客力が低下している

ことが分かる(IMEDOC以外の地域や島l興も観光集客に力を入れていることを意味している)。

第6に、 IMEDOC島唄の中でも観光業の発展レベルには差が見られる。すなわち、バレアレ

ス島l興のように、既に観光業に大きく依存し、観光業界での投資の成果を享受してきた地域も

あれば、シチリア、コルシカ、サルデ、イニアのように、今後の観光産業の発展の余地を残して

いる地域もある。この点でも、 IMEDOCという括りで産業振興を論じるのではなく、島l興ごと

のきめ細かい議論・再策立案が求められると言えよう。また、パレアレス島l興以外の IMEDOC

構成島l興が観光業を発展させた場合、観光業界における競合関係になる危険も考えておく必要

がある。

4.懸念

さて、 IMEDOC島l興においては、上記のように観光業に特化した産業政策が推進されるもの

と考えられるが、他方で、観光業に特化する(あるいは今後さらに特化していく)ことに対す

る懸念も指摘されている(なお、伝統的に観光業の強いパレアレス島唄以外の島l興においても

観光業を中心に産業を発展させようとする傾向が見られる)。

第 1に、島l興経済は観光業に特化した経済(モノカルチャー経済)であるため、他の業種と

の関係で、バランスのとれた経済成長が可能か否かという点について、経済学者の間でも見解が

分かれる。特に、観光業に過度に依存する場合、外部的要因(気候、事故・事件、欧州経済危

機など)の影響を受けやすく、産業としての安定性に欠けるからである。

第2に、観光産業を促進させた場合、関連地域内の就学率等が上がらないという問題がある。

すなわち、観光就業者には高いレベルの技能が要求されないことから、一方で多くの就業者を

抱えることが可能であるが、他方で、高度専門知識や大学就学率(高学歴就業者数)が上昇せ

ず、産業の高度化(あるいは他の高度化された産業形態への移行)が望めないという問題が生

じる。

第3に、観光業の場合、労働時間との比較では生産性が高くないため、長時間労働・低収入

という構造的問題が発生し、経済発展に長期的に資するか否かが問われる。後述するように、

島l興経済の発展には、成長戦略を構築しえる基幹産業の成長を促すことが求められるため、観

光業の振興については、慎重に検討していく必要があると言えよう。

IV.政治的協力

以上のように、地中海島l興地域においては島l興間の経済協力や共同開発を行うという強いイ

ンセンティブや発展の原動力を見出すのは困難で、ある。とりわけ、島瞬間に特化した形での経

済協力関係を構築するのは困難な状況にある。ただし、地中海島l興地域は低開発地域として共

通の問題を抱えており、その解決にあたっては、一定の政治的協力関係を必要とする。実際に、

IMEDOCの協力関係において注目され、成果を上げていると評価されるのは、実は経済分野で

はなく、政治分野である。以下、 IMEDOCの政治的協力関係とその成果について検討しよう。
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1. EU政治への介入

IMEDOCは地中海島l興の協力組織であるが、そもそも EU域内における島l興間協力には独特

の政治力学が作用する。第 1に、 EU機構が規律権限を有する点である。すなわち、非国家主

体である島l興地域(複数の島l興間の協力体)が EU圏内で特定の利益確保を目指す場合、当該

地域に関する規律主体が所属国家ではなく、 EU諸機関に移行している。第 2に、所属国家が

島l興優遇政策や島l興経済の振興政策を放棄している。その結果、政治的には「地域」が自己の

利益を増大させるためには、所属国家ではなく、 EU機構そのものに政治コストをかける必要

がある27(逆に言えば、 EU機構内での政治的インパクトを増大させることによって、所属国家

内での地位を向上させるしかない28)。

以上のような前提から、島l興地域の発展・振興を目指した IMEDOCがEU政治に働きかけを

行ったのは必然的なものであり、妥当な戦略で、あった。しかも、一定の成果を得ており、この

点は高く評価できる。この点に関しては、島l興を中心とした地域連携や協力関係の構築が、単

に情報交換や人的交流といった初歩的なものでは全く十分ではなく、むしろ EU内の政治動向

までを見据えた国際政治舞台に乗り込むという戦略が求められていることを物語る。

2.政治的課題

上記のような政治的環境の中で、 IMEDOCが知何なる政治的課題に取り組もうとしていたの

か(しているのか)という点について次に検討しておこう。

第 1に、 IMEDOCの政治的環境の特徴は、外部依存性が強い点である。すなわち、各島l興が

所属本国あるいはEU機構からの補助金等に頼らざるを得ない経済状態にある。

第 2に、 EU地域政策と加盟国の地域政策が抵触する場面において島l興地域がその狭間に落

ち込む。加盟国の内部では、低開発地域や後進地域を優遇し(補助金制度や特別税制を利用す

る)、圏内経済格差を縮小してバランスのとれた国土開発を行う必要がある。これに対して、

EU機構は域内 (EU全域内)の自由競争を尊重し、特定国が特定地域を優遇すること(保護主

義)に対しては厳しく規制を行う。そのため、島l興地域の経済支援政策に関しては、所属国家

の立場(補助政策)と EUの立場(補助金禁止)の間で車L牒が生じる。

第 3に、 EU内では自由市場形成と競争原理の維持に加えて「経済社会的結束」も重視され

ており、 EU域内の地域間格差の是正も目指されている。ただし、地中海島l興地域は一般には

低開発地域ではあるが、EUが指定する補助対象地域には該当しないレベルにあることから、「構

造基金J(fonds structurels)を得る対象とならない。ちなみに、 fEU構造基金jの問題は、IMEDOC

の設立文書においても指摘されており、構造基金に対して島l興の実情を知何に反映させるか、

と前文で述べられている29。特に問題視されているのは、構造基金が島l興本国(イタリア)に

配分された場合で、あっても、イタリア政府から島l興(シチリア島)にまで適切に配分されない

という問題が生じていた300

27 CPRM Institut de la Mediterraneenne， L'そ酔tde la zone de Iibre echange sur les iles 
mediterraneennes， INTERREG IIc Dossier thematique: Thとmepolote par la region Corse， Septembre 
2000， avai1able at [http://www.femise.org/AMI/pdf/ILES-FTI.pdf]， p.15 . 
.1.0 Emmannuel Bemabeu・Casanova，supra note (destin)， p.172. 
29長谷川秀樹・前掲注(国境を超える 1999年)29頁。

30 Catherine Cagnina， L 'Europe et la decentralization sous l'eclairage des exemples francais et italien. 
L'application des dispositions communautaires en matiere de decentralization en France et en Italie， 
These de doctorat en droit， Universite Jean Moulin Lyon 3， Ecole doctorale: doit et Universita degli 
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3.政治的協力

こうして、経済協力以外で島l興間の連携が求められたのが政治的活動の分野であった31。す

なわち、政治的弱者であると自覚する島l興地域は、政治的に連携を図り、各所属国家およびEU

組織内での政治的発言力(ロビー活動)の活性化を目指した320 IMEDOC/EURIMEDの実情を

見ると、目標とされている経済発展協力よりも、むしろ政治活動協力に主眼が置かれていると

評しえる。しかも、 EU統合の動きの中では、所属国家への働きかけ(伝統的に国家内で冷遇

されてきた歴史を有している)よりも、むしろ EU諸機関への働きかけの方が有効であり、実

際に IMEDOCの政治活動の対象は EUとなる330

では、 IMEDOCの政治的協力は知何なる成果をもたらしたのであろうか。 IMEDOCは、 EU

内の各種部会やシンポジワムで活発な活動を行い、 EU委員会や欧州審議会の下部機関である

辺境・海洋地域委員会を通じて、条約改正交渉に携わる担当官に島l興および島l興性の重要性を

認識させることに成功した34。その大きな成果が、アムステノレダム条約の中の低開発地域に対

する特別考慮条文の対象の中に「島l興Jという文言を挿入することに成功した点である(マー

ストリヒト条約 130条A項の改正)。

アムステルダム条約 130条a項は次のように規定する(改正後規定)0rとりわけ、 ECは、各
種地域の開発レベルの間の格差を是正し、農村地帯を含む低開発地域または島l嘆における開発

遅滞を是正することを目指さなければならないJ。“Inparticular， the Community shall aim at 

reducing disparities between the levels of development of the various regions and the backwardness of 

the least favoured regions or islands， including rural areas"戸

さらに、同条約では、付帯決議が付されており、その中で島l興に関する宣言が含まれている。

すなわち、付帯決議 30r島l興地域に関する宣言」は次の文言である。「本条約の制定会議は島
l興地域が島という地位に起因する構造的障害を被っており、それが恒久化していることから経

studi di Cassino， p.181. 
31地中海島l興の協力関係の基礎づ、けになっているのが、経済的・歴史的・地理的な結びつき

ではなく、むしろ政治的な結びつきであることを的確に指摘するものとして、以下を参照。
Emmannuel Bernabeu・Casanova，supra note (destin)， p.171. 
~~ Claude Olivesi， (< La cooperation inter・insulaireen Mediterranee >>， Etudes internationals， vo1.30， 
no.4 (1999)， avai1able at [http://id.erudit.org/ideruditI704087ar]， p.751.なお、各島l興本国における

政治活動については以下の文献が詳しい。 EmmannuelBernabeu・Casanova，“Del'ile de Corse a 
l'Ile-de・France，les elus d'origine corse a Paris et dans les Hauts-de-Seine"， Herodote， no.95 (1999)， 
pp.114・144.
33 Claude Olivesi， supra note (La cooperation)， p.751.なお、欧州島l興地域の EU内での政治闘争

は 1970年代に遡る。 1979年には「欧州島l興共同行動」概念が初めて登場し、欧州海域辺境地

域会議 (Conferencedes regions peripheriques et maritime: CRPM)の枠内に「島l興委員会」

(Commission des iles)が設置された。この島l興委員会は 1980年に第 l回の会合を開催してい

る。島l興委員会は、特に欧州機関に対する働きかけを主たる活動目的としており、欧州委員会

委員や高等公務員、欧州議会議員に対するロビー活動を行った。島l興委員会はその後、

IMEDOC等の島|興に関連する協力体制と密接な連携を有するようになっていく。また、島l興

委員会は、欧州議会において島l興関連の各種報告書の採択に尽力し、この点での成果を上げて

いる。

34 この点で、 2000年4月にシチリア島が IMEDOCに加入したことが大きな推進力になったと

指摘される。 EmmannuelBernabeu・Casanova，supra note (destin)， p.170.ただし、この条約改正に

おける貢献は、 IMEDOCだけのロビー活動の成果ではなく、他の島l興間協力 (CRPMや

EURISLES) と共同でのロビー活動の成果であると考えられる。
35 Treaty of Amsterdam Amending the Treaty on European Union， the Treaties Establishing the 
European Communities and Certain Related Acts. 1997. 
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済社会的な発展を阻害されていることを認める。それ故、会議は、欧州立法府がこれらの障害

を考慮に入れなければならないことを確認する。また、公正な条件のもとで当該島l興地域を欧

州域内市場によりよく統合するのに有利となるように、特定の措置が取られ得ることを確認す

る36J。“TheConference recognises that island regions suffer from structural handicaps linked to their 

island status， the permanence of which impairs their economic and social development. The Conference 

accordingly acknowledges that Community legislation must take account of these handicaps and that 

specific measures may be taken， where justified， in favour of these regions in order to integrate them 

better into the internal market on fair conditions". 

4.評価

では、 IMEDOCの政治的協力関係の構築と EU機構内でのその成果について、どのように評

価し得るであろうか。

第 lに、 IMEDOCのロビー活動は政治的に成功した。特に、国家を中心的なアクターとして

捉えてきた EU内政治において、国内政治と EU政治の双方に対して非国家主体である島l興地

域が新しい政治アクアーとして活動し得ることを示した点で高く評価される 37。特に

IMEDOC/EURIMEDに参加する島l興群は、国家の枠組みの中に取り込まれている「地域Jであ

り、都市圏よりも後進の経済圏ではあるが、国家からの補助金等を正当に得ることができる最

貧地域には属さないという中途半端な環境にある。この点では、 EUの補助金規制が大きな障

害になっていた訳であるが、これに対して島l興間の政治的活動を集約することによって集団の

利益を実現していくという方策は、政治的には高く評価し得るものであろう。

また、 IMEDOC島l興群は個々の島で見れば、歴史的には一国家を形成するような規模を誇っ

ており、本来的には国家として存在していても不思議ではない存在である。にもかかわらず、

現在は大陸国家に包含され、国家の政治経済体制の中で「周辺J的地位に甘んじている存在で

ある。その意味では、 IMEDOC島l興群は本来あるべき自分たちの社会的地位を回復するための

運動を展開していると解することもできょう。

第 2に、こうした政治的活動は、単に EUに働きかけて所属国家からの補助を確実にすると

いう意味で依存性や消極性を示すに過ぎない(依存の対象が伝統的な所属国家から EU機構に

変わっただけであると評しえる)。むしろ、今後の経済開発を考えた場合には、島l嘆間の本当の

意味での経済協力体制を構築し、所属国家や EUからの支援・補助に依存しない経済圏を目指

すのが本来の姿であろう 38 (この点については後述)。

5.拡張路線

さて、以上のような成功例を前提とした場合、 IMEDOC(EURIMED)の今後の在り方に大き

な示唆を与えると考えられる。特に、政治的協力関係という観点から見れば、今後もこうした

協力関係の政治的利用を拡張させていく可能性は高いと言えよう。

第 1に、 IMEDOC構成島l興は地中海島l興の中では規模的に大きなものであり、その他の島l興

も数多く存在している。従って、「地中海」と「島l興性」を基軸とした政治的活動を展開してい

36 Declarations Adopted by the Conference. Declaration 30 (Declaration on island regions). 

37 Claude Olivesi， supra note (La cooperation)， pp.756-757.ただし、個別の島l興内では、こうした
島l興地域の政治的活動が「集団J(groupement)として行われていること、さらにその目的が明

白でないことを理由として懸念や鴎陪が見られる。

38長谷川秀樹・前掲注(国境を超える 1999年)36頁。
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くのであれば、地中海島l興をすべて対象とした地中海島l興連合(西部や東部などの地域性を排

除したもの)が望ましい390 これまでのEUロビー活動を継続する上でも、このように「地域」

を統合していくプロセスは評価されるものである。また、 IMEDOC構成地域以外の島|興地域に

関しては、さらに経済後進地域であり、各所属国家政府からの支援や理解も十分ではない。そ

のため、 IMEDOCに参加することによって大きな政治的発言力を獲得していくことには利益を

見出せるものと考えられる。実際に、 IMEDOCから EURIMEDOへの拡張に伴い、「西部」地中

海島l興から地中海「全域」へと拡張を経ており、すでに全地中海をベースとした島l興地域協力

組織になりつつあると言えよう。今後は、島l興の規模や関係性を基準にどこまでの島l興地域を

包含していくのか、という点が議論の対象となるであろう。

ただし、本報告でも既に指摘したように、ひと口に「島l興Jといってもその歴史的背景や現

状の経済的状況、近隣の類似の島l興との関係については、一様ではなく、様々な問題を抱えて

いる。さらに、「地中海」に限定したとしても、経済産業形態(どの分野の経済活動が強いのか)

については島l興ごとに異なっている。こうした点から考えても、単に「島腕」を寄せ集めると

いう政策は、 EU機構内で政治的発言力を高めるためには役立つかも知れないが、他方で、実

際の経済協力関係を構築していく際には障害になり得る点に注意しておく必要があろう。

第 2に、 EU機構内での政治的ロビー活動に特化した協力関係を構築していく場合、多岐に

わたって分立している島l興関係組織を統合していくことも必要になると考えられる。実際に、

EUの枠組みの中だけでも、 IMEDOCの他に数多くの「島l興」関連の組織が立ち上げられてい

る。例えば、 InterregIIIがIMEDOCに統合するといった形での協力関係(島l興協力制度の聞の

協力関係)が模索されていくことが望ましい400 同様に、 EU内では、「島l興」、「地域」、経済協

力や文化協力など、組織が多様かっ重複しているため、 EU機構内部の組織関係を把握した上

で、政治活動における協力関係を形成していく必要がある。例えば、 EU機構では 1973年に「海

洋周辺地域会議J(CRPM: Con自rencedes regions peripheriques maritimes)が設置されたが、この

会議の枠内で 1980年に「島興委員会JOa Commission des iles)が設置されている。この島l興委

員会がEU機構において島l興の利益を代表するための恒久的組織となっており、構成する 25地

域の地域間協力を促進させることを目的としている。従って、「島l興Jという枠組みで利益向上

を図る場合には、「地中海」という枠組みを超えて、「島l興」という枠組みでの政治的ロビー活

動を行う必要もある。

おわりに

1.本当の経済協力も必要

以上のように、 IMEDOCによる島l興地域の政治的地位の向上については、広く肯定的に評価

されているように思われる。これに対して、島l興関連携に関する実態においては特筆すべきも

のが無い。上記のように、実際にプロジェクトとして採用されているのは、観光プロジェクト、

研究者・学生の交換留学、博物館の間の協力といったものであり、実質的な経済協力というに

は程遠い(もちろん、主要産業が観光程度しかない以上、本格的な経済協力を目指す以前に多

くの問題を抱えていると言わざるを得ない)。さらに、そもそも島l興間の経済・開発協力には、

困難な側面も多い。それ故、外部依存性(政府補助や EU補助)から脱却して、自立した経済

39 CPRM Institut de la Mediterraneenne， supra note (L'e.ffet de la zone)， p.15. 
40地中海島l興に限らず、 EU域内での各種地域間協力の形態やその役割に関しては以下の文献
を参照。 AntoniDura， supra note (A Typology)， p.20. 
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成長を目指すのであれば、今後は、島l興地域内での実質的な経済協力を通じた産業育成に本格

的に取り組む必要がある。政治的ロビー活動だけを目指し、成果を上げていたとしても、補助

金に依存する外部依存性は低下せず、むしろ高まるばかりである。

2.アイデンティティ共有の重要性

さらに重要なことは、島l興に固有の文化的背景や伝統を知何に島l興「地域」の共通項として

抽出するか、という点である。島l興のアイデンティティを知何に形成するか、という問題と捉

えてもよいであろう。この点で、 IMEDOCの枠内において、「島l興体育祭JCjeux des iles)が開

催されていることは注目に値する。毎年別々の島で開催されるものであり、これは政治・経済

的な島l興の利益拡張や人的交流という意味だけでなく、島l興の「特異性」を促進させるという

意味で有益である41。また、 IMEDOC島l興地域内では、言語・文化・芸術分野での協力関係も

地道に続けられている。特に博物館ネットワーク・プロジェクトでは、博物館所蔵のコレクシ

ョンの価格決定、経験交換、共同展示の実施に重点が置かれている42。また、 1996年 9月 27

日に締結された大学協力協定では、島l興に存在する 4つの大学問で教員・研究員の間の情報交

換、学生交換、教育プログラムの開発等を促進することが合意された。こうした文化交流では、

一方で、人の流れや交流を通じて何らかの経済的効果を生み出すことは期待できるものの、本

来的に産業振興とは異なる側面を有している。ただし、こうした文化交流は島l興間のアイデン

ティテイの確認や連帯感を強めるのに効果的であろう。

3.研究の現状

さて、地中海島|興研究に関しては、従来、一橋大を中心とする地中海研究43の中で僅かに先

行研究が蓄積されているが、個別の島の状況分析が中心的なものであり、島唄間協力に関する

本格的な研究は行われてきていない。今回はIMEDOCに焦点をあてた報告を行うことになるが、

今後もこの分野の研究が行われることが期待される。

41 Marina Casula，αLa Corse : Une ile-projet au coeur de la Mediterranee >>， Esprit critique. Revue 
intemationale de sociologie et de sciences sociales Avai1able at 
l円ht加u削t“tp://w附ww叩 i附
2 (( La s印ar吋da剖igne烏，un exemp1e pou町rle d“ev刊eloppem巴n凶ltt句ou町1汀riおs“凶t“iquede la corse ? >川>，p.1凶4.
43 一橋大学地中海研究会 (http://www.econ.hit-u.ac.jp/-areastd/mediterraneanlhistory.htm)では、

地域研究や言語学、宗教学を交えた総合的な分野横断的研究が行われている。とりわけ、研究

会が発刊している「地中海世界論集J(The Mediterranean Wor1d)の第4巻は、地中海島l興に関
する研究をまとめたものとしてWs加diesin Socio-Cu1tural Aspects of the Mediterranean Islandd (vi 
+ 144p、1979年3月)を刊行している。
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太平洋島唄地域の経済統合と越境的な人の移動

小柏葉子

Economic Integration and Transnational Human Mobi1ity 

in the Pacific Islands Region 

Yoko Ogashiwa 

This article examines transnational human mobi1ity in the Pacific Islands region and discusses how it wi11 be changed 

in the regional economic integration propelled by the Pacific Islands Forum (PIF)， a regional organization formed by 14 

Pacific Island Countries plus Australia and New Zealand. 

As “the history of the Pacific is a history of migration"， transnational human mobility has been characteristic of白e

Pacific.Islands region. Transnational human mobi1ity mainly企omPolynesian and Micronesian islands to ex-colonial 

powers has sustained islands' political economy by means of remittances. In the 1980s， Bertram labeled the situation as 

MlRAB Model， which was based on migration， remittance， aid and bureaucracy. 

In the late 2000s， New Zealand and Australia offered seasonal labour schemes for the unskilled workers ofthe Pacific 

Island Countries.百lIsintroduced a new pattem oftransnational human mobi1ity to the region without mass exodus. 

Transnational human mobiIity has also been discussed as one of the important agenda in the negotiations on PIF 

regional economic integration. After having adopted Pacific Island Countries Trade Agreement (PICTA) in 2001泊order

to form a企eetrade area among the Pacific Island Countries， they are trying to launch PICTA Temporary Movement of 

Natural Persons Scheme which alIows transnational mobi1ity of ski11ed/semi-skilled labourers of the Pacific Island 

Countries. Although salient economic effect can not be expected， the scheme could present a new destination for 

transnational human mobi1ity ofthe ski11ed labour force in the region. 

Onthe other hand， consensus has not been made on transnational human mobility in the negotiations of Pacific 

Agreement on Closer Economic Relations (PACER) Plus which aims at forming a合間tradearea among PIF members. If 

transnational human mobi1ity is included in PACER Plus， it wi11 bring a new phase to transnational human mobility which 

has formed the history ofthe Pacific Islands region， in terms of economic effect and stabi1ity as a system. 
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はじめに

太平洋島l興14カ国とオーストラリア、ニュージーランドによって構成されている地域機構である

太平洋諸島フォーラム(PacificIslands Forum: PIF)は、地域経済統合に向けての動きを加速

させている。その中心となっているのは、貿易統合、具体的には自由貿易地域(FreeTrade 

Area: FTA)の形成である。 2001年に太平洋経済緊密化協定(PacificAgreement on Closer 

Economic Relations: PACER)、および太平洋島l興諸国貿易協定(PacificIsland Countries 

Trade Agreement: PICTA)としち、 FTA形成に向けた二つの協定を採択したPIFは、 2009年

から新たにPACERプラス(PACERPlus)交渉を開始するなど、 FTAの実現を目指し、交渉を進

めている。

近年の地域的な貿易統合プロセスは、深化した統合に依拠するとされている。すなわち、貿易

統合協定は、関税自由化をこえて、サービスや投資といったイシューの自由化に関する規制障壁

の除去を含むようになっているで、ある(Gavinand De Lombaerde 2005: 73)。それは、 PIFによ

る地域経済統合に向けての動きにおいても例外ではない。そうした規制障壁の除去のなかでも、

とりわけ PIFによる地域経済統合の場合、重要な影響をもたらすと考えられるのが、越境的な労

働移動の自由化である。

「太平洋の歴史は、移住の歴史である」と言われるように(Opeskinand MacDermott 2009: 

353)、活発な人の移動は、太平洋島l興地域の一つの特性となってきた。特に、第二次世界大戦

後、ポリネシアの島l興地域を中心とした大規模な海外移住の流れは、本国の居住者よりも多い

人々が海外に定住するという現象を生み出してきた(須藤 2008:19)。このような太平洋島l興地

域の越境的な人の移動は、越境労働移動の自由化を含む、 PIFによる地域経済統合に向けて

の動きが加速する中で、どのような変化を遂げていくのであろうか。本稿は、PIFによる地域経済

統合の動きが太平洋島l興地域の越境的な人の移動にもたらす影響について考察を行ない、国

家によって構成される国家問機構としての PIFが推し進めている、地域経済統合としち空間的領

域をともなった地域的枠組みの深化と、国境を越えて脱領域的に展開されてきた太平洋島l興地

域の越境的な人の移動が交錯する動態を明らかにしようとするものである。

以下では、まず、第二次世界大戦後の太平洋島l興地域の越境的な人の移動がどのような機能

を果たし、実際にどのように展開されてきたのか、その実態を検討する。次に、PIFが地域経済統

合に向けて動きだすようになった背景について明らかにし、 FTA形成に向けて採択された

PACER、PICTAの二つの協定について分析を行う。さらに、PACERプラス、 PICTAをめぐる交
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渉の中で、越境労働移動としちイシューがどのように扱われてきたのか検討する。そして最後に、

PIFによる地域経済統合の動きが太平洋島l興地域の越境的な人の移動にどのような変化をもた

らすのか考察を行なう。

I MIRABモデルと越境労働ネットワーク

(1)移住と送金の経済

太平洋島唄地域の越境的な人の移動に関しては、本国人口の規模と釣り合って、移住者の絶

対的な数においては小さいが、これほど大規模な人口流出は、世界のどの地域も経験したことが

ないと言われている(Opeskinand MacDermott 2009: 353) 0 rマス・エグソ、ダスJ(国外大量脱

出)(須藤 2008:4)とも呼ばれる、このような太平洋島l興地域の越境的な人の移動を検討する

際、おさえておかなければならないのは、パートラム(GeoffBer廿am)によって唱えられた

MIRABモデル(MIRABModel)品、う概念である。

もともと1980年代に、クック諸島、ニウエ、トケラウ、キリパス、ツパルを事例とした太平洋島l興経

済の類型として提唱された MIRABモデ、ルは、移住(migration)、送金(remittance)、援助

(aid)、官僚制 (bureaucracy)を特徴とする「島l興政治経済のある状態の分類的記述」

(Bertram 2006: 12)を指す。ここでは、本稿のテーマに沿って、移住(MI)と送金(R)に焦点を

当て、その内容をみていくことにしよう。

ノ〈ートラムによれば、太平洋島l興地域の場合、移住は、送り出しコミュニティにとって、直接的な

発展の損失ではなく、その生活水準の向上に長期的な益となる可能性を持つ、世帯資源の「営

利的な」配分とされる(Bertramand Watters 1985: 498・499)。すなわち、太平洋島唄地域の

移住は、「個人的」決断というよりも、移住者の家族単位による「集団的」決断であり、「経済機会の

ニッチを利用するために、労働資源を国際的に配分する、島l興の親族、あるいは世帯の経済活

動の国際化」と理解することができるというのである(Jbid.:498・499，501)。

ノ〈ートラムは、特に地域的労働市場を通じて、越境的規模で行動し計算する、小規模な太平

洋社会におけるこのような家族、あるいは親族単位を「親族の越境的企業体J(transnational 

corporation of kin)と呼ぶ(Jbid.:499， 511)。こうした「親族の越境的企業体JIこよって展開され

ている移住は、したがって、移住者の母国コミュニティとの経済的、社会的、文化的きずなを損な

わせることはない(Jbid:499， 501)。通常、移住者は、移住後最初の数年は、高レベルの送金を

行なうが、母国コミュニティとの結びつきが弱まるにつれ、送金レベルは下がっていくと考えられて
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いる。だが、太平洋島l興地域の場合、「親族の越境的企業体」を通じた移住者と母国コミュニティ

とのきずなの維持によって、そして新たな移住者の継続的な流入によって、これには当てはまらな

いとされるのである(Ibid:514)。

さらに、パートラムは、こうした移住者からの送金が、村落経済における現金収入のみならず、

当該太平洋島l興諸国の収支における輸入キャパシティの主要な源となっていると指摘する

(Ibid: 504・506)。たとえば、輸入総額に占める送金総額の割合は、クック諸島で、は 1970年から

1983年にかけて14パーセント、ツパルでは1979年から 1982年にかけて20パーセントにのぼ

った(Ibid.:506)。移住者からの送金は、太平洋島l興地域の経済に対し、看過することのできな

い役割を果たしてきたと言えるであろう。

ここで忘れてならないのは、このような太平洋島l興地域の移住品、う越境的な人の移動は、そ

のほとんどがニュージーランド、オーストラリア、アメリカに向けてのもので、あったという点で、ある。次

では、これら 3カ国に向けての越境的な労働移動を、旧宗主国との関係によるもの、太平洋先進

国との関係によるもの、の二つに分け、検討していくことにしたい。

(2)旧宗主国との関係による越境労働移動

北米大陸を東に、オーストラリアを西に、ニュージーランドを南に、それぞれ三角形の頂点とす

る「新ポリネシアン・トライアングノレJ(New Polynesian Triangle) (Barcham， Scheyvenst and 

Overton 2009: 322)とも呼ばれる空間を主なる舞台として展開されてきた太平洋島l興地域の越

境的な労働移動の基盤のーっとなってきたのは、旧宗主国との関係である。その典型品、えるの

が、クック諸島とニウエの事例で、ある。

クック諸島は 1965年に、ニウエは 1974年に、ニュージーランド統治領の地位から、自由連合

(Free Association)協定によって軍事・安全保障権をニュージーランドに委ね、その権限に反し

ない範囲の外交権1)と内政自治権を有する自治国(self-governingstate)に移行した。移行に

際して、クック諸島とニウエの住民には、「近代史において、おそらくもっとも寛大なポスト植民地

協定の一つJ(Opeskin and MacDermott 2009: 353)といわれるように、ニュージーランドの市

民権が付与されることになった。これによって、クック諸島とニウエの住民は、脱植民地化後も、ニ

ュージーランドに自由に入国し、労働することが可能になったので、ある。

1950年代から1960年代にかけてのニュージーランドの経済成長にともなう労働力不足、 1960

年代から1970年代にかけてのジェット機といった新たな輸送技術の普及とあいまって(Barcham，

Scheyvenst and Overton 2009: 326)、クック諸島とニウエからニュージーランドへの移住者は、
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右肩上がりに増え続けた。 2006年の統計によれば、ニュージーランド在住のクック諸島人口は、

本国人口の約 3倍、ニウエにいたっては約 14倍となっている(Opeskinand MacDermott 

2009: 365)。

一方、ニュージーランド統治領と異なり、国連信託統治としてアメリカによって統治されていたミ

クロネシア連邦、マーシヤノレ諸島、パラオの住民には、脱植民地化に際し、アメリカの市民権は付

与されなかった。かわって、アメリカとの自由連合協定2)の下で付与されたのが、アメリカへの渡航

とピザなしでの「非移民J(non-immigrant)としての在住、合法的な職業従事といった諸権利で、

ある(Jbid.:367) 0 2000年の統計では、マーシャル諸島とパラオの場合は、本国人口の 11パー

セント、ミクロネシア連邦の場合は、 1パ一セントにあたる住民がアメリカに在住していた(Jbid:

365)。

このほか見逃せないのは、現在もアメリカの統治領である米領サモアが介在する越境労働移動

の流れである。米領サモアの住民は、アメリカ本土への自由なアクセスが可能である。米領サモア

では、 1951年の海軍基地のハワイ移転を契機に、兵士や軍属、およびその家族を中心とした住

民のハワイへの移住、さらにそこからアメリカ本土への移住が急増した(須藤 2008:22;山本

2000: 307)。そして、そうした移住者を頼って、米領サモアのみならず、サモアの親族もアメリカに

移住していくようになったのである(山本前掲書:307) 3)。また、住民の移住によって労働力不足

となった米領サモアの缶詰工場に労働力として流入したサモアやトンガからの労働者が居住権を

取得し、ハワイやアメリカ本土へと移住してして例も増えた(山本前掲書:307;須藤 2008:

25)。

このように、何らかの形で越境労働移動の一つの基盤となる旧宗主国(米領サモアの場合は、

現宗主国)との関係を保持しているニュージーランドとアメリカの旧統治領に対し、オーストラリア

の統治領で、あったパプρアニューギニアは、これに類する旧宗主国との関係を付与されてこなかっ

た。オーストラリアにとって、隣接し、太平洋島l興地域において最大の人口規模を持つパプアニュ

ーギニアに市民権といった関係を付与することは、実際的ではなかったからで、ある(Opeskinand 

MacDermott 2009: 366)。

だが、オーストラリアが2008年に導入した太平洋季節労働者試験的制度(PacificSeasonal 

Worker Pilot Scheme: PSWP Scheme)では、トンガ、キリパス、パヌアツと並んで、パフ。アニュ

ーギニアも、オーストラリアへの短期労働者送り出し固として認、められるようになった。このような旧

宗主国との関係によるものではなく、太平洋先進国との関係によるものとしての越境労働移動に

ついて、次にみてみることにしよう。
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(3)太平洋先進国との関係による越境労働移動

太平洋島l興地域の越境労働移動のもう一つの重要な基盤となっているのは、太平洋先進国と

の関係である。すなわち、旧宗主国としてではなく、太平洋先進国の立場から、短期労働者受け

入れ制度が太平洋島l興諸国に対して提供されているのである。ニュージーランドによる認定季節

雇用者制度(RecognizedSeasonal Employer Scheme: RSE Scheme)と、オーストラリアによ

るPSWP制度は、その代表例としてあげられるであろう4)。

ニュージーランドで、は、主要産業である園芸とブドウ栽培におけるピーク時の労働力不足が、

かねてから問題となっていた(RamasamぁKrishana，Bedford and Bedford 2008: 173)。一

方で、太平洋島l興諸国からは、オーストラリアとニュージーランドに対し、非熟練・低熟練移民に

労働市場の開放を求める圧力が増していた(Ibid.:176)。そこで"2007年にニュージーランド政

府によって導入されたのが、RSE制度である。

RSE制度の特徴は、第一に、太平洋島l興諸国から、非熟練・低熟練労働者を受け入れた点で

ある。 RSE制度では、ニュージーランドの園芸産業とブドウ栽培に従事する労働力として、 11ヶ月

ご、とに最大7ヶ月間まで、海外から最大5000人までの労働者を受け入れる5)。この場合の労働者

は、特別な技能を必要としない非熟練・低熟練労働者であり、それまでニュージーランドへの越境

労働が望めなかった太平洋島l興諸国の住民層に労働機会を与えることになったのであるべ

特徴の第二は、ニュージーランドが市民権を付与しているクック諸島とニウエ、および2006年

のクーデタ発生以降、制裁措置を発動しているフィジーを除く、すべての太平洋島l興諸国に対し、

RSE制度が提供された点である。当初、「キックスタートj国として認定されたキリパス、ツバル、ト

ンガ、サモア、パヌアツの5カ国に加え、そのほかの太平洋島l興諸国も、 2007年にRSE制度の

対象国として認定された7)。とりわけ、それまで、移住制度を提供されたことのなかったパフ。アニュー

ギニアや、ソロモン諸島、パヌアツといったメラネシア島l興諸国にとって、その意味は大きかったと

言えよう。

こうして、移住者、出身国、行き先国三者の「トリプル・ワインJCtriple win) (Ibid: 172)を図っ

たRSE制度ではあるが、特徴点にも示されているように、やはりその基本的性格は、太平洋先進

国として、ニュージーランドが太平洋島l興諸国に行なう援助の一環としての色彩が強かったことを

確認しておかなければならない。 RSE制度は、「収入創出の仕事をしばしば欠く、村落や離島の

労働者に職を与えることで、直接的に貧困削減を支援するだろう」とした、ニュージーランドのピー

タース(WinstonPeters)外相の発言(Gibson，McKenzie and Rohorua 2008: 187)も、それを

裏付けていたと言えよう。

可

t
phU 



太平洋先進国による援助の一環としての短期労働者受け入れという制度は、オーストラリアによ

っても採用されることになる。 1970年代半ばの白豪主義の放棄以来、オーストラリアは、一時的

な労働力不足を軽減することよりも、国家建設のために計画された「選択的、熟練、厳密に管理さ

れた」移民を受け入れてきた(Opeskinand MacDermott 2009: 366)。だが、太平洋島唄諸国

へのよりいっそうの関与を追求する外交政策、太平洋島唄諸国からの短期労働者受け入れの要

求、そしてニュージーランドによるRSE制度の成功が、オーストラリアにPSWP制度の導入を決断

させる(Jbid:368)。

PSWP制度は、 3年間で最大2500人の園芸産業に従事する労働者を毎年最大7ヶ月間、受

け入れるというものであった。それまで越境労働の機会がなかった太平洋島唄諸国の住民層に

労働機会を与え、経済発展を促す援助政策という点では共通するものの、 PSWP制度は、しかし

ながらニュージーランドのRSE制度と比べ、大きな効果を生み出したとは言いがたかった。

その理由は、おもに三点に集約できよう。第ーは、対象固として認定されたのが、トンガ、キリパ

ス、パヌアツ、パプアニューギニア、サモア、東チモールだ、けで、あり、また受け入れ人数も、ニュー

ジーランドのRSE制度の約半分と小さかったためで、ある。 PSWP制度は、「試験的」という位置づ

けから、対象園、受け入れ人数ともに、限定されたものになってしまったのだ、った。

第二は、制度の対象となったオーストラリアの園芸産業には、すでに多くの無認可労働者が従

事していたためである。資格外活動の留学生、オーストラリアの社会保障制度を受給しつつ働く

個人、就労ピザを持たない者などからなるこれら無認可労働者(MacDermottand Opeskin 

2010: 301)の存在は、 PSWP制度で、の労働者需要を鈍らせることになった(Ball2010: 123)。

ニュージーランドは、RSE制度導入前に、園芸・フ、ドウ栽培における不法労働供給の一掃を行っ

たが、オーストラリアは、そうした措置を取らなかったのである(Jbid:126)。

第三は、 PSWP制度に対し、オーストラリア政府が「高度な監督J(MacDermott and Opeskin 

2010: 293)を行ったためで、ある。オーストラリア政府は、太平洋島l興諸国の労働者に対する搾取

といったリスクを最小化するために、PSWP制度を政府の厳密な管理下におこうとした。しかし、そ

れは、ニュージーランドのRSE制度が雇用主により大きな裁量を与えていたのに比べ、制度その

ものを不必要に硬直的、非競争的なものにしてしまったのである(Ball2010: 122)。

結局、制度が終了した 2012年6月までに、 PSWP制度の下で発給された累計ピザ数は、

1614にとどまった(JslandsBusiness， November 2012: 25)。オーストラリア政府は、 PSWP制

度の問題点を踏まえ、制度終了後に新たに季節労働者プログラム(SeasonalWorkers 

Programme)を導入し、対象国の拡大8)、受け入れ人数の拡大、漁業や観光産業など対象業種
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の拡大など、制度の改善を図ったのだ、った。

以上みてきたように、太平洋島l興地域における越境的な労働移動は、旧宗主国との関係、およ

び太平洋先進国との関係の二つをおもな基盤としてきた。そしてさらに、新たに浮上したのが、地

域経済統合によるものである。次では、まずPIFによる地域経済統合の動きについて検討すること

にしよう。

II PIFによる地域経済統合に向けての動き

(1) PIF地域経済統合の背景

PIFが地域経済統合を推進するようになった背景には、グローバルな貿易自由化の進展があっ

た。グローバルな貿易自由化の進展は、太平洋島l興諸国の経済基盤を根底から揺るがすような

大きな影響をもたらしたのである。

小島l興発展途上諸国(SmallIsland Developing States)である太平洋島l興諸国の脆弱な経

済基盤を長らく下支えしてきたのは、さまざまな貿易優遇制度で、あった。そうした貿易優遇制度の

中で重要なものの一つが、ロメ協定(LomeConvention)である。ヨーロッパ経済共同体

(European Economic Community: EEC)と、EEC諸国の旧植民地であったアフリカ・カリブ・

太平洋(Africa.Caribbean. Pacific: ACP)諸国との間で 1975年に締結された第一次協定から、

2000年に満了した第四次改定協定にいたるまで、ロメ協定は、多くの太平洋島l興諸国に数々の

優遇制度を提供してきた9)。

第一にあげられるのは、輸出所得安定化制度 (Systemof Stabilization of Export 

Earnings: STABEX)である。 STABEXは、ACP諸国の第一次産品の輸出収入が国際市場価

格の変動によって一定水準以下に減少した場合、 EECから補償的に資金援助を受けることので

きる制度で、あった。

第二は、特定産品に対する輸入保証枠制度である。その代表例として、砂糖議定書(Sugar

Protocol)をあげることがで、きょう。砂糖議定書の下で、ACP諸国は、国際市場価格より高い一定

の価格で、一定の割当量の砂糖の買い取りをEECから保証されていた。

第三にあげられるのは、片務的特恵関税制度である。たとえば、ソロモン諸島やパヌアツのカカ

オ豆を例にとると、本来3パ一セントのEEC関税が、同制度により片務的に無税とされた。そうした

ところから、 1990年代前半には、両国のカカオ豆は、ほぼ100パ一セントがEEC向けに輸出され

る状況となっていたのである(小川 2002:51・53)。

Q
d
 
po 



こうしたロメ協定と並んで、太平洋島l興諸国の経済基盤を下支えしてきたもう一つの重要な貿

易優遇制度が、南太平洋貿易経済協力協定(SouthPacific Regional Trade and Economic 

Cooperation Agreement: SPARTECA)である。 1980年にオーストラリア、ニュージーランド両

国と太平洋島l興諸国が締結した SPARTECAは、太平洋島l興諸国の産品をオーストラリア、ニュ

ージーランド両国に無関税、数量規制なしで輸出することがで、きるよう取り決めたもので、あった。さ

らに、 SPARTECAは、農産品だけでなく、原産地規定を満たしていれば、加工品についても適

用され、フィジーの縫製業のように、この規定を活用して発展を遂げた例もあった(Grynberg

1996:61・63;Sepehri andAkram-Lodhi 2000: 79)。

ところが、これら貿易優遇制度は、グローバルな貿易自由化の潮流が強まる中で、大きく揺さぶ

られることになる。 1994年末、関税及び貿易に関する一般協定(GeneralAgreement on 

Tariffs and Trade: GATT)ウルグアイ・ラウンドが実質合意に達し、 1995年に世界貿易機関

(World Trade Organization: WTO)が設立された。 WTO体制発足にともなって、太平洋島l興

諸国の大きな懸念となったのが、 2000年に予定されている第四次ロメ改定協定の満了であった。

非相互的な貿易優遇制度を提供するロメ協定は、 WTOの非差別貿易の原則と明らかに矛盾す

るものであり、第四次ロメ改定協定が満了を迎える際には、協定内容の変更、あるいは協定その

ものの廃止すら起こりうることが予想されたのである。

もし、ロメ協定が提供するSTABEXや輸入保証枠制度、片務的特恵関税制度といった貿易優

遇制度が廃止されるとしたら、太平洋島l興諸国の産品は厳しい国際競争にさらされ、安定した輸

出収入を得ることはもはや不可能になる。また、廃止されないとしても、WTO体制下では、ヨーロ

ッパ連合(EuropeanUnion: EU)市場の関税が軒並み下げられることによって、ロメ協定の片

務的特恵関税制度は、太平洋島l興諸国にとって、大きく価値を減じることになる。なかでも、太平

洋島l興諸国の主要産品であるココアについては、関税が撤廃されることになり、事実上、片務的

特恵関税制度が失われることを意味していた(Grynberg1996: 73-77)。

ロメ協定と同じく、 SPARTECAに関しても、WTO体制は、大きな影響を及ぼすことが予測さ

れた。 WTO体制下で、オーストラリア、ニュージーランド両国も関税を引き下げることになり、太平

洋島l興諸国が享受してきたSPARTECAによる無関税輸出も価値が低下するようになるからであ

る。

貿易優遇制度に依拠してきた太平洋島l興諸国は、こうしてグローバルな貿易自由化の趨勢を

前にして、その経済政策を根本的に見直さざるをえなくなったと言えよう。こうした状況を背景とし

て、 PIFは、地域経済統合を模索していくようになる。
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(2)PACERとPICTA

1997年、 PIFは、年次会議において、太平洋島l興諸国間でFTAを設立することに合意する

(Forum Secretariat 1997)。そして、その2年後の 1999年に開催された年次会議において、

FTAを承認したPIFは、 2001年の年次会議において、 PACERとPICTAの二つの協定を採択

する。

PICTAは、太平洋島l興諸国間のFTA形成を目指す枠組みであり、小規模島唄諸国(Small

Island States)、および後発開発途上諸国(LeastDeveloped Countries)であるクック諸島、ナ

ウル、ニウエ、ツパル、キリパス、マーシャル諸島、サモア、ソロモン諸島、パヌアツは 2012年まで

に、それ以外の諸国は 2010年までに、 2016年を撤廃期限とする一部品目を除いて、関税を撤

廃することを定めていた。一方、 PACERは、オーストラリア、ニュージーランドと太平洋島l興諸国

との間で結ぼれたものであり、それ自体は直接的にFTA形成を目指すものではなく、オーストラリ

ア、ニュージーランドと太平洋島l興諸国との将来的なFTA交渉に関して、開始時期などの要件を

定めた「地域における貿易交渉を提供する枠組み協定J(von Tigerstorm 2005: 263)という位

置づけで、あった。すなわち、 PIFは、まず、相互の貿易量が比較的小さい太平洋島l興諸国間で、

「練習場」として(WorldBank 2002: 1) PICTAによる貿易自由化を行い、次の段階として、太平

洋島l興諸国にとって輸入品の大半を頼るオーストラリア、ニュージーランドを含んだ、FTA形成を

図り、そこからさらにグ、ローバルな貿易レジームとの完全な統合に向けて進む(vonTigerstorm 

2005:264・265)、という青写真を描いたのである。

一足飛びにグローバル経済への統合を目指すのではなく、時間をかけて漸次的に段階を踏み

ながら貿易自由化を進めていく「踏み石アプローチJ(Stepping Stone Approach) (Ibid: 265) 

と呼ばれるこうした方法は、太平洋島l興諸国のような貿易自由化への適応能力が限られた小規模

な発展途上諸国にとっでは、有益であると主張された(Ibid;World Bank 2002: 1; Narsey 

2004: 76-77)。そしてさらには、 PACER、PICTAに密接な影響を及ぼすコトヌー協定

(Cotonou Agreement)も、この「踏み石アプローチ」をとっていたので、ある。

2000年の第四次ロメ改定協定満了後、新たに結ぼれたコトヌー協定は、 STABEXを廃止し、

ロメ協定の基本原則を 5年ごとに見直しながら、 20年間継続すると同時に、 EUとACP諸国の間

で経済連携協定(EconomicPartnership Agreement: EPA)の締結を目指すというもので、あっ

た10)。重要なのは、コトヌー協定が上記の「踏み石アプローチ」に基づき、ACP諸国に対し、段階

的な貿易自由化を進めるよう求めていた点である。コトヌー協定は、 rEUとACP諸国の間の経

済・貿易協力は、ACP諸国の地域統合イニシャチブを基礎とする」とし、「地域統合は、ACP諸国
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の世界経済への統合にとってカギとなる手段で、あるJと述べていた(Jbid;77)。これを「踏み石ア

ブローチ」に沿って言うならば、まずACP諸国がそれぞれ東南部アフリカ、西部アフリカ、カリブ海、

太平洋など地域ごとに経済統合を進め11)、次いでそうした地域とEUとで EPAを結び、最後に世

界経済への統合を図っていく、ということになる。すなわち、EUとのEPA交渉の前提条件として、

ACP諸国は、地域経済統合を行わなければならず、その文脈からも、 PICTAによる太平洋島l興

諸国間のFTA形成が必要とされたと考えられよう。

さらに見逃せないのは、EUとのEPA交渉が、 PICTAによる太平洋島l興諸国間のFTA形成の

次の段階である、オーストラリア、ニュージーランドを含んだ、FTA形成に関する交渉の開始の動

因となっていた点で、ある。オーストラリア、ニュージーランドと太平洋島l興諸国が結んだ、PACERで、

は、太平洋島l興諸国の締結園、あるいはPICTA締結国全体が、 PIF非加盟国とFTA交渉を開

始した場合は12)、オーストラリア、ニュージーランドともFTA交渉を開始することがうたわれていた。

太平洋島l興諸国にとって、EUとEPA交渉を開始することは、オーストラリア、ニュージーランドとも

FTA交渉を開始しなければならないことを意味していたのである。 PACER、PICTA、EUとのE

PA交渉は、三者が相互に密接に関係しながら、 PIFの地域経済統合を推し進める機能を果たし

ていたと理解することができるであろう。

その後、 PACERは2002年に、 PICTAは2003年にそれぞれ発効し、 PIFによる地域経済統

合は、実現に向けて本格的に歩みだ、すことになった。また、 2004年には太平洋島l興諸国とEUと

のEPA交渉が、 2009年にはオーストラリア、ニュージーランドと太平洋島l興諸国との間でFTA形

成を目指すPACERプラス交渉が開始された13)。こうして、地域経済統合に向けての交渉が進め

られていく中で、太平洋島l興地域において看過で、きない役割を担ってきた越境労働移動が、新

たに地域経済統合のイシューとして浮上してくることになるのである。

III PICTA、PACERプラス交渉における越境労働移動

(1) PICTA自然人の一時的移動制度

「踏み石アプローチ」に基づいて、 PIFによる地域経済統合の第一段階として位置づけられた

のは、 PICTAによる太平洋島l興諸国間のFTA形成であった。しかし、 PICTAは2003年4月に

発効したものの、その約4年後の2007年7月に行われた第2回PICTA締約国会議の時点で、

PICTAによる貿易自由化を履行していたのは、クック諸島、フィジー、サモアの 3カ国にとどまっ

ていた(ForumSecretariat 2007a)。もともと似通った産品の多い太平洋島唄諸国間の貿易量
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は、 3パ一セントほどと小さく、 PICTA発効時のPIF事務局長レピ(NoelLevi)によれば、残り 97

ノミ一セントは好機を提供していると言いながらも(ForumSecretariat 2003)、実際に太平洋島

l興諸国にとって、 PICTAによる貿易自由化は、魅力あるものとして映らなかったと言えよう。

特になかでも、小規模島l興諸国にとって、 PICTAによる貿易自由化は、二つの意味で、利益をも

たらさないもので、あったと指摘することがで、きる。一つは、これら小規模島l興諸国には、めぼしい

輸出品がほとんどないため、 PICTAによる貿易自由化によって、輸入超過になることはありえても、

輸出が拡大することは見込めなかったからで、ある。二つ目は、小規模島l嘆諸国は、歳入のかなり

の部分を関税に依存しており、 PICTAによる貿易自由化によって、 PICTA以外からの輸入が減

少し、関税収入が落ち込むことになれば、大きな損失となったからで、ある。たとえば、マーシャル

諸島の事例で言うと、 2004年の歳入のほぼ 20パーセントは、関税によるもので、あった(Pacific

Islands Report， 10 August 2004) 0 r練習場」という位置づけではあっても、PICTAによる貿易

自由化の実現は、決して容易なものではなかったのである。

しかし、言うまでもなく、 PICTAによる貿易自由化は、それ自身が目的ではなく、次に目指すオ

ーストラリア、ニュージーランドを含んだ、FTA形成の前段階として、そしてEUとのEPA交渉の前

提として、必要とされたもので、あった。前述のように、太平洋島l興諸国とEUとのEPA交渉は、す

でに 2004年に開始されていた。また、太平洋島l興諸国とオーストラリア、ニュージーランドとの間

でFTA形成を目指すPACERプラス交渉の開始についても、 2007年のPIF通商閣僚会議にお

いて検討が始められていた(ForumSecretariat 2007b)。その二つの交渉の行方に関わるPIC

TAによる太平洋島l興諸国間の貿易自由化は、本格的な履行に向け、さらにいっそうの加速を迫

られたのである。

越境労働移動の自由化は、こうした状況の中で、 PICTA制定当初のモノの自由化のみならず、

サービス貿易分野へのPICTA拡大が図られるようになると、そこでのイシューのーっとして位置

づけられることになる。 2008年のPIF通商閣僚会議において正式に開始された、サービス貿易分

野へのPICTA拡大に関する交渉の中でω、越境労働移動の自由化をめぐる議論の具体的中心

となったのは、自然人の一時的移動制度(TemporaryMovement of Natural Persons 

Scheme)の創設についてで、あった(ForumSecretariat 2012a)o 2012年には、太平洋ACP諸

国首脳会議において調印された、 PICTAサービス貿易議定書(PICTATrade in Services 

Protocol)の中で、自然人の一時的移動に関する概念規定が示され、さらに引き続き、自然人の

一時的移動制度の運用開始に向けて、交渉が進められている(JbidIslands Business， 

November 2012: 17)15)。
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PICTA自然人の一時的移動制度は、制度の対象を熟練職、および半熟練職に限定していた

点が特徴で、あった(ForumSecretariat 2011a)。この制度の運用によって、熟練職、および半熟

練職の太平洋島l興諸国間での越境労働移動が可能になり、太平洋島l興諸国全体を労働市場と

して人材を調達することができるようになることから、外国資本の投資を呼び込めると期待された。

しかしながら、その反面、非熟練・低熟練労働者の場合と異なり、太平洋島唄諸国の熟練職、お

よび半熟練職は、人数的には限られているところから、越境労働者の送金や出稼ぎ賃金の本国

への持ち帰りといった波及的な経済効果は、それほど多く見込めなかったと言うことがで、きょう。

ただし、改めて思い起こさなければならないのは、 PICTA自然人の一時的移動制度も、 EUと

のEPA交渉、およびオーストラリア、ニュージーランドとのPACERフ。ラス交渉との関連の中にイ立

置づけられていた、とし、う点である。スレード(τ'uilomaNeroni Slade) PIF事務局長は、 PICTA

サービス貿易議定書の最終とりまとめ作業を行った2012年の太平洋ACP官僚会議において、こ

れら地域的協定が、地域の経済に、 EUとのEPA交渉、およびオーストラリア、ニュージーランドと

のPACERプラス交渉、また他の先進諸国との交渉のよりよい準備をさせるであろうと述べ

(Forum Secretariat 2012b)、その関連性を強調していた。すなわち、 PICTA自然人の一時的

移動制度は、実際に太平洋島l興諸国にもたらされる経済効果よりも、 EUとのEPA交渉、および

オーストラリア、ニュージーランド、とのPACERプラス交渉の「練習場」としての役割を重視したもの

だ、ったと言えるのである。

それでは、「踏み石アプローチ」に基づいたPIFによる地域経済統合において、 PICTAに続く

第二段階として位置づけられた、太平洋島l興諸国とオーストラリア、ニュージーランドとの問で、のF

TA形成を目指すPACERプラス交渉では、越境労働移動のイシューは、どのように扱われてきた

のだろうか。次に、 PACERプラス交渉における越境労働移動をめぐる動きについて、みていくこ

とにしたい。

(2)PACERプラス交渉における越境労働移動をめぐる動き

太平洋島l興諸国とオーストラリア、ニュージーランドとの間で、のFTA形成を目指すPACERプラ

ス交渉の開始が正式に決定されたのは、 2009年8月のPIF首脳会議においてで、あった。しかし、

PACERプラス交渉には、 PIFによる地域経済統合の第一段階として位置づけられたPICTAとは、

根本的な違いが存在していた。 PICTAが太平洋島l興諸国品、う発展途上諸国間のFTA形成で

あったのに対し、 PACERプラスは、発展途上諸国と先進国との間で、のFTA形成だ、ったので、ある。

当然、 PACERプラスが太平洋島l興諸国にもたらす影響も、 PICTAに比べ、格段に大きいことが
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予想された。交渉開始前に行なわれたある調査によれば、 PACERプラスによるオーストラリア、

ニュージーランドからの輸入品に対する税撤廃によって、多くの太平洋島l興諸国は、全政府歳入

の10パーセント以上を失うと予測されていたUslandsBusiness， September 2007: 36)。

こうしたところから、太平洋島l興諸国の聞には、 PACERプラス交渉の開始に慎重な雰囲気が

広がっていた。太平洋島l興諸国は、交渉開始前に、市民社会など利害関係者とPACERプラス

に関する圏内協議を太平洋島l興諸国各国で実施する必要があると主張したUslandsBusiness， 

July 2009: 32) 16)。また、交渉に当たっては、太平洋島唄諸国の利害を代弁する、 PIF事務局か

ら独立した首席通商顧問局(Officeof the Chief Trade Advisor)を設置することも求めた

Uslands Business， February 2009: 34) 17)。

だが、こうした太平洋島l興諸国の声を言わば押し切る形で、オーストラリアとニュージーランドは、

2009年にPACERプラス交渉を開始させる。両国がPACERプラス交渉の開始を急いだ理由は、

太平洋島l興諸国とEUとのEPA交渉で、あったと言われている(1bid:35)。すでに指摘したように、

太平洋島l興諸国にとって、 EUとのEPA交渉は、オーストラリアとニュージーランドとのPACERプ

ラス交渉を開始する動因となっていた。つまり、 PACERプラス交渉には、EU諸国がEPAによっ

て太平洋島l興諸国の市場に有利にアクセスし、オーストラリア、ニュージーランドの輸出に不利益

を生じさせる、といった事態を防ぐ狙いがこめられていたと言える。太平洋島l興諸国とEUとのEP

A交渉は、当初予定されていた2007年の妥結期限を延長して続けられており、オーストラリアとニ

ュージーランドは、そうした中で、で、きるだ、け早期にPACERフ。ラス交渉を開始させる必要があった

のである。

このような形で開始されたPACERプラス交渉において、太平洋島l興諸国が越境労働移動を

重点的イシューのーっとして位置づけたのは不思議で、はなかったと言えよう。 PACERプラス交渉

の枠組みについて議論した2009年 10月のPIF特別通商閣僚会議において、優先項目のーっ

として合意された地域的労働移動は、その後も一貫して、決して有利とは言えない条件のFTA受

け入れを迫られる太平洋島l興諸国にとって、数少ない利益要求の柱となってきた(Forum

Secretariat 2009; 2010; 2011b; 2012c)。

しかし、太平洋島l興諸国の要求に対するオーストラリアとニュージーランドの反応は、積極的な

もので、はなかった。その理由は、前述のように、 2007年にはニュージーランド、がRSE制度を、

2008年にはオーストラリアがPSWP制度を、それぞ、れすで、に導入していたことにあったと考えら

れる。これらの制度では、労働需要に応じて、受け入れ人数を柔軟に調整できるのに対し、 PAC

ERプラスに地域的労働移動を組み入れれば、両国は、確実に割り当て人数を受け入れなけれ

F
D
 

ヴ
4



ばならないとしち制約を受けることになった。また、もし、 PACERプラスに地域的労働移動を組み

入れれば、それが先例となり、他の近隣アジア諸国がオーストラリアやニュージーランドとのFTA

交渉において、同様のことを要求してくる可能性を両国は危倶した、という指摘もある(Jslands

Business， June 2012: 28)。

当初、 PACERプラス交渉は、 2012年末までの妥結を予定していた(Jbid:48)。だが、太平洋

島l興諸国が要求する地域的労働移動に関して、オーストラリア、ニュージーランドと太平洋島l興諸

国との間での意見の隔たりは埋まらず、交渉は難航した。 2012年 5月に開催されたPIF通商閣

僚会議では、地域的労働移動をめぐって両者は合意に達することがで、きず、次回のPACERプラ

ス官僚会議開催前に、さらに中開会議を開催して議論を行なうことになった(Ibid.;Forum 

Secretariat 2012c)。だが、中間会議での議論によっても合意に至らなかったため、同年 12月

に開催されたPACERプラス官僚会議は、さらに 2013年 4月に中間会議を開催し、議論を続行

することを決定した(PacifjcIslands Report， 6 December 2012)。

今後、地域的労働移動をめぐって、オーストラリア、ニュージーランドと太平洋島l興諸国とがど

のような合意に達することができるのか、今の段階では不透明である。ただ、太平洋島l興諸国がP

ACERプラス交渉において地域的労働移動を要求し続けてきたことによって、 PACERプラスそ

のものの性格に変化がもたらされるかもしれない兆しがみられることは指摘しておきたい。交渉続

行が決定された2012年 12月のPACERプラス官僚会議において、スレードPIF事務局長は、地

域的労働移動について、「富をもたらす雇用と、送金を通じて村落経済発展を高めるという点に関

して、我々のコミュニティの多くにとって、もっとも手早く、そしてもっとも重要な利益を論証的にも

たらす特定領域」と表現し、地域にとっての地域的労働移動の重要性に注意を促した(Jbid.)。そ

して、 PACERプラスが月並みなFTAIこ終わってはならず、太平洋島l興諸国の持続可能な成長

と発展を確実なものにする規定を含んでいなければならない、とした2012年5月のPIF通商閣僚

会議について言及し(Jbid)、地域的労働移動のPACERプラスへの組み入れを重点課題とみな

している姿勢を明らかにした。それまで、太平洋島l興諸国にとって、グ、ローパルな貿易レジームへ

の統合に向けての前段階として位置づけられてきた、オーストラリア、ニュージーランドとのFTA

形成というPACERプラスの性格づけが、ここにきて微妙に変化しつつあることを読み取ることがで

きょう。もし、地域的労働移動のPACERプラスへの組み入れが実現したとしたら、それは、 PAC

ERプラスがグローバルな貿易レジームへの統合に向けての「月並みなFTAJではないことを意味

する。それによって、最終段階とされる太平洋島l興諸国のグローバルな貿易レジームへの統合の

あり方も変わってくる可能性が広がる。その意味で、 PACERプラス交渉における地域的労働移
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動をめぐる動きは、注目に値する重要性を持っているのである。

おわりに

太平洋島l興地域では、旧宗主国を主な行き先とした大規模な海外移住によってもたらされる送

金に基づいた政治経済状態がMIRABモデ、ノレと呼ばれ、注目を集めてきた。さらに、近年、ニュ

ージーランドのRSE制度、オーストラリアのPSWP制度、およひ、季節労働者フ。ログラムといった短

期労働者受け入れ制度が導入されたことにより、大規模な海外移住をともなわない新たな越境労

働移動のあり方が拓かれた。そして、現在、 PICTA、PACERプラスの二つを中心とした地域経

済統合の流れの中で、越境労働移動は、そこで、のイシューのーっとして位置づ、けられ、議論が進

められている。

PICTAにおける越境労働移動のイシューは、自然人の一時的移動制度を主軸に展開されてき

た。 PICTA自然人の一時的移動制度は、熟練職、および半熟練職に対象を限定しているところ

から、 MIRABモデルや、RSE制度に代表される短期労働者受け入れ制度のような波及的な経

済効果は期待することができない。ただし、たとえ人数的に少ないとは言え、太平洋島|興諸国間

で熟練職、および半熟練職の越境労働移動が可能になることは、越境的な人の移動という観点

からすると、変化につながりうると言えるであろう。たとえば、フィジーでは人員的に豊富な教員が、

マーシャル諸島で、は不足していると言われるようにUslandsBusiness， August 2011: 30)、PIC

TA自然人の一時的移動制度の運用によって、これまでほとんど存在しないに等しかった、太平

洋島l興諸国全体を労働市場とした熟練職、半熟練職の越境労働移動という、新たな人の移動の

流れが産み出されるようになると考えられるのである。

それに関連して見落とせないのが、小規模島!興諸国を中心に、人口減少が進行しているという

現象である。クック諸島のプナ(HenryPuna)首相が、自身が開催議長役を務めた2012年のP

IF首脳会議において、「我々は、労働力を輸入しなければならないまでに、高度有能人材を海外

の仕事に失い続けている」と述べたようにUslandsBusiness， August 2012: 18) 18)、小規模島

l興諸国では、住民の大規模な海外移住の結果、人口減少が進み、特に熟練、半熟練分野での

人材不足が深刻化している。「ネガティブ送金経済J(negative remittances economy) 

Uslands Business， October 2012: 34)と呼ばれるような、小規模島唄諸国のこうした状況は、 PI

CTA自然人の一時的移動制度運用の促進材料のーっとして、新たな人の移動の流れを呼び起

こしていくことになりうるであろう。
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一方で、PACERプラス交渉における越境労働移動のイシューについては、今の段階では、オ

ーストラリア、ニュージーランドと太平洋島l興諸国との間で合意は成立していない。経済効果から

言えば、PICTA自然人の一時的移動制度に比べ、はるかに大きな意味を持つPACERプラスへ

の地域的労働移動の組み入れは、太平洋島l興諸国にとって、容易に譲歩で、きないイシューで、あ

るのに対し、オーストラリアとニュージーランドは、RSE制度や季節労働者プログラムといった現行

制度によって、太平洋島l興諸国からの短期労働者受け入れの要求に対応する立場をとり続けて

いる。

越境的な人の移動の流れからすれば、現行の短期労働者受け入れ制度と、 PACERプラスの

地域的労働移動とでは、太平洋島l興諸国からオーストラリア、ニュージーランドへの非熟練、低熟

練労働者の越境労働移動という点で、それほど大きな差は存在していない。しかし、大きく異なる i

のは、前者がオーストラリア、ニュージーランド本国で労働力を確保で、きない場合に限り、送り出し

固からの短期労働者を受け入れる、としている点である。すなわち、現行の短期労働者受け入れ

制度は、オーストラリア、ニュージーランドにおける労働供給状況に大きく左右されるため、太平洋

島l興諸国にとっては、安定的で予測可能な制度とは言い難い。状況によっては、太平洋島l興諸

国からの短期労働者の越境労働移動が途絶えることもありえるのである。 PACERプラスに地域

的労働移動を盛り込むことは、太平洋島l興諸国からの短期労働者の越境労働移動の流れをより

確実で安定的なものに変化させることになると言うことができるであろう。そしてそれは、グローパ

ルな貿易レジームの中で、、「月並みなFTAJとは異なる道筋を示すと同時に、PICTA自然人の一

時的移動制度とともに19)、太平洋島l興地域の歴史を形作ってきた越境的な人の移動の流れに、

まちがいなく新たな展開をもたらすものとなるはずである。

1) たとえば、PIFをはじめ、太平洋の地域協力機構や枠組みにおいては、自ら外交権を行使して
きた。

2) ミクロネシア連邦とマーシャル諸島は1986年に、パラオは1994年に、軍事・安全保障権をアメ
リカに委ね、 15年間にわたって財政援助を受ける自由連合協定をアメリカとの間で発効させた。

15年間の財政援助期間終了後、新たに前者は20年間、後者は 15年間の財政援助を受ける改

定協定が結ばれた。

3) サモア諸島を構成する米領サモアとサモア(サモア独立国。旧名は西サモア)は、文化・言語・

社会組織などを共有しているが、 1889年にサモア諸島東部がアメリカに、現在のサモアにあたる
サモア諸島西部がドイツに分割領有されて以来、政治単位としては別個に歩んできた。

4) 2011年1月に、アメリカも、ゲスト労働者制度(guest-workerscheme)の対象固として、フィジ

ー、キリパス、ナウル、パプアニューギニア、ソロモン諸島、トンガ、ツパル、パヌアツを新たに加え
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たUslandsBusiness， May 2012: 38)。
5) ただし、キリパスとツバルについては、遠距離のため旅費を考慮して、最大9ヶ月間までとされ

た。また、受け入れ人数については、後に、 5000人から8000人へと拡大された。

6) RSE制度と比べ、トンガ、キリパス、ツパル(当初含まれていたフィジーは、 2006年のクーデタ

発生によって凍結)を対象とした、ニュージーランドへの移住割り当て制度である太平洋アクセス

カテゴリー(PacificAccess Category)は、最低限の英語能力や、ニュージーランドにおける雇用

オファーなどを応募条件としていた(Opeskinand MacDermott 2009: 367; Gibson， 
McKenzie and Rohorua 2008: 197)。
7) RSE制度については、ギブソンらがトンガの事例を、マッケンジーらがパヌアツの事例を詳細

に検討している(Gibson，McKenzie and Rohorua 2008; McKenzie， Martinez and Winters 
2008)。
8) 対象国となったのは、キリパス、ナウノレ、パプアニューギニア、サモア、ソロモン諸島、トンガ、ツ

パル、バヌアツ、東チモールで、あった。

9) ロメ協定に加盟していたのは、サモア、トンガ、フィジー、パフ。アニューギニア、ソロモン諸島、

ツバル、キリパス、パヌアツで、あった。また、ヨーロッパ側は、マーストリヒト条約の発効にともない、

1995年の第四次ロメ改定協定から、ヨーロッパ共同体(EuropeanCommunity: EC)が締結主

体となった。

10) コトヌー協定には、ロメ協定に加盟していた太平洋島l興8か国に加え、新たにクック諸島、ナ

ウル、ニウエ、マーシャル諸島、ミクロネシア連邦、パラオも加盟し、太平洋島l興諸国すべてが加

盟国となった。

11) 東南部アフリカ地域(東アフリカ共同体)、西部アフリカ地域(西アフリカ諸国経済共同体)、西

アフリカ経済通貨同盟、中部アフリカ地域(中部アフリカ経済通貨共同体)、南部アフリカ地域(南

部アフリカ開発共同体)、カリブ海地域(ACP諸国カリブ海フォーラム)、太平洋地域(太平洋AC

P諸国)の6地域ごとに、地域経済統合が図られた。
12)そうでない場合は、PICTA発効後から8年後に、太平洋島l興諸国は、オーストラリア、ニュー

ジーランドとFTA交渉を開始することが定められていた。
13) ただし、ブイジーは、 2009年以来、 PIF参加資格停止処分となっていることから、 PACERプラ

ス交渉には参加していない。フィジーのPIF参加資格停止については、(小柏 2012)を参照の

こと。

14) サービス貿易分野へのPICTA拡大自体に関しては、すでに2001年のPIF通商閣僚会議に

おいて、原則として承認されていた(ForumSecretariat 2012a)。
15) なお、 PIFの準メンバーで、あるフランス領のニューカレドニアは、 2011年のPIF通商閣僚会

議において、 PICTA参加の意向を表明し、実現に向けて準備を進めている。
16) PACERプラスに関する国内協議は、交渉が開始されて以降、いくつかの太平洋島l興諸国で

実施された。また、 PACERプラス交渉に携わる通商官僚と非国家的行為体との対話も、 2012年

までに2回実施された。

17)首席通商顧問局に関しては、財源拠出や権限、所在地、人選などをめぐって、オーストラリア、

ニュージーランドと、太平洋島l興諸国との間で車L繰が続いた。首席通商顧問局が正式に活動を
開始したのは、 2010年のことで、あった。
18)クック諸島で、は、フィジーとフィリピンを中心に、約 3000人の外国人労働者が滞在していると

推計されているUslandsBusiness， October 2012: 35)。
19) 本稿で、は触れることがで、きなかったが、メラネシア諸国によって結成されているサブリージョナ

ルな枠組みで、あるメラネシアン・スヒ。アヘッド・グループ(MelanesianSpearhead Group: MSG) 

は、 1993年にMSG貿易協定(MSGTrade Agreement)を締結し、 2012年に熟練職を対象とし

たMSG技能移動制度(MSGSkills Movement Scheme)を発足させていた。
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